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1.背景 

国連環境計画（UNEP）とドイツ・ケルン応

用科学大学（CUAS）に所在する天然資源開発

センター（CNRD）が2013年に共同で開発し

た修士課程モジュール「災害、生態系、リス

ク軽減」は、現在、世界の多くの大学で活用

されている。現在のコースは、修士課程の学

生を対象としており、指導者には必要な教材

と洗練された教育コンセプトが提供されてい

る。指導者マニュアル（図1）はオンライン

で公開されており、関心のある大学はすべて

の教材に自由にアクセスすることができる

（オンラインで公開）： 
http://www.unep.org/disastersandconflicts/Introducti
on/DisasterRiskReduction/Eco- 
DRRMasterModule/tabid/106372/Default.aspx） 

 
このコースはモジュール式に設計されており、

指導者用の解説付きパワーポイントスライド

を含む50時間の授業用教材に加えて、副読本、

各国のケーススタディ、学習ゲームなどが用

意されている。フィールド調査や課題は、参

加大学が担当する（図2参照）。コースは4つ
の主要ブロックで構成されている。 

1. 災害リスク軽減の要素 

2. 生態系を活用した災害リスク軽減 

3. Eco-DRRの手法とアプローチ 

4. 環境と災害リスク軽減の主流化 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図1.指導者マニュアル：災害・環境・リスク
軽減 

 
 

コース内容の詳細については、指導者マニュ

アルに記載されている。 
 

本書では、教材の補足として、研究者や実務家

が作成した自習用の演習問題を含む7つのケ

ーススタディを紹介している。これらのケー

ススタディは、様々な国で実施された取組を

ベースにしており、生態系を活用した災害リ

スク軽減（Eco-DRR）に関する様々なトピッ

クを取り上げている。 

 

 

 

 

 

 

 

図2.コース教材 

 
 

 

 
指導者マニュアル（2013年版）  
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2. 生態系を活用した災害リ
スク軽減の紹介 

最近の政策関連文書でも強調されているよう

に、環境劣化は災害リスクを増大させる主要な

原因となっている（IPCC, 2012; UNISDR, 2011）。

世界リスク報告書（2012）では、「環境劣化

は、多くの国で災害リスクに対処するための

社会の適応能力を低下させる重要な要因であ

る」と指摘されているが、これは言い換えれ

ば、「すべての暴風雨やその他の自然ハザー

ドが災害になるわけではない」ということを意

味している。 
 

環境と災害は様々な形で相互に影響しあって

いる。災害は環境に甚大な被害をもたらし、

劣化した環境は災害の影響を悪化させる。一

方、健全な環境管理への投資、特に災害予防

と災害後の復興段階への投資は、災害リスク

を軽減し、よりレジリエントで持続可能な開

発に貢献する。気候変動が災害の影響を悪化

させうる一方、環境管理という解決策は、気

候変動への適応のためにますます活用されて

いる（図3）。 

健全な環境管理、気候変動の影響、災害対応

の間には密接な相互関係があるため、災害リス

ク管理にはよりシステム的で包括的なアプロ

ーチが必要となる。これが、私たちが「Eco-
DRR」と呼んでいるもので、災害リスク管理

に生態系管理の手法を取り入れることで、持

続可能な災害リスク管理のためのより革新的

でシステム的なアプローチを導入している。 
 

Eco-DRRとは，災害リスクを軽減するために

生態系を持続的に管理・保全・回復し，持続

可能でレジリエントな開発を実現することを

目的としている（Estrella & Saalismaa, 2013）。

湿地、森林、沿岸システムなど、適切に管理

された生態系は、自然のインフラとして機能し、

多くの災害への物理的な曝露を減らし、地域の生

活を維持し、食料、水、建築資材などの重要

な天然資源を提供することで、人々やコミュ

ニティの社会経済的なレジリエンスを高める

（Sudmeier-Rieux & Ash, 2009）。 

 
 

 
図3.環境と災害の相互関連性 出典:Sandholz and Nehren, 2013 

環境

影響 

災害の影響を悪化

させる 

 災害 

原因 

大規模な損害 

 

災害リスクの低減、レ

ジリエンスの強化 

災害の影響を悪化させ

る可能性が高い 
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生態系管理は、自然のインフラや人間のハザ

ードに対するレジリエンスを強化する機会を

提供するだけでなく、複数のステークホルダ

ーに様々な社会的、経済的、環境的な便益を

もたらし、結果的に生態系の多くの災害軽減

機能によるリスク低減につながっている。 
 

生態系の物理的なリスク軽減能力は、生態系の

健全性と構造、およびハザードの甚大さに依

存する。健全な生態系は、人間の生活を維持

し、食料、繊維、医薬品、建設資材などの必

要物資を提供することで、社会・経済的な脆

弱性を低減する(MEA, 2005)。例えば、マン

グローブや藻場は、沿岸の災害を防ぐだけで

なく、漁業や観光活動を支え、大量の炭素を

貯蔵する(Wicaksono et al., 2011)。生態系は、

自然のインフラ、防護壁、緩衝材としての役

割を果たすことで、一般的な自然ハザード

（地滑り、洪水、雪崩、高潮、山火事、干ば

つ）への物理的な曝露を軽減することができ

る（Renaud et al., 2013）ただし、劣化した生態

系は、完全に機能している生態系と比べ、緩

衝材としての機能は大幅に低くなる。 
 

ミレニアム生態系評価（2005, p.2）では、

「過去50年間、人類は、食料、淡水、木材、

繊維、燃料に対する急速に増大する需要を満

たすために、人類の歴史の中で比較可能など

の期間よりも急速かつ広範囲に生態系を変化

させてきた」という結論に達している。世界

平均で見ると、生態系サービスを享受するた

めに増加している土地の転換は、幸福度の向

上や、経済発展に貢献しているが、同時に多

くの場所で、調整サービス、維持サービス、

文化的サービスの供給量の減少をもたらして

いる。土地や生態系の劣化は、一部の人々に

とって費用、リスク、貧困の増加を伴うため、

現在と将来の世代の生活水準を維持するため

には、健全な土地と生態系の維持管理が不可

欠である。このような背景から、Eco-DRRア
プローチは、マングローブや砂丘システムな

どの生態系を適時に保全・回復したり、生態

学的インフラを用いて災害リスクを軽減した

りすることに留まらない。それだけではなく、

このEco-DRRというアプローチは、レジリエ

ントなランドスケープを形成することを最終

的な目的とした、統合的な土地管理アプロー 

チの不可欠な1つの要素であると考えている。 
 

ここ数年、災害リスクや気候変動の分野で生

態系を活用したアプローチが注目されている

が、研究、教育、実践の面ではまだ多くの課

題が残されている。このEco-DRR修士課程コ

ースでは、環境と災害の関連性を理解するた

めの理論的な概念と実践的なツールを学生に

提供し、生態系を活用した災害リスク管理の

応用を図ることで、これらのギャップを埋め

ることを目指している。本書で紹介する7つ
のケーススタディは、様々な地域、生態系、

ハザードタイプ、災害リスク軽減対策を網羅

している。学生たちがこのテーマに親しみ、

将来的にはグローバルなEco-DRRコミュニテ

ィの一員として活躍してくれることを願って

いる。 
 

3. ケーススタディ 

本書は、独立した出版物としても使用でき、

また、修士課程コースの補助教材として、も

ともとコースのために設計されたケーススタ

ディに追加して使用することができる。本コ

ースの受講生からは、最初に優れたケースス

タディを提供し、後に理論を説明することで、

理論的な知識をより強固なものにすることが

できるという意見が多く寄せられている。

ケーススタディは、さまざまなエコゾーンや

ハザードをカバーし、Eco-DRRに関するさま

ざまなトピックを取り上げるように試みてい

る。 
 

1) 地滑りハザードの調整と軽減：ブラジル・リオ

デジャネイロ州のセラーナ地方におけるレジリ

エントなランドスケープの構築：このケースス

タディでは、2011年に土砂崩れや地滑り、

洪水などで900人以上の犠牲者を出した

ブラジル・リオデジャネイロ州のセラー

ナ地方における自然ハザードの概要と、

災害リスクを軽減するために実施された

対策を紹介している。特に、災害リスク

を軽減するためのレジリエントなランド

スケープや生態系サービスの概念に焦点

を当てている。 
 

2) インドネシア・ジャワ島中部、スマランにおけ
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る統合的沿岸管理（ICZM）：統合的沿岸域

管理は、人口が多く、複数のハザードに

さらされている沿岸域を管理するための

学際的なアプローチである。このアプロ

ーチを紹介するために、インドネシア・

ジャワ島中部のスマランをケーススタ

ディ地域として選んだ。スマランは、特

に沿岸部の洪水、塩害、地盤沈下などの

災害リスクに直面している。洪水リスク

を軽減するために、構造物対策、非構造

物対策、生態系を活用した対策等、

様々な対策が実施されている。 
 

3) 川のための空間 - 洪水リスク管理、オラン

ダ：このケーススタディでは、洪水管理

に対するオランダ政府の最新のアプロ

ーチである「川のための空間」プログラ

ムを取り上げている。このプログラムで

は、高水位からの保護を強化し、川沿

いの地域の空間の質を向上させるため

に取られたステップと対策を紹介して

いる。 
 

4) 統合的水資源管理- タカナ流域、グアテマラ-

メキシコ：このケーススタディでは、グ

アテマラとメキシコの国境に位置する

水域に焦点を当てた総合的な水資源管

理活動であるIUCNタカナプロジェクト

を取り上げている。プロジェクトの背

景と問題提起から始まり、さまざまな

パイロットプロジェクトの紹介とその成

果についての考察を行っている。 
 

5) 災害リスク軽減と気候変動適応の関連性 - ブル

キナファソ／ニジェール：持続可能な乾

燥地管理に関するこのケーススタディで

は、ブルキナファソの中央高原とニジ

ェール南部のマランディ地方とジンダ

ー地方において、伝統的な土壌・水の保

全とアグロフォレストリーの技術を革新

し、食料生産の増加と劣化した土地の

修復を行っている。 
 

6) 海岸における生態工学的手法と費用便益分析 - 

米国コネチカット州スタンフォード市：こ

のケーススタディでは、米国北東部の

海岸にある町で、海岸のハザードに対

するレジリエンスを高めるために、ソ

フトエンジニアリングの洪水・高潮対策

としてジオテキスタイルチューブで強化

した植生砂丘、および、それを最適で持

続可能な短期的対策として特定した際の

手法について紹介する。  
 

7) Eco-DRRと山岳生態系-スイスとアルプス諸

国の保護林：このケーススタディでは、ス

イスをはじめとするアルプス地方の保護

林を取り上げる。保護林は、アルプス地

方の自然ハザードに対して非常に効果的

かつ効率的な対策であると考えられてお

り、この地域の統合的な災害リスク管理

戦略において重要な役割を果たしている。

現代の保護林管理は、主に自然の生態系

（構造とプロセス）の保護能力を利用す

ることに基づいており、効果と効率の両

方を最大化することを目指している。 
 

 

4. ケーススタディの活用法 

本書は、ガイド付きの学習教材として設計さ

れており、問題解決型の学習アプローチを支

援している。基本的な考え方は、Eco-DRRコ
ースの修士課程の学生が、提供されたケース

スタディや演習に単独で取り組むことができ

ることであるが、本書は独立した出版物とし

ても使用することができる。そのため、ケー

ススタディは単独で理解できるようになって

おり、さらなる資料は必要ない。ただし、適

宜、指導者は入門的な説明で受講者をサポー

トし、各ケーススタディについてクラス内で

の最後のディスカッションを用意してもよい。

ケーススタディの演習は、講義で得た知識を

学生に適用させ、様々な地域やエコゾーンに

おける生態系を活用した適応について知って

もらうために有益である。また、Eco-DRRモ
ジュールを教示する際には、可能な限り最初

のブロック以上を教えた後にケーススタディ

とそれぞれの演習を挿入し、学生にこのトピ

ックに関する応用知識を身につけさせること

を勧める。 
 

各ケーススタディは、ケースの簡単な概要と学

習目標から始まる。また、参考文献リストも

掲載されている。 
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本文では、対象となる地域の地理的・社会

経済的な背景の情報から始まり、課題の説

明を行い、さらに、提案されている、ある

いは実施されている対策についての批判的

なレビューを行う。ここでは、様々なタイ

プの対策（構造物対策、非構造物対策、人工

的対策、生態系を活用した対策、ハイブリ

ッドな対策）とそれらの効果について、批

判的に議論している。最後に、ケーススタ

ディの教訓および結論、ならびにケースス

タディに係る演習もある。 
 

演習問題には、学生や指導者をサポートする

ための解答例が付いている。しかし、学生は

模範解答を超えた解答を思いつく可能性があ

る。演習問題は、個人、グループワーク、グ

ループディスカッションなどを通じて取り組

むことができる。各ケーススタディの末尾に

は、講義ノートと解答が記載されている。 
 

このケーススタディは、以下のセッションの

補足資料として使用が可能である。 
 

1.3 CCAとDRRを結び付ける：災害リスク軽減と

気候変動適応策の関連性- ブルキナファソ/
ニジェール 

 
1.9 理論から実践へ。リスク評価のためのデータ：

地滑りハザードの調整と軽減：ブラジル・リ

オデジャネイロ州セラーナ地方におけるレ

ジリエントなランドスケープの構築 

2.5 脆弱性低減のための生態系サービス：Eco-DRR
と山岳生態系：スイスと他のアルプス諸

国の保護林 
 

2.6 災害リスク軽減のための生態工学的手法：沿

岸域の生態工学的手法と費用便益分析-米
国コネチカット州スタンフォード市、も

しくは 
 

2.7 理論。生態系サービスの評価 
 

3.2 災害リスク軽減のための空間計画ツールと

アプローチ：川のための空間 - 洪水リスク

管理、オランダ 
 

3.3 統合的水資源管理/ 河川流域管理：統合的水資源

管理 - タカナ流域、グアテマラ-メキシコ 
 

3.4 統合的沿岸管理：インドネシア、中部ジャ

ワ、スマランにおける統合的沿岸管理

（これは末尾にすでにケーススタディが

ある） 
 

参考文献 
  
Alliance Development Works (publ.), 2012. World Risk Report 2012, 68 pp. Estrella , M. & Saalismaa, 
N., 2013. Ecosystem-based DRR: An overview. In: The Role of Ecosystems in Disaster Risk Reduction. 
s.l.:s.n., pp. 26-47. IPCC, 2012. Managing the Risks of Extreme Events and Disasters to Advance 
Climate Change Adaptation (SREX), Special report of the intergovernmental panel on climate change, 
Cambrigde University Press, 582 pp. Millennium Ecosystem Assessment, 2005. Ecosystems and 
Human Well-being: Synthesis. Island Press, Washington, DC, 137 pp. Renaud, F., K. Sudmeier-Rieux & 
M. Estrella (eds.), 2013. The role of ecosystems in disaster risk reduction, United Nations University 
Press, 440 pp. Sandholz, S. & U. Nehren, 2013. In: CNRD & PEDRR, 2013. Disasters, Environment and 
Risk Reduction - Eco-DRR Master’s Module, Instructor’s Manual. Cologne and Geneva: CNRD and 
PEDRR Sudmeier-Rieux, K. & Ash, N., 2009. Environmental Guidance Note for Disaster Risk Reduction: 
Healthy Ecosystems for Human Security, Revised Edition. Gland, Switzerland: IUCN, iii + 34 pp. 
UNISDR, 2011. Global Assessment Report on Disaster Risk Reduction, 178 pp. Wicaksono, P., H. 
Hartono, P. Danoedoro, U. Nehren, & L. Ribbe, 2011. Preliminary work of mangrove ecosystem carbon 
stock mapping in small island using remote sensing: above and below ground carbon mapping on 
medium resolution satellite image. Remote Sensing for Agriculture, Ecosystems, and Hydrology XIII, 
Proc. of SPIE Vol. 8174, 81741B-1, doi: 10.1117/12.897926 
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ケーススタディ1 

地滑りハザードの調整と軽減: 
ブラジル、リオデジャネイロ州のセラーナ地方
におけるレジリエントなランドスケープの構築 

 
1. 概要 

 

概要 このケーススタディでは、自然ハザードの概要と、災害リスクを軽減するための対策について説明

する。ここでは、2011年に土砂崩れや地滑り、洪水などで900人以上の犠牲者を出したブラジル・

リオデジャネイロ州のセラーナ地方を取り上げる。特に、災害リスクを軽減するためのレジ

リエントなランドスケープや、生態系サービスの概念に焦点を当てる。 

学習の目的  健全な生態系管理がどのように災害リスクを軽減するのか、また、地域規模での土地管理

を改善するためには何が必要なのかを学ぶ。 
 湿潤熱帯地域の山岳地帯におけるリスク軽減のために、どのような生態系を活用した

対策が適しているかを明らかにする。 
 衛星画像がどのようにリスク地域を特定するのかを理解する。 
 リスクファクターを定義するために、ウェブベースの文献レビューを活用することを学ぶ。 
 得られた知識に基づいて、災害リスクを軽減するための生態系を活用した対策を策定し、議

論する。 

ガイダンス リオデジャネイロ州のケーススタディでは、地滑りや土石流、洪水の影響を受けるセラーナ地方

の地理的・気候的条件の概要を紹介する。ここでは、すでに実施されている、あるいは計画

段階にある軽減策について説明する。 

ケーススタディの後には、学生が地滑りの特定や土地利用計画に関するスキルを身につ

けるための演習が行われる。 

参考文献 地滑り、生態系、災害リスク軽減、災害リスク管理に関する一般的な情報： 

Fell, R. et al., 2008. Guidelines for landslide susceptibility, hazard and risk zoning 
for land use planning. Engineering Geology, 102(3-4), pp. 85-98.  

Papathoma-Koehle, M. & Glade, T., 2013. The role of vegetation cover change in 
landslide hazard and risk. In F. Renaud, K. Sudmeier-Rieux & M. Estrella, eds. The 
Role of Ecosystems in Disaster Risk Reduction. United Kingdom: United Nations 
University Press. pp. 293-320. 

 
 

2. 背景 
 

 
南米大陸の47％に相当する850万km2の

総面積と1億9400万人の人口（ IBGE, 
2012）を有するブラジルは、面積、人口

ともに世界第5位の大国である。同国は、

26の州と1つの連邦政府から構成される

連邦共和国である（IBGE, 2012）。 

ケーススタディ地域 リオデジャネイロ州セラーナ地域 

対象国 ブラジル 

生態系 熱帯雨林 

ハザード 地滑り、土石流、洪水 
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図1.ブラジル・リオデジャネイロ州のセラーナ地方の位置 
地図作成：Wolfram Lange; 元データ：INEA (2011) 

 
 

2012年の国内総生産は2.4兆米ドル（購買力平

価調整済み）で、世界第7位の経済大国であ

る。しかし、国民一人当たりの所得は11,875
米ドル（2012年）で、世界第77位である

（IMF, 2013）。ブラジル26州のひとつである

リオデジャネイロ州は、南緯20º45'49''西経

44º53'19''の間に位置し、面積は43,653km2で、

ブラジルの総面積の0.51%に相当する。6つの

大行政区と92の市町村からなり、人口は約

1,600万人（2011年）、平均人口密度は365人
/km2である（CEPED-UFSC, 2011）。 

 
ブラジルでは約150の自治体が地滑りや土石

流、洪水の被害を受けているが、その中でも

リオデジャネイロ州のセラーナ地方にある

Teresópolis、Petrópolis、Nova Friburgoの各自治

体は、自然ハザードによるリスクが最も高い地

域の一つである（www.cidades.gov.br）。高い

脆弱性の背景には、特に集中豪雨、起伏の激

しい地形、脆弱な地質・土壌、などの自然の

リスク要因だけでなく、人間によるランドス

ケープの悪化をもたらすプロセスや、住民の 
 

 

曝露が大きいことも挙げられる（Nehren, 
2011; IDRL, 2012）。 

 
リオデジャネイロ州は、Mata Atlântica（大西洋

岸森林）地域に位置している（図1）。Mata 
Atlânticaは、ブラジル北東部から南東部、さら

にパラグアイとアルゼンチン北東部の内陸部

に広がる生物群系である。もともとの面積は

100万〜150万km2であった（Galindo Leal & 
Gusmão-Câmara, 2003）。Mata Atlânticaの森林

被覆は、歴史的な開発サイクルとそれに伴う

森林減少プロセスのために、元のサイズの

11.4～16％にまで減少している（Ribeiro et al., 
2009）。1940 年代以降、森林減少と森林劣化

は主に都市の拡大、農業活動、工業開発によ

って引き起こされている（Smyth & Royle, 
2000）。例えば、ブラジルの大都市のいくつ

かは、もともとMata Atlânticaの森林に覆われ

ていた地域内に位置している。 
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図2. Mata Atlântica地域の森林残存図 
地図作成：Wolfram Lange; 元データ：SOS Mata Atlântica (2013) & MMA (2013) 
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原生林の破壊、分断化、劣化にもかかわらず、

Mata Atlânticaに残された孤立林は、生物学的

に非常に多様であり、多くの固有の動植物種

が生息している（Galindo Leal & Gusmão-
Câmara, 2003）。このような豊かさがある一

方で、土地利用の高度化や都市・産業開発に

よる脅威が大きいことから、Mata Atlânticaは、

保全の優先度が最も高い世界25カ所の生物多

様性ホットスポットのひとつに指定されてお

り（Myers et al., 2000）、世界で5番目に脅威が

大きい生物多様性ホットスポットとなってい

る（www.conservation.org）。残された森林は、

気候の調整、水資源の供給と調整、食料と薬

の供給、レクリエーションなど、さまざまな

環境サービスを提供している（ SOS Mata 
Atlântica, 2013）。 

 
リオデジャネイロ州は人口密度が高く、都市

化されているにもかかわらず、Mata Atlântica
地域の他の州に比べて森林被覆率が非常に高

いのが特徴である。これは、Serra do Mar 山
脈と海岸山脈の起伏のある地形が、農業や都

市開発を阻んでいるためである（Nehren et al.、
2009）。ここでは、リオデジャネイロ州セラ

ーナ地方のうち、Petrópolis、Teresópolis、Nova 
Friburgoの各自治体に焦点を当てる。これらの

自治体は、海抜約2,300メートルに達するSerra 
do Mar山脈に位置する。これらの地域は、急

峻な地形、頻繁に発生する豪雨を伴う気候条

件、花崗岩質の基底岩上の滑走面とシルト質

の風化マントルを伴う地質・土壌条件のため

に、地滑り、土石流、洪水が発生しやすい。 
 

3. 課題 

セラーナ地方の洪水、地滑り、土石流 

洪水、地滑り、土石流はブラジルで最も一般

的な災害である。多くの災害は突発的かつ甚大

であり、農村部でも都市部でも死者や経済的損

失、インフラの破壊を引き起こす(INPE, 2007; 
IFRC, 2012)。最も被害を受けるのは水路沿い

の地域や急な斜面のある地域である（SBF, 
2011）。 

ブラジル史上最悪の気象災害の一つが、2011年
1月にリオデジャネイロ州のNova Friburgo, 
Teresópolis, Petrópolis、São Jose do Vale do Rio 
Pretoの各自治体で発生した。1月11日から12日に

かけて24時間降り続いた雨の後、Santo Antonio
川の水位が急激に上昇し、州内の多くの地域で

土地や土砂崩れが発生した。家屋の浸水や倒

壊、行方不明者の報告などが相次ぎ、人々は安全

な場所への避難を試みた。政府データによる

と、916人の死者が報告されている。物的被害

は12億ドルを超え、345人以上が行方不明とな

り、最終的に35,000人以上が家を失った。 
 

地滑りの被害を受けた地域のほとんどは、農業や

住宅などのために人間がある程度介入している

河川沿いの地域であった。自然の生態系に覆わ

れた地域や、よく手入れされた原生植物のある

地域で発生した地滑りは、攪乱された地域で発

生した地滑りと比較して、規模が小さかった。

自然の植生に覆われた地域で発生した地滑りは

すべて、人間活動の影響を受けた地域の近くに

位置していた（SBF, 2011）。 
 

地滑りの主な原因 

 地形の不規則な占有（永久保護地域

（PPA）での占有を含む） 

 住宅政策の欠如 

 社会防御システムの欠如（予防計画、緊

急時対応計画などの欠如を含む）。 

 斜面のリスク抑制のためのプログラムの欠如 

 マクロ・ミクロレベルでの排水プログラ

ムの欠如 (Asamblea Legislativa RJ, 2011) 
 

次ページの図3は、2011年1月13日に撮影され

た、リオデジャネイロ州の地滑りと洪水の被

害を受けた2つの地域の画像である。 
 

図4は、同じ場所を異なる年に撮影した2枚の

画像である。画像Aでは、河川沿いの地域に

永久保護地域（黄色で示されたPPA）がなく、

ほとんど農地で占有されていることが理解で

きる（2004年3月13日撮影）。 
 
画像Bは、2011年1月の大雨の後、洪水や浸食

の影響を受けた地域を示している（2011年1
月20日撮影）。 
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図3.リオデジャネイロ州の地滑りや河川の氾濫の影響を受けた地域 
出典：Schaffer W. B. et al. (2011) 

 
 

図4.リオデジャネイロ州Teresópolis市Bonsucessoの農村地帯 
出典：Schaffer W. B. et al. (2011) 

 
 

災害リスクと災害リスク管理 

先に述べた自然のリスク要因とは別に、経済

発展により、これらの自治体では住宅用の適

切な土地がないにもかかわらず人口が急増し

ている。丘陵地帯や、ブラジルの法律で永久

保護地域とされている地域にも、住宅地が広

がっている。その結果、地滑りや土石流のリス

クが高いと分類されている地域において、曝

露が増加している（CEPED-UFSC, 2011; DRM-
RJ, 2012）。さらに、洪水のリスクが高い河川

沿いにも住宅地が広がっている（Nehren et al., 
2009）。 

また、人間活動による生態系の劣化が、異常

気象時の地滑り、土石流、洪水のリスクを高

めている(Nehren et al., 2013)。夏季の激しい降

雨は、地滑りを誘発する主な要因である

(Fernandes et al., 2004; Smyth & Royle, 2000)。
地滑りが発生する可能性は、無秩序な土地利

用、火災、開墾などによる自然生態系の劣化 

 

 
に伴って高まる。生態系回復のための努力は、

高いレベルの劣化には対応できていない。 
 

IFRC（2012）とINPE（2007）は、違法居住

地や人口の多い低所得者向け居住区における

物理的な脆弱性、森林伐採、適切でない廃棄

物管理、不安定な埋め立て地での建設など、

災害リスクの悪化要因となるその他の人間の

活動についても言及している。これらも、集

中豪雨と相まって洪水や地滑りのリスクを高

める要因となる。地滑りの発生は、丘陵地や

不安定な地域での道路建設にも関連しており、

自然ハザードと技術的ハザードが共に原因と

なっている。 
 
道路沿いの地滑りは、この地域の土地劣化タ

イプのひとつとして挙げられている。

（Nehren et al., 2009）(Smyth&Royle, 2000) 
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図5.リオデジャネイロ州のセ
ラーナ地方におけるリスク要
因 

 
 

2011年の災害後、災害リスクを軽減に向け土地

や生態系の管理を改善するための本格的な政治

的取り組みが行われた。リスク管理に関連する

制度的枠組みは、民間防衛と保護に関連する

プログラム、プロジェクト、活動の調整、計

画、実行を担当する民間防衛国家事務局によ

って調整されている（IFRC, 2012）。ブラジル

の丘陵地帯にある自然生態系の保護に関する

法的枠組みについては、国家森林法が、環境機

能と環境保護の観点から、これらの地域を永

久保護地域（APP）と規定しており、傾斜25
～45°の地域での森林伐採を禁止している

（持続可能な管理の下でのみ選択的伐採が認

められる）（SBF, 2011）。 
 

 
高リスク地域に住む人々の認識についての最

近の研究では、脆弱性、地滑りの主な要因、

リスクの高い地域への居住を避けることの重

要性についての認識があることが示されてい

る。しかし、人々は生態系の保護機能につい

ての知識が不足しており、生態系を活用した

対策への地域住民の参加はほとんど見られな

い(Lange et al., 2013)。 
 

図5は、リオデジャネイロ州のセラーナ地方

における主なリスク要因をまとめたものであ

る。 
防災活動の実施は、長期的な計画手順を改善

することで最適化できる。ファベーラと呼ば

れるブラジルの疎外された集落は、ブラジル 

Box 1.定義 

地滑り：岩石、瓦礫、土砂などの塊が斜面を移動すること（IUGS, 1997 in Fell et al., 2008）。 

地滑りの発生しやすさ：ある地域に存在する、または発生する可能性のある地滑りの分類、量（または面積）、

および空間分布に関する定量的または定性的な評価。地滑りの発生しやすさには、既存または潜在的な地滑りの

速度と強度の記述が含まれることもある。地滑りは最も影響を受けやすい地域でより頻繁に発生すると予想され

るが、影響度分析では時間軸は明示的に考慮されていない（IUGS, 1997 in Fell et al.,2008） 

洪水：通常は乾いた土地に水が溢れ出すこと。河川、小川、排水溝などの既存の水路の増水によって、通常は乾い

た場所が浸水すること。雨が降った場所やその付近に水が溜まること。洪水は、鉄砲水よりも長期的な事象であり、数

日から数週間続くこともある（NOAA, 2014）。 
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の都市計画構造が不十分であることを示して

いる。丘陵地帯に位置するスラムは、雨季に

なると定期的に地滑りの被害を受けており、

2011年の例では特に被害が大きかった。

Fernandes et al.（2004）によると、ファベーラ

自体が、切り通しの多用、埋め立て、森林伐

採、排水路の状況丘陵地への廃棄物の堆積な

どによって、斜面の安定性に影響を与えてい

るという。 
 

近年、ブラジル政府は、ランドスケープやイ

ンフラのレジリエンスを向上させることを目

的に、劣化した農村のランドスケープを回復

させ、都市の居住地の脆弱性を軽減する取り

組みを強化している。この取り組みにおいて

は、環境計画や都市計画の中で、生態系を活

用した対策が重要な役割を果たしている。 
 

4. 実施した対策 

ブラジル環境省（MMA）やリオデジャネイ

ロ州政府などのブラジル政府当局は、脆弱性

や災害リスクを軽減し、気候変動に適応する

ための基盤として、「レジリエントなランド

スケープ」というコンセプトを用いている。

地滑り、土石流、洪水のリスクを軽減するた

めに、リオデジャネイロ州政府、自治体、地

域社会など多くの関係者によって様々な対策

が講じられている（CEPED-UFSC, 2011）。

こうした動きや対策の実施は、2011年の災害

前から始まっていたが、災害後にさらに加速

している。 
 

リオデジャネイロ州政府は、地滑りや土石流の

被害を受けた地域を修復し、ハザードを軽減

するために、主に構造物対策である人工的対

策に投資している。しかし、ある程度は生態

系を活用したアプローチも考慮されている

（SEA, 2013）。以下本節では、これらの対

策について簡単に説明する。 

リオデジャネイロ州の構
造物対策 

洪水や地滑りを抑制するための人工的構造物

は、州内の多くの地域で建設されている。し

かし、これらの対策の多くは、効果が限定的で、

比較的高価であり、短期的にしか機能せず、

根本的なリスク要因に対処していない。洪水

に対処するために、リオデジャネイロ州政府

は、浚渫、ダム、堤防の修復などの構造物対

策を実施した。また、大雨の時期に河川をコ

ントロールするために、大きな水路と大きな

貯水池が建設された（Asamblea Legislativa RJ, 
2011）。土石流に介入し自然の流出パターン

を制御するために、河川だけではなく道路沿

いや集落内にも、人工的構造物が建設されて

いる（図6）。 
 

特に、2011年1月の豪雨で大きな被害を受け

たNova Friburgo、Teresópolis、Petrópolisの3つの

自治体では、大規模なエンジニアリング事業

が実施された。この事業を進めるために、国

は約 2 億 5000 万米ドルを投資している

（Asamblea Legislativa RJ, 2011）。 
 

非構造物対策としては河川公園や水辺の再植

林などがあるが、これまで一部の地域でしか

実施されていない（Asamblea Legislativa RJ, 
2011）。また、河川の浚渫も対策の一つとし

て挙げられているが、そのプロセスが十分に

管理されていないため、雨季になると河床か

ら運ばれた土砂が戻ってきてしまっている

（Ella, 2013）。 
 

効果的だった対策としては、水を浸透させる

ための自然の水路の建設が挙げられる。この

水路は、土壌に水をより多く蓄えることがで

きるため、洪水や干ばつの抑制に役立つ

（Ella, 2013）。また、Mutirão Reflorestamento
事業に含まれる森林再生や河岸林の再生とい

った活動も、洪水対策として有効である。一

方、政府の報告書では、対策を実施する上で

いくつかの障壁が言及されている。例えば、

制度的な調整、官僚組織、さらには汚職などが

挙げられている（SEA, 2013）。 
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図6.リオデジャネイロ州で実施されている技術的対策の例1 
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非構造物対策 

また、リオデジャネイロ州政府は、水文モニ

タリング（情報の充実とモニタリングネット

ワークの拡大）や危機管理計画の作成など、

災害予防システムの改善に取り組んでいる

（Asamblea Legislativa RJ, 2011）。 

丘陵地モニタリングシステムは、気象レーダ

ーと117個の雨量計の設置、および高度なオペ

レーションセンターの設置によって改善され

た（Ella, 2013）。CEPED-UFSC（2011）は、セ

ラーナ地方のさまざまな組織が実施している

リスク管理に関する非構造物対策を列挙して

いる。 

 
表1.リオデジャネイロ州が実施している非構造物の災害リスク軽減策 

 

対策 実施機関・団体 

リスクに関するコミュニケーションと認識 COMDEC, Secretaria de Educação2  

高リスク地域に住む住民のリスト COMDEC、Federação de Associação de Moradores3 

リスク認知に関するコミュニティベースの研修 COMDEC 

災害予防 COMDEC、Corpo de Bombeiros、4 Associação de Moradores 
 
 
 
 
 
 

図7 生態系を活用した対策の例5 
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5. 生態系を活用した災害
リスク軽減との関係 

技術的な解決策では限界があるため、リオデ

ジャネイロ州では、生態系を活用した対策や

ハイブリッドな解決策が開発され、一部実施

されている（図7）。これらの解決策は、ラン

ドスケープや生態系システムを全体的に考慮

し、長期的な効果を狙ってレジリエンスを高

め、持続可能な開発に貢献するものである。

環境に配慮した都市計画から、農村部の森林

再生や河川の復元まで、幅広い活動が行われ

ている。通常、これらの対策は、ポジティブ

な効果を発揮するまでに時間がかかる。 

 

また、継続的なメンテナンスが必要な場合も

ある。しかし、災害リスクに対処するための

このような体系的なアプローチや、計画・実

施プロセスへの地方自治体やコミュニティの

参加の確保は、長期的には、純粋に技術的な

解決策よりも効果的であることが証明されて

いる。さらに、費用も低く抑えられ、気候、生

物多様性、流域、土壌の保全などのコベネフィ 

 
ットも得られる。図7に示した例は、セラーナ地

方だけでなく、リオデジャネイロの広い範囲での

ものである。 

Mutirão Reflorestamento事業以外にも、2016年
にリオデジャネイロで開催されたオリンピッ

クの準備を支援する目的で推進された取り組

みがある。例えば、2010年から2012年にかけ

て、劣化が激しいとされる地域に約200万の

プランテーションが設置され、150以上のコ

ミュニティがこのプロセスに参加した。その

目的は、2016年までに600ヘクタールの再植林

を行うことだった（Cidade Olimpica, 2012）。 
 

2011年1月の大災害の後、斜面を安定させ、

将来の地滑りリスクを軽減するために、生態

系を活用した対策が実施されている。次のペ

ージのBox3は、Nova Friburgo市のBarracão dos 
Mendesの谷での例を示している。 

 

 

Box 2.Mutirão Reflorestamento事業 

リオデジャネイロ州で行われているEco-DRR対策の一例として、1987年に設立されたリオデジャネイロ市のMutirão 
Reflorestamento事業がある。この森林再生事業は、ファベーラ（貧民街）に近い地域で実施されている。地元の住民

が雇用され、植林とモニタリング活動のための研修を受けている。この事業の目的は、森林被覆の改善を通じて劣

化した自然環境を回復し、低所得者層に仕事を提供することである。森林再生は、地滑りのリスクを軽減し、河川

や水路の堆積を減らし、洪水の強度を最小化し、最終的にはリスクのある保護区域の住宅利用を減らすことを目的

としている（Rio de Janeiro Prefeitura, 2007）。 

この事業は、107のコミュニティで実施され、1,600ヘクタールに150種類の樹木約400万本が再植林された。特徴と

しては、自治体とコミュニティの連携、継続的なメンテナンス、費用便益の高い対策、環境教育の要素などが挙げ

られる（Rio de Janeiro Prefeitura, 2007）。 

この事業は、革新的なプロジェクトとして表彰もされている。国内では、環境省から表彰され、国際的には、国

連のプロジェクト「メガシティ」の一つとして、また、国連人間居住計画（UNCHS）の「ベスト・プラクティス

とローカル・リーダーシップのデータベース」の一つに選ばれている。この事業は現在、リオデジャネイロ市の

環境長官が行う恒久的な活動の一部となっている。 

実施上の主な課題は、火災や悪天候、斜面での動物飼育、コミュニティの復帰、スタッフの人数不足などであ

る（Rio de Janeiro Prefeitura, 2007）。 

詳細は、以下を参照。 
http://www0.rio.rj.gov.br/pcrj/destaques/especial/mutirao_reflorestamento2.htm 

http://www0.rio.rj.gov.br/pcrj/destaques/especial/mutirao_reflorestamento2.htm
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Box 3.2011年の大災害で倒壊した斜面の生態系の回復 

2011年1月、Nova Friburgoの町に近い農村地帯、Barracão dos Mendesの谷間で広範囲の地滑りが発生した。これらの地滑

りのうちのいくつかは、道路や建物などのインフラに深刻な被害をもたらした。瓦礫を除去した後、道路沿いの多くの斜

面は、段丘、ジオテキスタイル、保護用の植生を使って安定化された。しかし、これらの対策には高い費用がかかるた

め、特に小道や道路沿いでは、生態系を活用した低コストの解決策が用いられた。 

写真aは、2011年1月の大災害から半年後、道路や農業インフラに被害を与えた崩壊した斜面である。瓦礫を除去した後、

ユーカリの棒と竹の横木で小さな土砂の障壁を作り、ジオテキスタイルを使用して斜面を安定させた（写真b、2012年1月
23日撮影）。その後、ベチバー草（Vetiveria zizanioides）と様々なマメ科の種（Canavalia ensiformi, Crotalária juncea, 
Mucuna aterrina, Cajanus cajan）を植え、土壌の状態を改善し、迅速に高密度の植生を形成した。その後、以下のような

単木が植えられた： 
新熱帯種のBauhinia forticata、Cordia superba、Centrolobium tomentosum、Gallesia integrifolia、Inga laurina、Inga 
marginata、Lithraea molleoides、Lonchocarpus guillemineanus、Machaerium stipitatum、Piptadenia gonoacantha、Senna 
multijuga、Solenum pseudocapsicum。さらに、外来種のAcacia holosericea、Cassia grandis。 

写真cは地滑りから2年後の2013年2月に撮影されたもので、中・下部斜面にマメ科植物や単木を用いたものである。上段

の斜面では、斜面を安定させ、土壌条件を改善し、表面流出と浸透を減らすために、傾斜に沿ってアグロフォレストリ

ーが導入された。このアグロフォレストリーは、トウモロコシ、豆類、ヤシの木（Roystonea oleracea）、ライチなどで

構成されており、農業収入を増やすという利点がある。写真dは2014年3月に撮影したアグロフォレストリーのある上部

斜面の様子である。この対策にかかる総費用は6,000BRL（約2,500米ドル）と見積もられている。課題としては、マメ科

植物への植菌ができていないこと（マメ科植物が土壌中の窒素を固定するために根粒菌が働くプロセス）、植林に適し

た高品質の木の苗木がないこと、苗木の死亡率が高いこと、労働力が不足していることなどが挙げられる。 

この修復事業は、リオデジャネイロ州農業開発公社（Pesagro-Rio）が実施したもので、データは、Aluísio Granato de 
Andrade氏（農業エンジニア博士、Embrapa-Solos社の研究者）とTiago A. Chaves氏（農業エンジニア、Rio Rural/Pesagro-
Rioプログラムのコンサルタント）から提供された。写真提供：Tiago de Andrade (a-c), Udo Nehren (d). 

a                                  b 

ac                                  d 
c 

d 
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生態系管理の改善のための生態系サー
ビスへの支払い 

生態系サービスへの支払い（PES）は、農家

などの土地所有者に対し、価値ある物やサー

ビスを提供する重要な生態系を保護するため

の、対価を支払うツールである。 

このような経済的インセンティブは、生態系

サービスを保護するための費用対効果の高い

メカニズムとして提案されてきた(Porras et al., 
2008; Engel et al., 2008)。Mata Atlântica地域では、

すでに 100 以上の PES プロジェクトが実施さ

れており、そのうち 2 つはリオデジャネイロ

州で実施されている（Becker & Seehusen, 
2012）。Mata Atlântica地域の PES スキームは、

国際的に商業化されている 4 つの主要な生態

系サービスを対象としている（(a) 生物多様

性、(b)炭素貯蔵と隔離、(c)水供給、(d)ラン

ドスケープ形成(Becker & Seehusen, 2012)）。

災害リスクの軽減はPESスキームに含まれて

いないが、上述の4つのサービスのいずれか

を目的とした森林の適切な管理は、しばしば

災害リスクの軽減にも寄与する。Box2では、

リオデジャネイロ市で実施されたPESプロジ

ェクトの概要を紹介している。 
 

セラーナ地方では、これまで、PESプロジェ

クトは実施されていない。しかし現在、

Cachoeiras de Macacu市のTrês Picos 州立公園で

のプロジェクトが、企画段階にある（Becker & 
Seehusen, 2012）。この州立公園は、下流の5つ
の自治体の約250万人の住民に飲料水を供給

しているGuapi-Macacu上流の山岳地帯に位置

している（Pedreira et al.2009）。様々な研究に

より、健全な森林管理が、洪水リスクの軽減

をはじめとする流域サービスに好影響を与え

ることが示されている（Mark & Dickinson, 
2008）。Rodríguez Osuna et al.（2014）によると、

このGuapi-Macacu流域における森林管理の改

善と劣化した牧草地の再植林は、水質にプラ

スの効果をもたらし、洪水や地滑りのリスク

軽減にもつながる可能性が高いとしている。 

 
6. 教訓と結論 

このケーススタディでは、災害リスク軽減の 

ための生態系管理の重要性が強調されている。

リオデジャネイロ州では、生態系サービスを

最適化し、レジリエントなランドスケープを

構築するために、PPA6の設計や国家森林法に

基づく河川植生の確立など、生態系を活用し

た対策が重要であるとされている。大災害の

後の2011 年 1 月にリオデジャネイロ州で行わ

れた調査では、永久保護地域が守られている

場所では、地滑り、土石流、洪水の影響が少

ないことが確認された（SBF, 2011）。したが

って、PPAの保護を定めた法律の遵守および

執行の強化が必要である。 
 

リオデジャネイロ州では、地滑り、土石流、

洪水が山間部の主要な自然ハザードであるこ

とを考えると、災害リスクを軽減するためには、

生態系を活用した解決策やハイブリッドな解

決策など、構造物対策、非構造物対策が共に

必要である。リオデジャネイロ州では、人口増

加と経済成長に伴い、都市のスプロール化、

土地利用の激化、生態系の劣化が進んでいる

ため、レジリエントなランドスケープという

指針のもと、統合的な解決策が模索されてい

る。具体的には、住民の曝露や脆弱性を軽減

するための地域・都市計画の改善、農業・林

業分野における健全な環境管理の実践、リス

ク軽減や生物多様性保護の要素として線形構造

あるいは点構造だけでなく、全体としてのラ

ンドスケープを考慮した生態系管理などが挙

げられる。 
 

ブラジルの地滑り、土石流、洪水の影響を軽

減するために、国や州政府、さまざまな機関、

コミュニティはすでにある程度協力している

が、より効果的な防災・準備のためには、連

携の改善が不可欠である。ステークホルダー

間のパートナーシップを確立することで、さ

まざまなレベルのリスク管理プロセスを強化

することができる。また、地域レベルでの環

境意識と教育のプロセスも必要である。 
 

リオデジャネイロ州は災害が起こりやすい地

域にあり、気候関連の異常気象を避けること

はできないため、リスク管理方法や対策は、

住民の脆弱性や曝露を減らすことに重点を置

かなければならない。つまり、ランドスケー

プや生態系の安定化や、そのような安定化が
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不可能な危険地域の人々の移転などにより、

長期的にリスクを軽減することである。ブラジ

ルでは、防災や災害への備えが、気候変動への

対策を含む長期的な予防ではなく、主に短期的

な対応に重点が置かれているため、これは重要

な問題であるリスクの認識と軽減に関する地域

レベルでの行動を変えるためには、長期計画

プロセスの一環として、環境意識と教育、法律

の強化、森林被覆の回復のプロセスが必要であ

る。また、軽減策や予防策の持続性を確保する

ためには、対策の実施中および実施後のモニ

タリング、レビュー、フィードバックも必要で

ある。農村や都市の土地管理をより環境に配

慮したものに変えていくためには、生態系サー

ビスへの支払い（PES）スキームが適切な手段

として考えられる。 
 

7. 演習と講義ノート7 

この演習では、リオデジャネイロ州のある地

域の画像を用いて、地滑りが発生する前の状

態（画像A）と、2011年1月の大雨の後の状態

（画像B）を示し、地滑りが発生しやすい地

域を特定する。画像(B)は、地滑りを説明し

ており、指導者が演習問題の解答示すことを

目的としている。 

演習は個人または2～3人のグループに分かれて

行う。演習時間は30分から40分を目安とする。

演習終了後、簡単なディベートやディスカッシ

ョンを行うとよい。 

学生たちは、自分が土地利用計画者や地滑り

のリスク管理者であることを想像すること。 
 

1. 画像（A）は、リオデジャネイロ州のあ

る地域における、2011年1月の大雨の前

の状況を示している。地滑りや土石流が

発生しやすい地域を黄点と緑点で示し、

その理由を論じなさい。また、それらの

地域はすでに地滑りの被害を受けている

と思うか？ 

– 画像（B）で答えが示されている。 

– 例えば画像(B)のポイント4のように、

すでに地滑りの影響を受けていた可

能性のある場所も含まれている。 
 

2. 脆弱な地域を特定した後、自然のリスク

要因や土地利用状況を考慮して、各地域

が地滑りや土石流の影響を受ける可能性

があると考える理由を記述しなさい。想

定を補強するために、ウェブ上で文献調

査を行うこと。 
 

 
 

 

Box4：画像（B）のための指導者ノート 

地点1は、原生植物がよく保存されている地域で発生した地滑りである。この地域では人間の活動は観察さ

れていない。 

地点2は、原生植生がよく保存されている地域で発生した地滑りを表しているが、この場合、地滑りの起点付近に

は道路があり、丘陵地の基盤は森林に覆われている。 

地点3は、原生植生がよく保存されている地域で発生した地滑りであるが、この場合、地滑り開始地点の丘の上

に劣化した植生がある場合と、丘の元の基盤が道路によって切断されている場合の2種類の対策が存在する。 

地点4は、斜面にも頂上にも元の植生がない場所での地滑りを表している。また、山腹の道路や建物のための土留

めもある。 

地点5は、自生している植物が保全されている斜面で発生した地滑りであるが、斜面の上部と側面には植物がな

い。 

地点6は、丘の上に草地と道路がある斜面で発生した地滑りを表している。 

地点7は、植生が劣化した丘陵地帯で発生した地滑りで、丘のふもとには集落や農業活動があり、丘の頂

上には高速道路が隣接している。 
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‐ 山崩れしやすい地域の説明（画像の数

字地点）はBox4に記載している。 
 

3. 地滑りや土石流のリスクが高い地域を特

定した上で、地滑りの被害を回避するた

めに、どのような対策を提案できるか？

土地利用をとその地域の地形を考慮する

こと。 

 
– 例：リスクマッピング、永久保護地

域（PPA）、森林再生、代替土地利

用システム 
 

演習を行った後、土地利用の違いによる

地滑りの大きさの違いについてクラス

で話し合うこと。

 

 
(A) リオデジャネイロ州における2011年1月の豪雨の前の状態を示す画像（2010年5月26日撮影） 
出典：Schaffer W. B. et al. (2011) 

 

(B) 2011年1月の豪雨によるリオデジャネイロ州の被害状況（2011年1月20日撮影） 
出典： Schaffer W. B. et al. (2011) 
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ケーススタディ2 
インドネシア・中部ジャワ州スマラン市
における統合的沿岸管理（ICZM） 

 
1. 概要 

 

概要 統合的沿岸管理は、人口が多く、複数のハザードにさらされている沿岸地域を管理するため

の学際的なアプローチである。このアプローチを紹介するために、インドネシア・ジャワ島

中部のスマランをケーススタディ地域として選んだ。スマランは、特に沿岸部の洪水、塩

害、地盤沈下などの災害リスクに直面している。洪水リスクを軽減するために、構造物

対策、非構造物対策、生態系を活用した対策など様々な対策が実施されている。 

学習目標  沿岸部のハザードと軽減策を探る。 
 災害リスク軽減のための様々なタイプの対策を分類する。 
 各対策の利点と欠点を評価する。 
 沿岸地域の自然ハザードや人為的ハザードを管理するための学際的なアプローチを提

示する。 
 ステークホルダーの参加の必要性を理解し、災害リスク管理にとって重要なステークホ

ルダー・グループを定義する。 

ガイダンス スマランのケーススタディでは、沿岸部の洪水と地盤沈下、そして実施された対

策案が紹介されている。 

ケーススタディの後、統合的沿岸管理の解決策とトレードオフを考える学生の能力を

強化するために演習を行うと良い。 

参考文献 洪水や河川管理、沿岸システムの構成要素、沿岸環境への人間の影響などに関する一般的

な情報は以下を参照。 

Christopherson, R., 2008. Geosystems: An introduction to Physical 
Geography. 7th ed. New Jersey: Pearson Prentice Hall.  
Marsh, W. & Kaufman, M., 2013. Physical Geography: Great systems 
and global environments. New York: Cambridge University Press. 
Marfai, M. & King, L., 2008. Potential vulnerability implications of coastal 
inundation due to sea level rise for the coastal zone of Semarang city, 
Indonesia. Environmental Geology, 6(54), pp. 1235-1245.  
IPCC., 2012. Special Report « Managing the Risks of Extreme Events 
and Disasters to advance Climate Change Adaptation ». Cambridge 
University Press, 582p.  
リスクや脆弱性の評価に関連する情報や演習は以下を参照。 

Renaud, F., Sudmeier-Rieux, K. & Estrella, M., 2013. The Role of 
Ecosystems in Disaster Risk Reduction, United Nations University Press, 
486 p.  
Multi-hazard risk assessment 
(http://www.ecapra.org/sites/default/files/documents/ 
Book%20Multi%20Hazard%20Risk%20Assessment_0.pdf) Risk City 
Exercise book 2011 (http://www.ecapra.org/sites/default/files/documents/ 
Multi-hazard%20exercise%20book_0.pdf 
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2. 背景 
 

ケーススタディ地域 中部ジャワ州スマラン市 

対象国 インドネシア 

生態系 河口、湿地、マングローブを

含む沿岸の生態系 

ハザード 洪水、海面上昇、地盤沈下、

水不足、塩害 

 
インドネシア共和国は、インド洋と太平洋の間

に位置する東南アジアの国である。17,500以上

の島々からなる世界最大の群島を持ち、海岸線

の総延長は約80,000kmに及ぶ。領土面積は約

190万km2であり、人口は2億5千万人で、世界

で4番目に多い。人口の約51％が都市部に集中

しており（UNDP, 2013; CIA, 2013）、その多くが

沿岸低地、特に低海抜沿岸地帯（LECZ）に集

中している（インドネシアはLECZの都市人口で

世界第4位、図2参照）。 

国土の52％が森林で覆われていると推定され

ている（UN, 2013）。 

より大きな島々では、地形が沿岸部の低地か

ら内陸部の山岳地帯へと変化する。気候は、

高地では湿潤熱帯性気候から温帯性気候へと変

化する。その地理的・気候的条件から、洪水、

高潮、干ばつ、津波、地震、火山噴火、森林

火災など、多種多様な自然ハザードに直面し

ている（CIA, 2013; UN, 2013）。 

インドネシアの総面積の6.65％しかないジャ

ワ島には、国の人口の半分以上にあたる約1
億4千万人が暮らしており、世界でも有数の

人口密度の高い島となっている。スマラン市

は、中央ジャワ州の北部、南緯6度58分、東経

110度25分に位置している（図1参照）。スマラ

ンは、中央ジャワで最も重要な港のひとつで、

374km2の面積を持ち、国内では4番目に大き

い都市である（Harwitasari & van Ast, 2011）。

スマランの人口は157万人で、現在、毎年

1,38％ずつ増加している（World Urbanization 
Prospects, 2011）。 

スマランの気候は湿度の高い熱帯性気候に分

類され、平均年間降水量は2,000～2,500mmで、

12月と1月にピークを迎える。月間平均気温

は25.8～29.3℃である（Marfai & King, 2008a; 
ACCCRN, 2010）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1.スマラン市の位置 地図出典：Arief Darmawan, 2014 
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都市のランドスケープは、森林、農林地、集

落、水田がモザイクのように入り組んでいる。

スマランは、市の南部に丘陵地があり、北部

には低地が広がっている。丘陵地帯の平均標

高は海抜400メートル以上で、そのほとんど

が15〜40％の急傾斜に分類される（Marfai & 
King, 2008a）。低地は海抜10m以下の低海抜

沿岸地帯（LECZ）に分類され、商業・工業

地域の大部分はこれらの低地に見られる

(Syahrani, 2011; Marfai & King, 2007)。 
 

スマランの沿岸地域は、約4,575ヘクタール、

25kmの海岸線を有している。スマランの沿岸

地域は、4つの小地域に分けられる。(1)砂と

粘土の海岸、(2)沖積土とマングローブ林の組

み合わせ、(3)沖積土と泥の堆積地、(4)港湾

と 観 光 の た め の 埋 め 立 て 地 で あ る

（ Kobayashi, 2003, cited in Marfai & King, 
2008a）。 

スマランの住民のほぼ半数は、養魚池や農業

地帯がある沿岸地域に住んでいる（Asian 
Cities Climate Change Resilience Network 
(ACCCRN, 2010)）。同時に、これらの地域は

浸水や地盤沈下に悩まされており、それらは

海面上昇によって悪化することも予想されて

おり（Marfai & King, 2008a, b）、人々の生活

を危険にさらしている。 
 

漁業に依存し、他の地域への移転を嫌うこと

から、低地の住民は沿岸の洪水に対して脆弱で

あると考えられる。これは特に、他の場所に移

転する余裕のない都市部の貧困層や、この地

域での収入源に依存している住民に当てはま

る。また、以前に政府によってその地域に移

転させられた家族の移住者グループも非常に

脆弱である。Marfai & Hizbaron（2011）によ

ると、洪水の被害を受けやすい地域の住民は、

自分たちのリスクを認識していても、家を出

ることを決断しないことが多い。これは、

人々が経済的な代替手段を持たず、自分たち

の生活と社会的ネットワークを失う可能性に直

面している場合によく発生する。 
 
 

 
図2.特定の国におけるLECZの都市人口 出典：State of the World Cities 2008/09, p.144 
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表 1.都市型洪水の主な原因（非沿岸部の都市を含む） （出典：Mulyasari et al. 2011） 
 

主な要因 特徴 

人的要因 急速な都市化： 

 洪水被害を受けやすい地域への人や資産の集中 

 廃棄物が排水設備を詰まらせ、排水能力を低下させ、表面流出の増加につながる。 

自然的要因 海面上昇： 

 海面上昇と高潮の深刻化  

降雨強度： 

 重い降雨の長期化 

氷河融解の増加： 

 河川流量を増加させる変化 

ガバナンスの要因 不十分な都市計画 

 都市人口の不均等な空間分布 

 
 
 

 
 

3. 課題 

スマランは、洪水と地盤沈下という、相互に

強く関連する2つの主要な自然ハザードに直面

している。この2つの問題は、利用可能な天然

資源への圧力、特に低地の沼地や野原での居住、

レクリエーション、工業を目的とした都市化と、

それに伴う地下水の乱開発に直結している

（Marfai & King, 2008）。これらの問題は過去20
年間にわたってよく知られていたが、「制御不

能」な都市化が進んだことで、非常に持続可能

性の低い土地利用の変化がもたらされている

(Marfai & King, 2007)。 

 Marfai & King (2008b)は、2020年までに平均

して年間2,227ヘクタールの土地が地盤沈下に

よって失われると推定している。地盤沈下の

主な原因は、地下水の汲み上げ、自然の圧密

プロセス、建築物の荷重による沈下の3つで

ある。気候的・地理的条件や人類の追加的な

圧力により、沿岸地域は洪水の影響を受けて

おり、特にLECZやスマランの河川の氾濫原

に影響を及ぼす主要なハザードとして挙げら

れている。沿岸の洪水は、地盤沈下や海面上

昇の影響を受け、様々な部門に影響を及ぼす

ため、沿岸の管理者や政府にとって大きな課

題となっている（Marfai & King, 2008）。 
 

洪水は地域のインフラだけでなく、沿岸部の

集落や農地にも被害を与え、地域住民の生活

を脅かし、社会経済的な損失をもたらす。図3
は、スマランの海水氾濫の影響を受ける地域

を示している。洪水予測によると、洪水や浸

水が起こりやすい地域は約86km2（スマラン

の面積の23％）で、60,000世帯が潜在的に危

険にさらされている（Asian Cities Climate 
Change Resilience Network (ACCCRN, 2011)）。 

Box 1.低海抜海岸線地帯（LECZ）の定義 

標高の低い沿岸地域とは、海岸線に沿った標高

10m未満の連続した地域を指す。LECZは世界の陸

地の2％を占めているが、全人口の10％、都市人

口の13％が居住している。 
アジアの全都市人口の17％がLECZに住んでおり、

東南アジアでは都市人口の3分の1以上を占めてい

る。 

低海抜沿岸地帯の都市化レベルは、他の景観や

土地利用システムに比べて高い。世界的に見て

も、LECZの場合、人口の約60％が都市に住ん

でいるのに対して、乾燥地の場合は44％、耕

作地の場合は47％となっている（UN-
HABITAT, 2008）。 
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地図作成：Arief Darmawan, 2014 
 
 

予測される世界的な海面上昇により、ジャワ

島の高度に都市化された沿岸を含む沿岸都市

の浸水が増加する可能性がある（ UN- 
HABITAT, 2008）。洪水に対するコミュニテ

ィや人々の反応を理解することは、沿岸災害

管理における具体的な行動の問題に対処する

ために不可欠である（Marfai & King, 2008a, 
b）。沿岸浸水の増加は、スマランの沿岸地

域における社会経済的な損失を大きくする可

能性がある。Marfai & King (2008a, b)は、水深

の異なるシナリオを用いて、この地域におけ

る海面上昇の影響を予測した。図3は、30cm
の洪水レベル（1998年にIPCCが使用した数値

で、洪水被害が36～58％増加すると予測して

いる）から、最近の潮汐氾濫の深さと海面上

昇の地域シナリオの合計として120cmまでの

異なるシナリオを示している（Marfai & King, 
2008b）。このモデルは、沿岸浸水が生態系

に障害をもたらすことを明らかにしている。

さらに、既存の土地利用やインフラにも被害

が及び、深刻な社会経済的損失につながるこ

とになる。最悪のケースのシナリオによると、

現在の土地利用パターンが継続すると仮定し

た場合、180cmの潜在的な浸水により、約

712.5ヘクタールの農業・プランテーション地

域、930.8ヘクタールの裸地、1716.6ヘクター

ルのビーチと庭地、2235.0ヘクタールの都市

化された地域と養魚池が失われることになる

（Marfai & King, 2007）。 
 

1990年にスマランで発生した大洪水は、最大

3mの浸水深で145ヘクタールのエリアに影響

を与えた。この災害では、47人が死亡し、

126の家屋が被害を受け、1つの学校の建物と

1つの寮が倒壊した（Marfai & King, 2008a）。

現在、スマランの沿岸地域には20の村があり、

沿岸の浸水に対して極めて脆弱である

（Marfai & King, 2008a）。洪水やその他のハ

ザードのリスクが最も高いのは、インフォー

マルな居住地に住む入植者やその他の貧困層

である。インフォーマルな居住地は、川岸、

緑地、鉄道線路沿いの荒地、建築物の間の空

間など、居住用に指定されていない空間を占

めることが多い。安定した土地への権利がな

いインフォーマルな居住地の住民は、洪水リス

クを軽減するような生活条件の改善に投資す

ることに消極的である。したがって、土地への

権利は、インフォーマルな居住地の住民がリ

スクを軽減できるようにするための鍵である

と考えられる（Tunas & Peresthu, 2010）。 
 

スマラン市の洪水を制御するために、以下4
節で議論するように、構造物対策および非構

造物対策が実施されてきた。構造物対策とし

ては、堤防、排水システム、ポンプ場、干拓

地、海岸線の埋め立てなどがあり、非構造物

対策としては、海岸線の計画・管理、国民教

育、災害管理のための制度的枠組みの構築な

どがある。しかし、これらの対策は、スマラ

ンの洪水リスクを大幅に軽減するのに十分で

はないと思われる。 
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Box 2.施策の分類 

構造物対策：ハザードの影響を軽減または回避するための物理的な構造、または構造物やシステムのハザード耐性

とレジリエンスを達成するための工学的技術の適用（UNISDR, 2007）。 

非構造物対策：物理的な構造を伴わない、リスクや影響を軽減するための知識、慣行、合意を利用するものであ

り、特に政策や法律、国民の意識向上、訓練、教育などを通じたもの（UNISDR, 2007）。 

Renaud et al. (2013) によると、生態系を活用した対策は、3つの主要なカテゴリーに細分化される。 
(I)「ハザードを防止したり、ハザードの影響を軽減したりするための自然のインフラとして機能する、健全かつ適

切に管理された生態系」。例えば、地滑りを防ぐ山岳地帯の保護林や、波の高さを減らし、高潮から守り、塩水の

浸入を防ぐマングローブ、砂丘、その他の種類の沿岸植生などである。（II）「人々とその生産資産のハザードへ

の曝露の機会を減らすのに役立つ（…）健全かつ適切に管理された生態系」。その好例は自然のままの氾濫原で、

洪水流を吸収し、河川を蛇行させ、それによって洪水のピークを減少させることができる。 (III) 「人間の生活を

維持し、ハザードの発生前、発生中、発生後において、食料、シェルター、水などの基本的ニーズを提供する」生

態系。この場合、適切に管理された生態系は、脆弱性を軽減するとともに、例えば、山火事のリスクが高い地域で

耐火性の樹木から得られる種子やナッツを提供するなど、サービスも提供することができる。生態系を活用した災

害リスク軽減は、統合的沿岸管理、コミュニティベースの自然資源・災害管理（CBNRDM）、統合的水資源管理

（IWRM）などのツールで構成されている。生態系を活用した対策には、構造物対策と非構造物対策があり、森林

再生は構造物対策と考えられるが、統合的水資源管理や統合的沿岸管理の一環として行われる土地利用計画の改善

は非構造物対策である。 
 
 

表2.スマランにおける洪水ハザードに対処するために実施された対策 （出典:Marfai & Hizbaron, 2011) 
 

対象 計画と対策 担当機関 

沿岸の土地利用 詳細な沿岸マスタープラン 

沿岸部の土地利用変化のモニタリング 

法の執行と規制制度の実施 

地域開発委員会  

公共事業省 

廃棄物処分 廃棄物処分場の改善 

啓発活動による地域社会への貢献 

公共事業省 

自治体 保健所 地域 

干潮時の洪水対策 干拓地の改善 

ポンプステーションの数の改善 

地域開発委員会 

公共事業省 

地盤沈下 地盤沈下のモニタリング 

地下水揚水のモニタリング 

公共事業省 

鉱業地質省 

河川・排水設備 詳細な排水のマスタープラン 

排水能力の向上及び排水システムにおける堆積物

の抑制 

地域開発委員会  

公共事業省 

水資源部 
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4. 実施した対策 

スマラン市とインドネシア政府は、洪水を軽

減するために、構造物・非構造物対策を講じ

ている。 
 

主な構造物対策としては、低平地における洪

水対策、堤防・排水設備、海岸線の埋め立て、

ポンプ場、干拓地などがある。これらの構造

物対策は、主に地方自治体や国が実施してい

る。非構造物対策では、災害管理、沿岸の計

画・管理、教育などの組織的枠組みの強化に

重点が置かれている。これらの対策は、主に

地域のコミュニティグループやNGOによって

実施されている（Marfai & King, 2008a）。 
 

前ページの表2は、潮汐による洪水の危険性を

軽減するために政府レベルで実施された対策

の例を示している。 
 

インドネシアの沿岸管理に関する活動は、国

や援助機関によって開始され、支援されてき

た。援助機関は、分権的な沿岸管理やコミュ

ニティベースのアプローチを熱心に支持して

いる(Siry, 2006)。 
 

2010年以降、スマランでは「都市のレジリエ

ンス戦略」（CRS）を策定し、統合的沿岸管理

（ICZM）アプローチを用いて沿岸災害に取り

組んでいる。スマラン市の統合的沿岸管理ア

プローチは、沿岸地域の中期的な開発および

空間計画プロセス、災害リスクを軽減するた

めの制度の整備、複数のステークホルダーの

参加、水資源の管理、排水、廃棄物処理、 

住宅・居住地の管理などに、災害リスク軽減

を統合することを目的としている（Asian Cities 
Climate Change Resilience Network (ACCCRN, 
2010)）。CRS に盛り込まれた対策の一部は、イ

ンドネシアの国家適応計画にも盛り込まれて

おり、沿岸地帯は優先地域として位置づけら

れている（Shahrani, 2011）。統合的沿岸管理 
は、沿岸地域に影響を与える政策、決定、開

発行為を考慮に入れるために、すべての関係

者を集めた制度的枠組みを提供する。インド

ネシアでは、統合的沿岸管理の基礎として

「統合沿岸・小島管理」に関する法律27/2007
が定められており、沿岸域管理に災害リスク

軽減（DRR）を含めることも認められている

（Nicholls et al., 2007）。スマランにおいて沿岸

地域と洪水に焦点を当てている機関は、計

画・開発委員会と水資源管理庁である

（Harwitasari, 2009）。 
 

統合的沿岸管理の観点からスマランで実施さ

れた3つの具体的な施策について、以下に詳

しく説明する。 
 

 
Bangerの干拓地 
オランダで最初に開発された干拓地（Polders）
は、何世紀にもわたって、デルタの沼地を近

くの川に排水して耕作地を作るために使われ

てきた。スマランでは、海からの保護地や埋

め立て地を作っている（ van Schoubroeck, 
2010）。干拓地は、排水システムや堤防とと

もに、以下のような洪水を防ぐための保護構

造物と考えられる（Marfai & King, 2008a）。 

 

 
図4, 5. Bangerパイロット干拓地の初期建設段階（2011年） 写真提供：Dana AdisukmaDana Adisukma 
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Mondeel & Budinetro (2010)によると、干拓地

とは「内側の水位を外側の水位から分離する

ために、洪水防止要素（堤防やダム）の閉じ

た輪で囲まれた地域」である。干拓地内の水

位を調整するタイダルゲートやポンプ場もそ

れに含まれる。 
 

干拓地を効果的に導入するには、干拓を構成

するすべての構造物要素（ポンプ場、堤防、

貯水池、水路）、必須の技術的知見（安全レ

ベル、制御すべき水位など）、すべてのステー

クホルダーの参加を考慮した統合的なアプロ

ーチが必要である（ Mondeel & Budinetro, 
2010）。 

 
スマラン北部および東部地域の潮汐による洪水

を防止するため、Banger地域にパイロットの

干拓地を設置した（図4、5参照）。Banger地
域は、この地域の主要な水路であるKali 
Banger水路にちなんで名付けられた。この地

域では、潮汐による洪水が発生しており、ま

た、9cm/年の割合で地盤沈下の影響を受けて

いる（Mondeel & Budinetro, 2010）。 
 

このパイロットプロジェクトは、2014年に稼

働する予定である。貯水能力の向上、排水シ

ステムやポンプの容量の改善により、約70ヘ
クタールの土地を潮の浸水から守ることがで

きると予測されている(Marfai & King, 2008a; 
ACCCRN, 2010; ACCCRN, 2011)。 
パイロットシステムの建設・運用コストは約

600万米ドルであった（Asian Cities Climate 
Change Resilience Network (ACCCRN, 2011)）。

干拓地の建設には、インドネシア政府、オラ

ンダ政府、スマラン市の資金が投入されている

（Witteveen & Bos, 2013）。 
 

地元コミュニティは、干拓地管理委員会への

参加を通じて積極的に参加している。この委

員会には自治体の代表者も参加しており、シ

ス テ ム の 運 用 ・ 保 守 を 担 当 し て お り

（Witteveen & Bos, 2013; Banger Sima, 2013）、

プロジェクトの持続可能性を確保する上で非

常に重要な要素となっている。ポンプ場の建

設や掘削は2010年に開始され、2013年には堤

防の管理を管理委員会に移管する予定であっ

た（Helmer, 2011）。システムの運用・維持を

確保するために、1世帯あたり月額約0.7米ド 

ルの料金設定や、Kali Bangerフェスティバル

などの観光活動に課される小額の課金など

が行われている（Irawati, 2012）。Bangerで
は、廃棄物管理が不十分であるため、河川

の浚渫、排水システムの再生、固形廃棄物

の管理改善などの追加的取組が必要とされ

ている（Witteveen & Bos, 2013）。 
 

干拓システムに期待される効果としては、家

屋やインフラへの洪水被害が軽減されるとと

もに、この地域が観光地としても魅力的にな

ることが挙げられる（Witteveen & Bos, 2013）。

一方、干拓地は洪水の軽減に貢献するとはい

え、Marfai & King, 2008,a は、それがBangerの
浸水問題のすべてを解決するわけではないと

主張している。したがって、他の補完的な構

造物・非構造物・生態系を活用した対策を含

む全体的なアプローチが必要である。 
 

海の防波堤（堤防）などの構造物対策 

スマランの洪水リスクに対処するために提案

されたその他の構造物対策としては、堤防シ

ステムや河川沿い（人口密度の高い都市部）

の防潮堤の建設、微細な堆積物を捕捉して安

定化させるための植生の利用などがある

（Marfai & King, 2008a）。 
 

また、スマラン市役所が推進するイニシアテ

ィブとして、市北部での防波堤の建設がある。

これは、この地域では初めての試みである。

この取り組みの提唱者たちは、この堤防が市

内の洪水を防ぎ、洪水による経済的損失を減

らし、市内へのアクセスを向上させると主張

している（ACCCRN, 2010; ACCCRN, 2011）。 
 

デメリットとしては、投資コストの高さ、土

地取得による紛争の可能性（一部の人々の生

活の喪失を含む）、沿岸生態系の劣化、設

計・建設段階での失敗による公共の安全への

脅威などが挙げられる（Asian Cities Climate 
Change Resilience Network（ACCCRN、2010年））。 
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図6,7. Demak RegencyのBedono（スマランの周辺地域）の沿岸地域のマングローブの苗床エリアと再生
写真提供：Annisa TriyantiAnnisa Triyanti 

 
 

その他の対策としては、地方自治体が51の貯

水池を開発する計画があり、その中の一つで

あるJatibarang貯水池ダム（2014年稼働予定）

は、この地域の飲料水と電気へのアクセスを

向上させるものである（Asian Cities Climate 
Change Resilience Network (ACCCRN, 2011)）。 

 
5. 生態系を活用した災害リ

スク軽減との関係 

マングローブの再生と保全 

健全なマングローブ生態系は、浸食や沿岸の

洪水から沿岸地域を守り、気候変動の影響に

対処するためのコミュニティのレジリエンス

を高めることができる。 
 

スマランでは、残されたマングローブの生態

系は、高度な農業用地の使用、工業や住宅の

需要によって圧力を受けている。マングロー

ブ生態系の劣化による経済的損失は、1ヘク

タールあたり年間約61,000米ドルと推定され

ており、この環境問題の重要性が強調されてい

る(DKP, 2008 cited in ACCCRN, 2010)。 
 

スマランでは、生態系を活用した対策として、

残されたマングローブ林の保護と、マングロ

ーブの再植林に重点を置いている。これらの

対策は、生態系自体の保護や回復に役立つだけ

でなく、養魚池も保護されるため、直接的な

経済的価値もある。 
 
また、沿岸地域の適応能力を高めるために地 

域マングローブ再生・保全プログラムも実施

されている。例えば、「Kampung Iklim」（気

候地区プログラム）は、地区レベルで適応戦

略を普及させることを目的としており、浸食

を減らし土壌表面を増やすためにKampung地
区でマングローブの再生と保全を行っている。

さらにこのアプローチは、地域コミュニティに

収入源の選択肢をもたらすことにもなる

(Syahrani, 2011)。 
 

多くのコミュニティベースのマングローブ保

護活動は、外部組織からの資金援助によって

始まった。現在では、いくつかのコミュニティ

がマングローブの保護に着手し、苗木の植え

付けや海岸線エリアでのマングローブの再植

林を行っている(Prihantoro, 2010)。 
 
その他、地滑りが発生しやすい居住区に対する

植生による対応として、ベチバー草や竹の植林

を行うなど、生態系を活用した対策を行ってい

る。この方法は、構造物対策アプローチと比較

して、地域社会にとって費用が低く、また環

境 に 優 し い （ Asian Cities Climate Change 
Resilience Network (ACCCRN, 2010)）。 

 
統合的沿岸管理の文脈で行われるマングロー

ブ保全プロジェクトやその他の環境イニシア

ティブを調整するために、スマランにはマン

グローブ作業部会が設立されている。これは

マルチステークホルダーのグループで、地方

自治体が調整している（Sutarto & Jarvie, 2012）。 
 

災害管理のための組織的枠組みの強化 
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スマランで実施されている非構造物対策の一

環として、災害管理のための組織的な枠組み

を強化するプロセスが特に重要である。地方

自治体、自然ハザード管理のための国家委員

会、地区レベルの地元代表の間で調整が開始

されている。リスクガバナンスは分散化され、

地区や地方自治体が防災に責任を持つように

なり、沿岸地域管理に関連する法律も強化さ

れた（Marfai & King, 2008a）。この地方分権化

のプロセスは、過去数年間にインドネシア全

土で進められてきた（UN-HABITAT - Regional 
Office for Asia and the Pacifics, 2008）。 

 
沿岸地域をモニタリングする方法の一環とし

て、スマランの自治体は土地利用計画を策定

しており、これは洪水の起こりやすい地域で

の長期的な計画とリスク軽減のために非常に

重要である。とはいえ、沿岸の土地利用計画

のさらなる改善が必要であり、NGOやコミュ

ニティの参加を拡大し、より詳細な計画立案

と地図作成を行う必要がある（Marfai & King, 
2008a）。 

 
コミュニティベースアプローチ 

コミュニティベースアプローチは、非構造物

対策のような災害リスク軽減対策に不可欠な

要素であり、どのようなアプローチであって

もそれを持続可能なものにするためには地域

のコミットメントが不可欠である(Marfai & 
King, 2008a)。2004年、インドネシア政府は法律

32「地方行政」の中で、中央集権から地方分

権へのパラダイムシフトとして、地方自治と

財政分権の重要性を強調した。2004 年から 
2009 年にかけての計画では、地域住民の災害

への備えが優先され、災害管理のための政策

や制度の策定、地域コミュニティの災害への

対処能力の向上と準備、コミュニティを基盤

とした住宅や人間居住地の再建の促進、災害

管理における地域の能力構築が目指されてい

る(UN-HABITAT - Regional Office for Asia and the 
Pacifics, 2008 )。しかし、国レベルではコミュ

ニティベースのアプローチが強調されている

が、地域レベルではそのようなアプローチを

実施することは困難となっている（次の節で

詳しく説明する）。 

6. 教訓と結論 

スマランのケーススタディは、統合的沿岸管

理が生態系を活用した災害リスク軽減を統合す

る計画手段としていかに役立つかを示すもの

である。スマランで実施された対策は、持続

可能な開発を促進し、それと同時に沿岸地域

の住民の自然ハザードや気候変動の影響に対

する脆弱性を軽減する統合的沿岸管理戦略の

一部として理解できる。また、Eco-DRR 対策

の実施は、制度や法律の整備（地方分権化、

干拓地など）、環境管理の改善、災害リスク

に対する一般市民の意識向上、対策実施時の

すべての関連ステークホルダーの参加など、

全体的なアプローチの一環として行われる必

要がある。 
 

スマランでは、地域コミュニティ自身（通常

は自主的に）や政府機関など、規模の異なる

さまざまなステークホルダーによって、対策

が実施されている。政府（様々なレベル）は

民間企業とともに、インフラ整備に重点を置

いており、地方自治体、コミュニティ、NGO
は、生態系を活用した対策に取り組んでいる。

これらの生態系を活用した対策は、実施段階

においても、様々なトレードオフ（環境と社

会経済のトレードオフなど）が生じる可能性

があり、事前に精査することが重要である。

対象地域に関係のある、ないし居住している

ステークホルダーに相談し、モニタリングだ

けでなく計画にも関与しなければならない。 
 

Marfai et al.(2008)が説明するように、中央ジャ

ワ州では、土地利用管理、統合的水資源管理、

都市インフラ計画、脆弱な地域に住む人々を

再定住させるための低価格住宅の提供、ハザ

ードに対処する意識を高めたり地元組織を奨

励したりすることによるコミュニティ組織の

強化など、様々なハザード管理・リスク軽減

策が実施されている。沿岸域管理に関連した

土地利用計画手段の実施を成功させるために

は、ガバナンスメカニズムの定義、法律、施

行、明確な基準および政府の義務の明確化が

必須である。
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また、どのような土地利用計画であっても、

多様なステークホルダーを巻き込んだ適切な

実施とモニタリングが必要である。これは、

特に災害リスクの増加に直面しているスマラ

ンのような成長・拡大している都市にとっ

て、大きな課題である。 
 

スマランの沿岸地域において、洪水の影響を

軽減するための適切な対策をとる上での主な

課題は、財源が限られていることと、個人や

コミュニティを洪水の発生しやすい地域から

移転させる必要があることである。これらの

問題は、地域の抵抗や、市民の支持を失う結

果をもたらす。そのため、意思決定へのコミ

ュニティの参加により効果的に取り組むこと

が重要である。例えば、政府は構造物対策を

実施する際に住民参加を求めていないか、求

めていたとしても実施後に行っている。一方、

他のケース、特に非構造物対策の実施では、

コミュニティの参加が行われていた。 
 

スマランのケーススタディからは、沿岸地域

の管理には、無計画な土地利用や天然資源へ

の圧力によって大きく増加するハザードなど、

人間に起因する課題に対処するために、複数

の分野にまたがる統合的なアプローチと制度

的な取り決めが必要であることが確認された。 

 

7. 演習と講義ノート 

1. スマランで行われた施策を分類し、2つの基準でグ

ループ化する。 

– 構造物対策または非構造物対策 

– コミュニティベースアプローチ、ま

たはコミュニティの参加を伴わない

対策 
 

 構造物対策 非構造物対策 

コミュニティベ

ースアプロー

チ 

  

コミュニティ参

加を伴わない施

策 

  

2. 上の表を完成させた後、以下の質問を用いて、小

グループまたはクラスで調査結果を話し合う。 

– 施策を分類するのは簡単か？そうで

ない場合、どの基準での分類がより難

しいのか？ 

– 分類に疑問はあるか？あるとすれば、

どの分類か、それはなぜか？ 

– 構造物対策と非構造物対策のどちら

が重視されていたか？また、あなた

が意思決定者であれば、どちらの対

策を重視するか？ 
 

3. 各施策のメリット・デメリットを示す。 
 

 メリット デメリット 

構造物対策   

非構造物対策   

 
4. スマランで実施された対策の一般的な説明を行

った後、様々な対策の意思決定と実施にすでに

関与している、または関与すべきステークホルダ

ーを特定する。分析の際には、対策の実施によっ

て影響を受ける可能性のあるステークホルダー

も考慮すること。 
 

施策 関与している、または関与す

べきステークホルダー・グル

ープ 

干拓地  

堤防工事  

マングローブの再

生と保全 

 

組織体制の強化  

– マルチステークホルダー・ディスカ

ッションを開催する際、どのような

点が問題になると思うか？参加型ア

プローチを確立するための提案がで

きるか？ 
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5. あなたの視点から見てどの対策が最も適している

と思われるか、またその理由は何か、クラスメー

トと話し合う。その対策を持続可能なものにする

ためには何が必要か？ 

 

注意事項：学生はケーススタディで提示さ

れた対策を分析する。この演習は、2人また

は3人のグループで行うことができ、時間

は50～60分である。演習終了後、学生は自

らの答えを他の学生と共有し、議論しても

よい。学生は、ケーススタディの資料を持

っている必要がある。 

 
講義ノート 

注：以下の「模範解答」は、指導者のガイド

ラインとしてのみ扱われるべきである。学生

は、独自の解決策を見つけることが推奨され

る。 

１．スマランで行われた施策を分類してみて、次

の2つの基準でグループ化してみること 
 

 構造物対策 非構造物対策 

コミュニティベ

ースアプロー

チ 

干拓地 

マングローブ

の再生と保全 

災害管理のため

の組織的枠組

みの強化 

沿岸の計画と管

理 

  公教育 

必ずしも住民参

加型ではない施

策 

氾濫原 

堤防 

排水シス

テム 

 

 海岸線の埋立

て 
 

1. 上の表を完成させた後、以下の質問を用いて、小

グループまたはクラスで調査結果を話し合う。 

 -施策を分類するのは簡単か？そうでな

い場合、どの基準での分類がより難しいの

か？ 

分類に疑問はあるか？あるとすれば、ど

の分類か、それはなぜか？ 

 

通常、構造物対策は、政府機関が巨額の投資

を行って実施するものである。さらに、この

ような対策の実施にあたっては、地域コミュニ

ティの参加がつねに行われるわけではない。た

だし、干拓地のように、プロジェクトの実施と

維持を保証するためにコミュニティの参加を

促している例もある。一方、非構造物対策は、

コミュニティの参加を促進することが特徴的で

ある。 
 

一般的には、非構造物対策にはステークホル

ダーの参加が含まれることが多く、構造物対

策にはそのようなケースは少ないと言える。

しかし、実際には、それぞれのプロジェクト

やアプローチの詳細を知る必要がある。した

がって、上記の分類は常にあてはまるもので

はなく、概括的なものである。 
 

– 構造物対策と非構造物対策のどちら

が重視されていたか？また、あなた

が意思決定者であれば、どちらの対

策を重視するか？ 

スマランでは、これまで構造物対策に重点が置

かれてきた。このような対策は、非構造物対策

に比べてコストがかかることが多く、多額の設

備投資や技術的な専門知識が必要となるため、

地域コミュニティだけでは対応できない場合

がある。また、構造物対策は、20年から100年
のスパンで機能するように構築されるため、

適切に建設されなければ、投資が無駄になる

可能性がある。しかし、このようなアプロー

チは、特にスマランのような人口の多い地域

では適切な解決策かもしれない。また、適切

に建設されなければ、多くの人々を危険にさ

らすことになるかもしれない。設計が不十分

だったり、誤ったパラメータを想定したりす

ると（気候変動による洪水への影響を考慮し

ていないなど）、安全性が損なわれる可能性

がある。 

生態系を活用した対策は、スマランでは最近

になってようやく取り上げられるようになっ

た（例：マングローブ修復プログラム対象地

域の設定）。このような非構造物対策は、す

べてのステークホルダーと交渉するなど政治

的・社会文化的に時間がかかるかもしれない

が、費用対効果は高いことが多い。 
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スマランの沿岸地域の複雑な管理問題に対処

するには、統合的、包括的なアプローチと、

対話を通じた計画プロセスが必要である。そ

のためには、沿岸地域とその周辺地域の適切

な土地管理が最も重要な課題となる。これには、

沿岸地域の様々な用途や利用者の相互作用か

ら生じる紛争に対処するための効果的な枠組

みに向けた学際的・組織横断的プロセスが含

まれる。また、政府機関、研究機関、NGO、地

域社会など、様々なステークホルダー間の緊

密な連携と協力が必要である。 

 

2. 各施策のメリットとデメリットを示す：1 

 

非構造物対策 地域レベルでの
コミュニティ参
加の拡大 

災害管理のた
めの組織的な
枠組みの強化
が、長期的
な持続可能性
を支える 

大きな環境変
化をもたらさ
ない 

洪水の影響や
被害への対応
に有効 

コミュニティ
を定義する必
要があり、異
なるサブグル
ープは常に合
意が得られる
わけではな
い。 
ステークホル
ダー間の交渉
には時間がかか
る。 

地域社会の強
いコミットメ
ントが必要 

官僚主義が強
く、州から地方ま
で様々なレベルが
関与しており、時
間がかかる。 

  資産価格の高騰 

 
 

3. スマランで実施された対策の一般的な説明を行

った後、様々な対策の意思決定と実施にすでに

関与している、または関与すべきステークホルダ

ーを特定する。分析の際には、対策の実施によっ

て影響を受ける可能性のあるステークホルダー

も考慮すること。 

 

施策 関与している、または関与

すべきステークホルダー・グ

ループ 

干拓地 インドネシア政府  

スマラン州政府  

地域コミュニティ  

実務者・専門家 

海の堤防工事 スマラン市政府 

地域コミュニティ 

専門家 

 メリット デメリット 

構造物対策 洪水の減衰 高額な投資 

 下流域水量抑制 氾濫原の肥
沃度の低下 

 地下水コントロ
ール 

雨水流出の遅延
と浸透の増加 

生態系に影響
を及ぼす可
能性が高い 

形態変化 

  地盤沈下 

  土地接収による紛
争の発生 

  設計・施工段
階での失敗に
よる公共の安
全への脅威 
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施策 関与している、または関与

すべきステークホルダー・グ

ループ 

マングローブの再

生と保全 

インドネシア政府  

スマラン市政府  

沿岸地域のコミュニティ 

地元の漁師やマングローブ

地域から収入を得ている地

域住民（疎外されたグルー

プを含む） 

実務家・NGO専門家 

組織体制の強化 インドネシア政府 

スマラン市政府 

地域コミュニティ/コミュニ
ティの長 

実務家・NGO専門家 
 

4. あなたの視点から見てどの対策が最も適していると思われるか、またその理由は何か、クラスメートと話し合う。

その対策を持続可能なものにするためには何が必要か？ 

ここまでに得られた情報をまとめ、指導者は学生が2つのタイプの対策（構造物対策と非構造物対策）

の間の補完性を理解できるように導く必要がある。以下の表は、質問3で提示された両タイプの対策

の例を示したものである。長期的な持続可能性戦略には、特に、関係する政府機関や地域社会のコミ

ットメントと、維持費を含む予算計画が必要である。 
 

構造物対策 非構造物対策 

森林再生 

浸食コントロール 

制度・法的枠組み 

土壌保全  

調整池 

保険制度や補償の実施 

貯水池による衝撃

緩和 
予報・警報システム 

氾濫原でのプラットフ

ォームや干拓地の建設 
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ケーススタディ3 
川のための空間 
洪水リスク管理、オランダ 

 
 

1. 概要 
 

概要 このケーススタディでは、洪水管理に対するオランダ政府の近代的なアプローチである「川の

ための空間」プログラムを取り上げる。それには、高水位からの保護を強化し、河川地域の

空間の質を向上させるために取られた手順と対策が含まれている。 

学習目標  歴史的に水路が大きく変化してきた国から、河川の洪水リスクを軽減するために

利用可能な様々な生態系を活用した対策を学ぶ。 
 協議から実施までのプロジェクトマネジメントプロセスを理解する 
 洪水の危険性が高く、高度に都市化された地域で洪水管理者が直面する課題を学ぶ。 

ガイダンス このケーススタディでは、オランダ政府がどのようにして生態系を活用した対策を行い、洪

水リスクに対処するための統合的なアプローチを実施したのかを紹介する。 

参考文献 Dutch Ministry of Transport, Public Works and Water Management, 2008. Flood Risk:  
Understanding concepts.  
Wiering M.A. & B.J.M. Arts, 2006. Discursive shifts in Dutch river management: ‘deep’  
institutional change or adaptation strategy?.  
Van Eijk et al., 2013. Good flood, bad flood: Maintaining dynamic river basins for  
community resilience, in: The Role of Ecosystems in Disaster Risk Reduction, eds.  
Renaud G., Sudmeier-Rieux K., Estrella M.  
For the case study exercise:  
Dutch Ministry of Water Management, Transport and Public Works, 2006b. Spatial Planning  
Key Decision Room for the River: Explanatory memorandum (PKB Part 4) pp. 39-72. 

 

2. 背景 
オランダ王国を構成する4つの国のひと

つであるオランダは、12の州に分かれて

いる。ヨーロッパの北西部に位置し、西

と南はベルギー、東はドイツと国境を接

している（図1参照）。人口1,670万人

（2012年）のうち約40％が、アムステル

ダム、ロッテルダム、ハーグ、ユトレヒ

ト の 各 都 市 を 中 心 と し た 都 市 圏

「Randstad」に居住している。オランダ

は欧州連合の中で最も人口密度の高い国 

 
 
であり、1平方キロメートルあたり496人と、

世界でも最も人口密度の高い国の1つとなっ

ている（Statistics Netherlands, 2013）。 
 

国の総面積41,528km2は、主に海岸沿いの低

地と干拓地で構成されており、最低地点は海

面下7メートル（Zuidplaspolder）、最高地点

は海抜わずか322メートル（Vaalserberg）と

なっている（CIA Factbook, 2013）。海洋性気候

のため、オランダの夏は涼しく、冬は穏やか

である。 
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図1.ドイツ、ベルギー、北海に囲まれたオ
ランダ（CIA Factbook, 2013） 

 
 

年間平均降水量は700～900mmである（Royal 
Netherlands Meteorological Institute, 2010; 
Encyclopedia Britannica, 2013）。オランダのラン

ドスケープには水域が多く存在する。実際、

国土の18.41%がさまざまな水域で構成されて

い る （ Netherlands Board of Tourism and 
Conventions, 2013）。ヨーロッパの3大河川 
- ライン川、マース川（ムーズ川）、シェル

ト川がオランダを流れ、北海に流れ込んでいる。

これらの河川の河口とその多くの支流が国土の

大部分を形成している（Faculty of Geosciences, 
Utrecht University, 2005）。 

 
全国土の60％が洪水に見舞われやすいため、

高水位は常に海岸や河川沿いの地域に脅威を

与え、常に問題となっている。オランダは9世
紀から洪水問題に取り組んでおり、主に堤防、

水門、防潮堤を建設してきた（Dutch Ministry 
of Water Management, Transport and Public Works, 
2011a）。やがて、風車を用いて湿地帯や川の

氾濫原、湖などから水を汲み上げて排水する

ことで、川から土地を取り戻すようになり、

干拓地（Polders）と呼ばれる乾燥した肥沃な

土地が生まれた。オランダの河川地域は、経

済的、生態学的、またランドスケープ的に非

常に重要である。また、周辺の湿地帯には多

くの野生生物が生息している。 

(Dutch Delta Programme, 2006b)。オランダでは、

河川のウォーターフロントのランドスケープ

的・文化的価値も広く認められている。 
 

3. 課題 
何世紀にもわたって行われてきた伝統的な洪

水対策により、河川は堤防の間に閉じ込めら

れてきた。氾濫原が小さいということは、高

水位の場合に、建設されたインフラが越流し

たり破壊されたりする可能性が高くなるとい

うことを意味する。運ばれた沈泥は、堤防の

川岸に残る氾濫原を高くし、下流では地盤沈

下の原因となっている（Dutch Ministry of Water 
Management, Transport and Public Works, 2006b）。

海岸に建設された硬い水力構造物である防波

堤や橋梁の柱などの河川の障害物は、河川の

流れを妨げ、水位を上昇させる（ Dutch 
Ministry of Water Management, Transport and 
Public Works, 2006b）。堤防の背後地での人口

増加は、洪水発生時に400万人の安全が脅かさ

れることを意味する（Dutch Delta Programme, 
2006a）。 
 
洪水リスクの増大は、主に、異常な豪雨と河

川流域の人間の手によるランドスケープの変

化とに起因している。降雨量と降雨頻度の増

加は、河川に大量の水を放流するよう圧力を

かけている。1993 年と 1995 年に発生した洪

水寸前の事態により、25 万人の人々と 100 万
頭の牛が避難したことを受けて（Dutch 
Ministry of Water Management, Transport and 
Public Works, 2006b）、再現期間 1,250 年の極端

な洪水現象に対処するために、洪水安全基準

を引き上げなければならなかった。これは、

ライン川の支流では 15,000m3/s から 16,000m3/s 
に、ワ ー ル川 の支 流で は  3,650m3/s か ら 
3,850m3/s に、河川流量の基準値を引き上げるこ

とを意味する（Roth & Winnubst, 2009; Biesboer, 
2012）。河川への対策は、これらの定義され

た最大レベルまでのいかなる流量にも洪水を

引き起こすことなく耐えられる強度である必

要がある。加えて、海面上昇も、2100年には

現在よりも0.6～1.5メートル高くなると予測さ

れており（Dutch Delta Committee, 2008）、これ

に将来のより強度な暴風雨が加わると、高潮の

甚大化につながる可能性がある。これは河川の

水位、特に北海沿岸のライン川やムーズ川の

水位にも影響を与える。 
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図2.オランダ国家水管理計画 
出典：Dutch Ministry of Transport, Public Works and Water Management, 2009 
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4. 実施した対策 

理論的根拠 

洪水リスクを軽減するためには、堤防をさら

に強化するという選択肢もあるが、研究の結

果、それは最も持続可能な解決策ではないこ

とが判明した。将来の安全基準を満たすため

に必要な、ライン川の分流の河川流量値の

1,000m3/sの増加への対応は、現在の堤防の高

さに30cmを追加することで可能だが、より高

く、より重い構造物は、決壊した場合のリス

クも大きくなる（Biesboer, 2012）。すべての堤

防に1.5メートルの高さを追加すると、決壊し

た場合の潜在的な物的損害が60％増加すると

計算されて いる（ Dutch Ministry of Water 
Management, Transport and Public Works, 2006b）。

代替案としては、河川に余剰スペースを提供

することで、河川流量の増加に対して過剰な

水を横方向に流出させ、水位を維持すること

が考えられる（Biesboer, 2012）。 
 

2000 年に発表された「川のための空間」と題

されたポジションペーパーにおいて、オ ランダ

政府は、堤防の強化ではなく、主に空間的な

対策によって河川流量レベルを下げるという

政治的意思を表明した。川が流れるためのス

ペースを増やすことが、洪水時の水位を下げ

るための主なアプローチとなる（Dutch Delta 
Programme, 2006b）。Deltares研究所の水管理

と空間計画の上級専門家であるFrans Klijn氏は、

「1850年以降、川のための空間は半分になった

が、今はその一部を取り戻している」と適切

に表現している（Biesboer, 2012）。 
 

施策の主な内容 

全国規模の「川のための空間」プログラムでは、

ライン川、マース川（ムーズ川）、シェルド

ット川の各支流とその周辺の39カ所に焦点を

当てている。この計画は2007年に承認され、

2015年までに完了する予定である。23億ユー

ロを投じたこの計画は、河川のためのスペー

スを増やし、河川地域の全体的な空間の質

（Box1参照）を向上させることで、洪水から

の防護を達成することを目的としている。 

 

 
 
 

増加する洪水リスクに対処するために用意さ

れた河川の余剰空間は、その他のレクリエー

ションや生態学的機能のためにも恒久的に利

用できるようにする必要がある。（Dutch 
Delta Programme, 2006a）。 

 
「川のための空間」プログラムは、国、州、

地方自治体、水道局が共同で行うプロジェク

トである。インフラ・環境大臣がこのプログ

ラムの責任者である。地方自治体は対策の設

計と実施を担当し、プロジェクトが採択され

た場合は国が資金を提供している。モニタリ

ングの面では、各対象地域に事務所長がいて、

プロジェクトの現状をプログラム事務局に定

期的に報告している。この継続的なコミュニ

ケーションにより、プロジェクトの評価が簡

単になるだけでなく、プロジェクトが順調に

進んでいない場合には、プログラム事務局が

すぐに介入することが可能になる。これと並

行して、プログラム事務局はオランダ議会に

年次進捗報告書を提出し、承認を得ている

(Rijke et al., 2012)。 
 

方法論とガイドライン 

1) 参加型の意思決定プロセス 

河川地域の洪水防御に対する統合的なアプロ

ーチは、「川のための空間」プログラムの重

要な側面の一つである。政府は、最終決定を

下す前に、一般市民、プログラムの運営組織

のメンバー、その他の関連機関と日常的に協

議を行っている（Box2参照）。 

Box1.空間の質とは？ 

空間の質とは、利用価値、視覚的価値、将来価

値の3つの価値の組み合わせである。利用価値

とは、その地域が提供可能な公共、非公共、ま

たはその両方の利用方法の数と関係している。

視覚的価値は、人々の生活環境、その特徴的な

機能、遺産的要素、美観に関係している

(Explanatory Memorandum, 2006)。最後に、その

地域の利用が持続可能であり、変化するニー

ズに適応可能である場合、その地域は高い将

来価値を持つ（Tisma, 2004）。 
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Box 2.「川のための空間」交渉プロセスのタイムライン 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3. 「川のための空間」プログラムの決定プロセスの手順 
Dutch Ministry of Water Management, Transport and Public Works, 2006bより引用 

 

政府は、2005年4月15日に重要計画決定案「川のための空間」（PKB Part1）を発表した。また、環境影響評価書

（EIS）、費用便益分析、鳥類・生息地指令の戦略的枠組み1、地域諮問報告書も同時に発表された。そして、

2005年6月1日から8月23日までの間、これらの文書を回覧し、パブリックコメントが求められた。その結果、

2,843件の回答が得られた。その後、PKB Part1に関する行政協議が、2005年8月30日から9月15日の間に行われ

た。EIS委員会、オランダ住宅・空間開発・環境審議会は、2005年10月14日から27日にかけて勧告を発表した。

協議中の回答、勧告、会議の報告書はPKB Part 2に含まれている。 

PKB Part 3では、PKB Part 1に関する協議の結果に関する政府の見解が発表された。その後、PKB Part2とPKB 
Part3がオランダ議会に提出された。この計画は2006年末までに最終的に承認された。 

そして、すべての手続きの決定と最終結果がPKB Part 4に書き込まれている。このPKBが施行されると、それ以降の

異議申し立てはできなくなり、基本パッケージの個々の施策の詳細がついに決定された。そして、再び公聴会が開

かれることになった。このような手続きを経て初めて、合意された実施策が開始された（Dutch Ministry of 
Water Management, Transport and Public Works, 2006b）（図3）。このプロセスが終了した時点で、600の検討

エリアのうち39のエリアだけが残り、事業実施の対象となった（Scientific American, 2012）。 
 
 

2) 戦略的な政策決定 

いくつかの戦略的な政策決定がなされ、施策

の選択に影響を与えた。政府は、「川のための

空間」プログラムに対して、効率的かつ長期的

な展望を持っている。対策は、現在の基準を超

える洪水防御レベルの達成に貢献し、同じ場

所で複数の対策を講じることを避けるために、

将来の展開を予測して設計された。また、こ

の計画では、対策を長期的に実施するために、

堤防の陸側にある地域を確保するための条項

を設けている。 

さらに、このプログラムで検討されている対策

は、望ましい長期的な対策に基づいている

（Dutch Ministry of Water Management, Transport 
and Public Works, 2006b）。 

 
また、政府は、洪水の安全性と空間の質の

向上という両方の目的をサポートできるよ

うな対策を実施する予定である。自然保護の

観点からは、EUの鳥類指令と生息地指令が、

対策の選択に一定の影響を与えた。 
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（野生動植物の自然の生息地の保全に関する欧

州理事会指令92/43/EEC（1992年5月21日）を参

照 ） （ Dutch Ministry of Water Management, 
Transport and Public Works, 2006b）。 

 
また、技術的な観点からも、どのような対策

を講じるべきかが検討された。貯水池の新設

は、将来的に放流量が18,000m3/sに達した場合

の最後の手段とされている。また、閉鎖された

干拓地に高水流路を設けることは、干拓地を

より小さな堤防に分割することになり、高水

位の場合には浸水しやすくなることから避け

られた。上述の懸念事項に加えて、当局は予

算と指定された期限にも制約されている。そ

こで、可能な限り、2015年までに完了できる

最も費用対効果の高い空間対策を選択した。 
 

対応策は、関係する支流に応じて、基本的な

対策パッケージに分類された。(1)ライン川上

流 /ヴァール川、(2)メルウェデス、ベルシ

ェ・マース、アメル、ライン川下流/マース河

口域、(3)パンナーデンシュ運河、ライン川下流、

レック川、(4)アイセル川（図4参照）。当初の

対策では2015年までに目標を達成できない場 

合は、代替・補足対策は、指定された期間内

に洪水レベルを軽減し、予算内で実現できる

場合にのみ検討された(Dutch Ministry of Water 
Management, Transport and Public Works, 2006a） 

 
3) 技術面 

このプログラムの目的は、川幅を広げること

で一時的な浸水空間を作ることや、堤防の川

側に他の対策を導入することで達成されてい

る（図5参照）。9つの異なる戦略が、オランダ

の河川地域に沿った39の場所で実施されている。

これらの対策は、影響の大きさ、質、コスト

を考慮して選択された。総予算と適切な実施

策は、必要な減水量に応じて決定された。 
 

かつての氾濫原を復元することによって河川

のための空間を確保する対策は、 可能な限り

実施される（例：堤防の再配置、氾濫原の低

層化、砂防）。堤防の川側での介入（例：夏

季の河床を深くする、溝を低くする、河床上

の障害物を除去する）や、水の流れや貯留の

ための代替領域の創出（例：貯水池、高水路）

も実行可能な対策である。堤防の補強は、河

川のためのスペースを確保する対策が実行不可

能な場合にのみ検討される。

 

 
図4.「川のための空間」プログラムの対策図と対応する対策プログラム。選定された39地域のうち4地
域の対策は、近隣地域で水位の低下が達成されたため不要と判断された。Dutch Ministry of Water 
Management, Transport and Public Works（2012）より引用。
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図5.「川のための空間」プログラムで実施されている対策 
Dutch Ministry of Water Management, Transport and Public Works, 2006aより引用 

 
 

Box4 「川のための空間」プロジェクト： Lent-Nijmegen地点 

「川のための空間」プログラムの一つに、Lent市とNijmegen市近郊のプロジェクトがある。この地域では、よ

り魅力的で持続可能な都市生活空間を創造すると同時に、より効率的な洪水防御を構築する取り組みが進められて

いる（Scientific American, 2012）。この地域のワール川は大きく屈曲しており、ボトルネックとなっているた

め、周辺地域は洪水の影響を受けやすくなっている。3億5900万ユーロ（約4億6000万米ドル）を投じたこの

プロジェクトでは、堤防を350メートル内陸に押し込み、川の流量を増やして洪水リスクを軽減する。この対

策が実行されると、解放された氾濫原に高水流路が建設され、「居住、レクリエーション活動、文化、水、自然の

ための空間を備えた、Nijmegenの中心部にあるユニークな都市河川公園」となる島が誕生する。(Dutch 
Ministry of Water Management, Transport and Public Works , 2011b）。このような建設工事は必然的にウォ

ーターフロントを変化させるが、開発者は既存の文化的・遺産的特徴を計画デザインに組み込み、それらを尊重す

るよう配慮した（Scientific American, 2012）。 

人口密度の高い川沿いの地域では、川に空間を与えるために、しばしば開拓が必要になる。このプログラムを実施

するためには、約50軒の家を取り壊す必要があり、所有者との交渉と補償が必要であった（Dutch Ministry of 
Water Management, Transport and Public Works, 2006b）。しかし、この撤去作業は、人々を意思決定プロセス

に参加させるという意外な効果をもたらした。「川のための空間」プロジェクトマネージャーのMeulepas氏によれ

ば、「彼らが参加することが重要であり、それが彼ら自身の計画となった」。(Scientific American, 2012)。 
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5. 生態系を活用した災害リ
スク軽減との関係 

「川のための空間」プログラムは、生態系を

活用した災害リスク軽減アプローチを国内外

にアピールするものである（Biesboer, 2012）。

完成すれば、生態系を活用した災害リスク軽

減策が可能であることが実証されるであろう

湿地帯や氾濫原が復元されれば、河川の流量

が調整されるだけでなく、河川沿いの野生生 

 
物の生息地や繁殖地が促進される（Estrella & 
Saalismaa, 2013）。これにより、自然愛好家、

ウォータースポーツ愛好家、企業などが集まり、

河川のウォーターフロントがさらに活性化され

る。 
また、このプロセスは、従来の堤防強化に代

わる対策について、一般の人々の意識を高め

ることにもなった。さらに、自然や生物多様

性の保護に取り組むオランダの機関が、水管

理の分野にますます関与するようになってき 

Box4 「川のための空間」プロジェクト： Lent-Nijmegen地点（続き） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図6.Lent-Nijmegenプロジェクトの各段階。(1)工事開始前の堤防の位置（緑線）、(2)川の屈曲部に近い
堤防の部分を350m内陸に移動（赤線）、(3)高水敷きの水路（水色）を掘ることで、ワール川の中央に島
を作る、(4)レントと島をつなぐ橋（黄線）を建設する-この新しい水辺には、ビーチやレクリエーションエ
リア、氾濫原ができる。 
(Dutch Ministry of Water Management, Transport and Public Works, 2011b) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図7．対策実施後のLent-NijmegenプロジェクトサイトのCG画像 
(Kingdom of Netherlands, 2011) 
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た（Wiering & Arts, 2006）。本プログラムの運

営組織がとった統合的なアプローチは、プロ

ジェクトの持続性を保証するものであった。

解決策が交渉を通じて見いだされたことは、

その対策が地元住民に受け入れられ、採用さ

れたことを意味する（ Scientific American, 
2012）。このように、関係する地域社会の提

言や意見を考慮することは、実施すべき最善

の対策を選択する際に、地域の知識を活用し

た例と言えるであろう。 
 

長所と短所 

「川のための空間」プログラムは、洪水管理に

生態学的なアプローチを取り入れた優れた取

り組みであるにもかかわらず、批判の対象に

もなっている。一つは、このプロジェクトの

コストが高いことである。これに反対するグ

ループは、従来の堤防強化の方が23億ユーロ

のプロジェクトよりも（短期的には）コスト

がかからなかったと主張している。オランダ

の中央計画局が行った調査によると、河川の

拡幅費用は堤防の改良に比べて1.5倍の費用が

かかるとされている（Biesboer, 2012）。この

プログラムのもう一つの欠点は、家屋の取り

壊しと動物の生息域の喪失である。河川のた

めの空間を確保するためには、125戸の住宅を

撤去し、12.8km2の農地をなくす必要があった。

また、何トンもの汚染された土壌を移動させ

る必要もあった。堤防の高さを上げることは、

インフラ計画との関係でも容易な対策であっ

た（Explanatory Memorandum, 2013）。さらに、

プログラムの基本パッケージに含まれるプロ

ジェクトの中には、自然の生息域に悪影響を

与えるものもある。アイセル川沿いの地点の

1つでは、草食性の水鳥の餌場である20km2の

エリアを、レクリエーション活動のためのダイ

ナミックな川辺エリアへの転換のためとはいえ、

犠牲にしなければならない予定である。 
 

しかし、このプログラムには、それに対応す

る多くの強みもある。例えば、これらの対策

は、堤防の補強よりも持続的な河川流量の軽

減を可能にする。かつての氾濫原を復元するプ

ロジェクトサイトや高水路の建設は、これらの

地域に影響を与える他のプロジェクトサイトに

おける餌場や繁殖地の損失を、補うことになる。 

さらに、空間的な対策は、水生植物、種の豊

富な湿地の茂み、干し草の牧草地などの生息

域の条件に有利に働く(Dutch Delta Programme, 
2006b)。また、政府は、失われた農地や私有

地を補償し、家族や企業の移転を支援する

(Dutch Delta Programme, 2006b)。 
 

コミュニティの支持を得るためには、国民の

関与と政治レベルでの緊密な連携が不可欠で

ある。国家当局は、対策を押し付けるのではな

く、協議を通じて合意を得ようと試みた。地方

自治体や住民の提言は、国が必ずしも受け入

れるとは限らないものの、さまざまな段階で

求められ、審議の対象となった。最後に、こ

のプログラムは科学と応用研究に基づいてお

り、証拠に基づいた意思決定・政策決定であ

るといえる。 

 
6. 教訓と結論 

「川のための空間」プログラムは、洪水リスク

管理だけでなく、オランダの河川地域の生物

多様性、経済的繁栄、および全体的な環境の

質に対する湿地の貢献を示すものである。し

かし、氾濫原の回復や川のための空間作りが望

ましい対策である一方で、現実的には構造物対

策が河川の放流レベルを低下させるための最後の

手段であり、よりハイブリッドな対策が求め

られている。TU Delft工科大学の工学教授であ

るBas Jonkman氏は、「川のための空間」プログ

ラムを支持している。彼は、「空間設計と技

術・水力工学設計を結びつけることで、素晴

らしい解決策を生み出すことができる」こと

を証明している（Biesboer, 2012）。市民との協

議は、このプログラムの長所のひとつと考え

られる（Rijke et al.2012）。それは，「合法的で，

実現可能で，状況に応じた解決策を求める」こ

とで，決定の質を向上させる(Huitema et al., 
2009)。合意に基づく解決策は、地元住民の抵

抗を受けにくい。プログラムディレクターの

Ingwer de Boer氏が指摘するように、対策の決

定に参加することで、さまざまなステークホ

ルダーがこの計画の「共同所有者」となったの

である（Biesboer, 2012）。 
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「川のための空間」プログラムは、オランダ

政府が進めている、従来の人工的な構造物か

ら、より生態系を活用したアプローチへの段

階的かつ継続的な移行の一環として行われて

いる。この戦略は、コミュニティが水をますま

す狭い空間に閉じ込めるのではなく、水を受け

入れ、水と共存する機会を提供するものである。

しかし、このようなアプローチは、従来の洪水

対策のアプローチ（堤防、干拓地、水門、高潮

バリアの建設など）と比較すると、まだ緒につ

いたばかりである。どんな変化もそうだが、

こうした考え方の転換には時間がかかる。 
 

このプログラムに懐疑的な人も、支持する人

も、オランダ内外でその進展を注視している。

洪水リスクの軽減という点で成功すれば、「川の

ための空間」プログラムと同様のアプローチは、

ニューヨークなど世界の他の地域でも拡張・再

適用することができるだろう（Better Cities Now, 
2013）。 

7. 演習と講義ノート 

1. Box2に記載されている対策のうち、ど

の対策が、洪水リスクを軽減するために

川のための空間を真に提供しているか？ 
 

2. オランダ政府が堤防の補強ではなく、

川の拡張を選択した根拠は何か？ 
 

3. Merwedes、Bergsche Maas、Amer、Rhine 
Maasの河口地域で実施されている対策

の1つに、Noordwaardという、かつて

Biesbosch国立公園の一部であった農地

の埋め立てがある（図7参照、Dutch 
Ministry of Infrastructure and the 
Environment, 2012）。

 
図8.Noordwaard 干拓地（灰色の枠で示された堤防で保護されている）と Biesbosch 国立公園（灰色のエリ
ア）を示すプロジェクト地域の地図。白色の部分は洪水が起こらない地域。Nieuwe Merwede川の増水時に
は、黄色の斜線部分のみが浸水する（出典：Dutch Ministry of Infrastructure and the Environment, 
2012）。 
デルタのこのエリアの洪水レベルには、河川流量よりも海水位の方が大きく影響するため、この解決策は、効
果的に氾濫原を増やし、周辺地域の河川の洪水リスクをある程度まで軽減することができる（Dutch 
Ministry of Water Management, Transport and Public Works, 2006b）。 
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この戦略は、洪水時のスペースを確保し、高潮

時に水がより速く海へ流れ出るようにするこ

とで、国立公園の北西に位置するRandstad都
市圏の一部であるDordrecht市付近の洪水レベ

ルを低下さ せ る （ Dutch Ministry of Water 
Management, Transport and Public Works, 2006b）。

集水域（図7の黄色で示された部分）は、1年
のうち特定の時期にしか使用されないため、

水量が少ない時期には一部を牛の放牧に使用

することができる。この氾濫原の外側に土地

を持つ住民や農家は、既存または新たに建設

された盛り土で、生活や仕事を続けることがで

きる（Dutch Ministry of Infrastructure and the 
Environment, 2012）。 

a. プログラムの意思決定段階において、関

係するすべてのアクターやステークホル

ダーが施策を受け入れるために不可欠だ

ったものは何か？ 

b. あなたが「川のための空間」委員会のメ

ンバーであったならば、Dordrecht地域の

洪水リスクを管理するためには、脱干拓

地が最も適した選択肢であることを地元

住民や農家に納得させるために、どのよ

うな議論を選択したか（対策の潜在的な

長所と短所を列挙しなさい）。考えられ

る短所を検討し、それを補うための方法

を提案しなさい。 
 

講義ノート：この演習では、参加者に公

務員の役割をさせることで、オランダ当

局が「川のための空間」プログラムで用

いた戦略を理解し、適用することを目的

としている。特に質問3は、すべてのステ

ークホルダーと交渉して解決することの重

要性を示すためのものである。この演習

では、地元の人々が抱く懸念や、自分の

自治体で実施される対策を推進する方法

を考えることを学ぶ。 
 

解答 

1. Box2に記載されている対策のうち、どの

対策が、洪水リスクを軽減するために川の

ための空間を真に提供しているか？ 

川床の掘削、堤防の移設、脱干拓地、氾濫原

の低地化、障害物の除去、防波堤を低くする

こと、高水流路の構築。貯水池は一時的な貯 

水を目的としており、氾濫原の拡大そのもの

には寄与しない。さらに、空間を増やすこと

ができない場合の代替策として、貯水と堤防

の強化が検討される。 
 

2. オランダ政府が堤防の補強ではなく、川

の拡張を選択した根拠は何か？ 

堤防の補強や増築は、地盤沈下を悪化さ

せ、決壊した場合の被害を大きくする可

能性がある。さらに、降水量や河川流量

の増加に伴い、強化はコストがかかりす

ぎて持続不可能となり、ランドスケープ

の美しさにも悪影響を及ぼすことになる。 

3a. プログラムの意思決定段階において、関

係するすべてのアクターやステークホル

ダーが施策を受け入れるために不可欠だ

ったものは何か？ 

公的な行政機関とのコンサルテーション 

3b. あなたが「川のための空間」委員会のメ

ンバーであったならば、Dordrecht地域の

洪水リスクを管理するためには、脱干拓

地が最も適した選択肢であることを地元

住民や農家に納得させるために、どのよ

うな議論を選択したか（対策の潜在的な

長所と短所を列挙しなさい）。考えられ

る短所を検討し、それを補うための方法

を提案しなさい。 

長所 
 より持続可能で効果的な水位低下の

方法である 

 安全性を向上させる 

 Biesbosch国立公園を一部復元する 

 既存または新規に建設された盛り土

の上にある旧干拓地の残りの土地は、

今でも地元住民が住んでいたり、農家

が利用していたりしている 
短所 
 コストが高い。これに対しては、長

期的には、水位の上昇に合わせて定

期的に堤防を補強するよりもコスト

がかからないと言える。また、川幅

を広げることで、洪水や堤防が決壊

した場合の被害のリスクを減らすこ

とができる。 



ケーススタディ3：オランダ 

51 

 

 

 

 貴重な農地が失われ、一部の個人住

宅が破壊される。これに対しては、

政府から補償と移転支援が行われて

いる。また、浸水していないとき、

集水域は放牧に利用できる。 
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ケーススタディ4 
統合的水資源管理(IWRM) グアテマラ-メキ
シコ タカナ川流域 

 
1. 概要 

 

概要 このケーススタディでは、グアテマラとメキシコの国境に位置する流域に焦点を当てた統合的水

資源管理活動であるIUCNタカナプロジェクトを取り上げている。プロジェクトの背景と課題に始

まり、さまざまなパイロットプロジェクトの紹介とその成果について考察している。 

学習目標  統合的水資源管理の概念を理解し、それがどのように災害リスクを軽減できるかを理解する。 
 タカナのパイロットプロジェクトとその実施状況について学ぶ。 
 タカナ流域プロジェクトが、地域レベルから国境を越えたレベルまで、どのように政

策に影響を与えたかを確認する。 

ガイダンス このプロジェクトは2国間に跨っているが、グアテマラで行われているプロジェクトに

重点を置いている。 

統合的水資源管理とEco-DRRの関連性を強調している。 

参考文献 
IUCN, International Union for the Conservation of Nature, 2013. Guatemala-
Mexico Tacaná Project. Gland: International Union for the Conservation of 
Nature IUCN. 
Roy, D., Barr, J., and Venema H.D., 2011. Ecosystem approaches in Integrated 
Water Resources Management (IWRM): A review of transboundary river basins, 
United 
Nations Environment Programme (UNEP) and the International Institute for 
Sustainable Development. 
Dalton, J., Murti, R. & Chandra, A., 2013. Utilizing integrated water resources 
management approaches to support disaster risk reduction. : F. Renaud, K. 
Sudmeier-Rieux & M.Estrella, éds. The role of ecosystems in disaster risk 
reduction. Geneva: United Nations University, pp. 248-269. 
Other IWRM Projects led by IUCN – Water & Nature Initiative (accessible 
online:http://www.waterandnature.org/en/results/project-results). 

 

2. 背景 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
2001年に発足した「水と自然イニシアテ

ィブ（WANI）」は、2000年に打ち出さ

れた「水と開発に関するグローバル・ア

ジェンダ」の後、具体的な行動を求める

声に応えて国際自然保護連合（IUCN）が

立ち上げたものである。行動学習プロセ

スを通じて「生態系アプローチを流域に

関する政策立案、計画立案とその管理の

中で主流化する」ことを目的としている。

ケーススタディ地域 Suchiate川、Coatán川、Cosalapa
川、Cahoacán川の集水域 

対象国 グアテマラ、メキシコ 

生態系 森林（タカナ火山付近の上部集水域

では山岳地帯） 

ハザード 洪水、熱帯性暴風雨やハリケー

ン、水不足 
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2001 年から 2008 年にかけて実施された WANI 
の第1フェーズでは、河川流域レベルでの統合

水資源管理（IWRM）の実施をテストし、変化

の触媒として必要な学習、パートナーシップ

構築、ステークホルダーの関与を促進するた

めに、12 のパイロットプロジェクトが実施され

た（Smith, 2010; IUCN, 2012）。その目的は、

生態系サービスと安全性、グッドガバナンス

とステークホルダーの参加、経済発展と持続

可能な資金調達、リーダーシップと学習を組

み合わせて、実践的な統合的水資源管理を実

証することにある。 

WANIの下、「タカナ火山に関連する流域の

統合管理グアテマラ・メキシコプロジェクト」

（略して「タカナプロジェクト」）が2003年か

ら4年間の予定で始まった（IUCN, 2009(a); IUCN, 
2012）。このプロジェクトは、グアテマラの

San Marcos県とメキシコのChiapas州の境界に

位置する3,170km2の地域を対象としており

（Mazariegos & Illescas, 2010）、タカナ火山の

斜面に源流を有し、河川に沿ってメキシコに

向かうSuchiate川とCoatán川の集水域、および

メキシコ国内にあるCosalapa川とCahoacán川の

集水域からなるタカナ流域が含まれている

（図1参照、（IUCN, 2012））。 
 

 

 
図1 WANIプログラムの要素 出典:IUCN, 2012 

Box1.統合的水資源管理と生態系アプローチ 

統合的水資源管理（IWRM）とは、「重要な生態系の持続可能性を損なうことなく、公平な方法で経済的・社会的福

祉を最大化するために、水、土地、関連資源の調整された開発と管理を促進するプロセス」である。(Convention on 
Biological Diveristy, 2000; Cap-Net/UNDP, Nile IWRM-Net, UNISDR & UNOCHA, 2009). 

統合的水資源管理 は、適用される国や政治レベルに合わせた柔軟な戦略である。統合的水資源管理 には固定され

た枠組みはないが、その基本原則である効率性、公平性、環境持続性は変わらない（Roy et al., 2011） 

このアプローチは、自然にも社会にも複数の利益をもたらす（Smith, 2010）。環境が意思決定の一部となり、環境を

含めることで、環境の回復と保全のためのより多くの投資を引き寄せることが出来る。このアプローチは、様々な

ステークホルダーに意思決定プロセスへの参加を促し、より良いガバナンスを実現することで、社会的包摂をサポ

ートする。また、実践による学習によって進められ、生成された知識が共有・移植されるため、革新と学習が促進

される。その包括性が複雑さをもたらす一方で、統合的水資源管理 にとって、生態系アプローチを成功させること

は、複雑な状況であっても管理可能であることを示すことになる。最後に、生態系管理に基づく統合的水資源管理

は、持続可能な方法でレジリエンスを強化する(Smith, 2010)。 
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図2 タカナ流域の地図 出典：IUCN / Mario RodriguezIUCN / Mario Rodriguez 

 
これらの流域は、家庭用に水を供給し、農業

に灌漑用水を提供しているため、家庭用と農

業用の両方の目的において重要である。この

地域は、コーヒーの主要な生産地としても有

名である(IUCN, 2009(a))。また、畜産や漁業も

重要な地域産業である（ IUCN, 2009; IUCN, 
2012）。 

 

3. 課題 

環境悪化、森林破壊、適切でない土地利用に

より、土質が変化し、流域の保水力が低下し

ている。サトウキビ、バナナ、アフリカンパ

ームなどの換金作物のための大規模農業は土

壌と水を汚染し、貧しい農民は小規模な農場

を耕すために流域の高地の森林を伐採してい

る（IUCN, 2012）。その結果、この荒廃した地

域は、強い熱帯性暴風雨やハリケーンの発生

時に、深刻な土壌浸食、洪水、土砂崩れに見

舞われた（IUCN, 2009; IUCN, 2012）。さらに、

高い人口密度と極端な気候現象による水資源

へのストレスの増大も、この地域の生活基盤

を劣化させている。 

乾季の水不足は、グアテマラで最も貧しい州

のひとつであるこの地域の環境経済状況を悪 

 
化させる要因となっている（Mazariegos & 
Illescas, 2010）。 
地方自治体と国との間で調整が行われなかった

結果、政府の存在感が希薄になり、政策が調

整されず、水に関する法律や規制が十分に整

備されなくなった。さらに、複雑な土地権利

制度、予算の制限、ステークホルダーの参加の

少なさ、地域社会の組織化がほとんど、ある

いは全く行われておらず、透明性も限られてい

た（IUCN, 2012）。水路を共有しているにもか

かわらず、グアテマラとメキシコの間には国

境を越えた水管理機関が存在せず、メキシコ

の地方水評議会は水資源に関する法律や政策

を実施する能力が制限されていた（ IUCN, 
2012）。 

 

4. 実施した対策 

理論的根拠 

2003年に開始されたタカナプロジェクトの主な

目的は、劣化した流域を回復させることを通

じて、地域住民や農家への水の供給を確保し、

洪水リスクを軽減することであった（IUCN, 
2009）。
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タカナプロジェクトの一般的な目的は、そ

の影響範囲内の人口に関連する淡水、土壌、

生態系が本来持っている価値を保全・回復

することで得られる利益を最適化すること

であった（IUCN, 2009(a)）。具体的には、以

下を目的としていた。 

1. 水資源の調整と管理のためのメカニズ

ムを、包括的なアプローチのもとに統

合する。 

2. 包括的な集水域管理計画のための情報

を収集する。 

3. 意識向上と情報共有のための戦略を実

施する。 

4. 短期、中期、長期の管理計画を実行す

るための戦略的提携関係を構築する。 

5. 管理計画の優先事項を実施するための試

験的な活動を開始する(IUCN, 2009(a)) 

 

 
プロジェクトの主な構成要素 

タカナプロジェクトでは、環境保全、教育、

アドボカシー、生活支援、水ガバナンス改

善のための能力開発など、地方、県、国、

さらには国境を越えたレベルでいくつかの

施策を実施した（IUCN, 2012）。 
 

プロジェクトの詳細 

コミュニティ・パイロット・プロジェクト 

WANIとパートナーは、水や土壌、環境の

保全に取り組みながら、生活の安定を図る

パイロットプロジェクトの設計を支援した。

グアテマラの86のパイロットプロジェクトと

メキシコの21のパイロットプロジェクトは、

メンバーの90％が女性で構成されたコミュ

ニティグループが主導した。IUCN(2012)で
は、以下のような例が挙げられている。

Box 2 San Pablo - Suchiate River Midlands Micro-Watershedにおけるパイロットプロジェクト 

グアテマラのSan Pabloという町のTojojという村は、スチアテ川の中流域に位置しているが、慢性的な水不足に悩ま

されている。そのため、最寄りの水源地から各家庭にホースを引いて給水している。2005年10月、熱帯性暴風雨

「スターン」により、村のホース3,800メートルが流されてしまった。タカナプロジェクトは、在グァテマラ・オ

ランダ大使館からの寄付金の移送を支援し、復興プロジェクトを指揮した。また、サプライヤーとの交渉や資材の

提供も行った。適切な配水システムの構築に加えて、水処理タンクの設置も行った。 
また、コーヒー豆を加工する際に出る汚染された排水をろ過するための装置も設置した。また、森林再生のために

30,000本以上の木の苗木を生産するための苗床も建設された。 

上記の取り組みにより、地元の人々が

より多くのことに関与できるように

なった。 
住民は、自らのコミュニティの発展のた

めにボランティア活動をすることも多

く、水の保全や森林再生などの議論にも

興味を持つようになった。 
あるコミュニティのリーダーが言う

ように、パイロットプロジェクトでは

「収入を増やすと同時に、森を守

り、水を節約する」機会を得ること

ができた。 

(出典IUCN, Guatemala - San Pablo-
Suchiate River Midlands Micro-
Watershed, http://www. 
waterandnature.org/en/resources/ 
story-gallery/practical-stories- 
Mesoamerica/ca6-guatemala-san- 
pablo-suchiate-river-midland)) 

図3.グアテマラで配水システムの建設を手伝う子どもたち  
出典：Taco Anema / 2005UCNTaco Anema / IUCN, 2005 

http://www/
http://www/


ケーススタディ4：グアテマラ-メキシコ 

57 

 

 

 

 林業用苗木の生産とアグロフォレストリ

ーの促進、18の林業と土壌保全の実証実

験、122のコミュニティフォレストの保全

のための管理計画 

 養蜂、魚の養殖、バタフライファームの

エコツーリズムにおける協同組合やコミ

ュニティ企業の発展と交流を促進する10
のパイロットプロジェクトの実施 

 コミュニティ庭園や有機農業（コンポス

トセンターでの有機肥料製造の実演を含

む） 

 メキシコChiapas州に統合流域管理のため

の研修センターの設立 

 食用キノコの生産による食料と生活の安

定性の向上 

 コーヒー豆を加工する際の廃水を軽減す

る方法の支援、水処理プラントの建設の

支援 
 

パイロットプロジェクトがコミュニティにも

たらしたこれらの活動は、小規模流域協議会

を形成する動機となった（IUCN, 2012）。 
 

水のガバナンス機関の設立 

グアテマラとメキシコでは、タカナ流域に住

むコミュニティが小規模流域協議会を組織し、

共有する水資源と土地資源の管理を共同で行

い、コミュニティの発展を支援している

（IUCN, 2012）。これらの流域協議会は、水資

源の持続可能な利用のためのプロジェクトを

認識し、優先順位をつけ、設計するのに役立

つ計画を策定し、地域のウォーターガバナン

スを改善している（IUCN, 2012）。住民、農

業従事者、地方自治体のメンバーの参画は、

共通の水問題に取り組むこの統合的なアプロー

チに不可欠な要素である。協議会のパイロッ

トプロジェクトの一つでは、Suchiate川中流域

の小規模コーヒー農家を対象に、有機農園の

改善やコーヒー豆加工時の廃水の再利用を計

画している（IUCN, 2012）。小規模流域協議

会は、様々なレベルの流域管理に対応するた

めに協力している（IUCN, 2012）。 

 

 

小規模流域協議会に加えて、16の政府機関

および非政府機関がSan Marcos あるいは

CORNASAMの自然資源環境のための組織間調

整機関を結成した。（IUCN-WANI(c), s.d.） 
 

この新しい運営組織は州政府レベルで運営さ

れており、小規模流域管理のアウトリーチと

研修を行っている（IUCN, 2012）。同様の委

員会は、メキシコのCoatán川沿いの自治体間の

水管理を調整するためにも設立された。 
 

また、このプロジェクトは、グアテマラの国

家小規模流域委員会を支援している。この委

員会は、国家水政策と、流域管理計画へのコ

ミュニティの参加に関するガイドを起草した

（IUCN, 2012）。メキシコでは、Chiapas州の流

域協議会と国家水委員会が対話の場を設け、

Chiapas州の水管理を分散化する新しい手法の

実施におけるロールモデルとして認めた。 
 

Jovenes en mission (ミッションに参画する若者) 

San Marcosでは、Jóvenes en la Missión (Youth 
on a Mission, JEM)の環境保護活動から若者が運

営する協同事業へと発展する上で、タカナプ

ロジェクトが重要な役割を果たした（IUCN, 
2012）。 

図4．小規模流域協議会の3D地図 
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2003年に「水のための団結」をモットーに設立

されたJEMは、持続可能な水利用を提唱し、

流域の修復活動を行い、水ガバナンスの能力

を高めている（IUCN、2012年）。森林再生プ

ロジェクトにより、Esquiche流域の800人以上

の人々への水の供給が改善された。JEMはま

た、グアテマラとメキシコの国境沿いのプロ

ジェクトにおける協力関係を強化するため、

バーチャルプラットフォームを構築した。タカ

ナプロジェクトの支援により、JEMはNGOと

して登録され、収入源となるプロジェクトの

ための資金を獲得した。2006年、JEMは75,000
米ドルの融資を受け、様々な花や野菜を生産

するための点滴灌漑付きの温室19棟を建設し

た（IUCN-WANI(a), s.d.）。JEMは、このよう

な取り組みを通じて、地域や国レベルでの気候

変動や水関連の活動に参加する若者たちの一

翼を担っている（IUCN, 2012）。 
 

現地で得られる知識や研修 

グアテマラでは、統合的水資源管理に関する

知識の普及を示す例がいくつかある。タカナ

流域プロジェクトの一環として、メキシコの

5つの地方自治体の市役所にバーチャル水資

源図書館が設置され、水資源と環境に関する

最新情報が提供された。 
 

2008 年、グアテマラでは、「Agua para el 
Futuro（未来のための水）」と題した実証プ

ロジェクトに加えて、タカナ流域の自然資源、

特に水資源の保全と回復のために、「Fondo de 
Gestión Hídrica Participativa（FOGESHIP）」

と呼ばれる生態系サービスに対する支払い

（PES）プロセスが創設された。水基金の財

源は、地方自治体の協力を得て、都市部での

水道料金の調整で賄う予定である。この計画

の副産物として、PESに関する国の情報の体

系化、PES関連の用語集、PESに関するオンラ

イン研修コースの開発が行われた1（IUCN, 
2012）。国レベルでは、小規模流域管理計画

策定のためのガイドラインが作成・公表され

ている。この文書は、FAOやIUCNだけでな

く、様々な機関がグアテマラの学界や政界、

技術界で活用している。 
 
最後に、WANIの概念、アプローチ、ベスト

プラクティスは、10ヶ月間のインターンシッ 

プを通じてサンカルロス大学のカリキュラム

に組み込まれており、学習を実践する専門家

の集団を生み出すことで、継続的な学習のフ

ィードバックループを生み出している（IUCN, 
2012）。 

 
5. 生態系を活用した災害
リスク軽減との関係 

統合的水資源管理の適用は、「環境を整える」

「制度的・法的枠組み」「実施手段の適切な

管理」という3つの柱によって、Eco-DRRを支

援し、水関連災害を軽減している（PEDRR, 
2013）。 

 
包括的な統合的水資源管理のアプローチでは、

効率的で持続可能な対策を立案・実施するた

めに、水と関連資源の関係や、さまざまなス

ケールの施策による影響を考慮する。タカナ

流域における森林再生と廃水ろ過のパイロッ

トプロジェクトは、そのような対策の一例で

ある。森林を再生・保護することで、燃料や

建築用の木材供給が増加し、土壌構造が強化

される（IUCN-WANI(b), s.d.）。流域の保水力

が高まることで、洪水のリスクが軽減され、

乾季の水不足も緩和される。また、青々とし

た森林は、土壌を豊かにし、コーヒーの木陰

を提供することで農家に利益をもたらす。さ

らに、「鳥に優しいコーヒー」として認証され

れば、農作物の価値を高めることになる

（IUCN-WANI(b), s.d.）。一方、水処理タンクは、

地下水の汚染を減らすだけでなく、汚染され

てかつ悪臭のする排水を除去することで、衛

生状態を改善し、病気のリスクを減らしてい

る。また、タンクのフィルターから出るマル

チング材は、有機肥料にもなる（IUCN-WANI(b), 
s.d.）。長期的には、より良い持続可能な生活

のおかげで貧困コミュニティの脆弱性が減り、

洪水や地滑りのリスクが減ることで、暴風雨

に関連した災害にうまく対処できるようにな

る。 
 

タカナプロジェクトは、あらゆるレベルの開

発アジェンダにおける流域管理の主流化に貢

献した。このプロジェクトにより、水資源管

理機関が設立され、法律を実施するための制

度的能力が向上し、グアテマラとメキシコの

水管理に関連する政策が強化された。
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図5.統合的水資源管理における地域レベルから国レベルへの施策のスケールアップ 出典：IUCN 2012IUCN, 
2012 

 
 

メキシコでは、プロジェクト実施中に新しい

水関連法が制定され、水管理計画やガイドラ

インが作成された。また、水管理における垂

直方向の協力関係の欠如を補う手段として、

地元の委員会と上位機関との間のネットワー

ク化を促進した（IUCN, 2012）。小規模流域

の計画と管理をコミュニティ主導の開発と統

合するために、コミュニティ開発委員会

（COCODES）と自治体・開発評議会との調

整が開始された（図5（IUCN, 2012）参照）。 
 

タカナ流域プロジェクトは、Coátan流域と

Suchiate流域の環境問題を議論する初の二国

間フォーラムを開催することで、国境を越え

たレベルでの対応を開始した。その結果、

2006年12月には「Tapachula宣言」に署名し、

グアテマラとメキシコのコミュニティの市長

が、流域管理に関する共同行動に協力するこ

とを約束した（IUCN, 2012）。 
 

流域の管理と開発のための制度的調整システ

ムの強化は、San MarcosとChiapasに壊滅的な

洪水、4,000万米ドルに相当する物的損害、多

数の死者を出した2005年の熱帯性暴風雨「ス

ターン」の後にも有効であることが証明され

た（IUCN, 2012）。タカナプロジェクトは、地 

 
元のコミュニティ組織、自治体政府、国の省

庁を結ぶ広範なネットワークにより、資源の

迅速な動員、迅速なコミュニケーション、災

害後の被害調査、ドナーの調整を可能にした

（IUCN, 2012）。このプロジェクトでは、オラン

ダ政府からの資金提供を受けて、78のコミュ

ーンで配水システムの再構築を行った。さま

ざまなレベルのパートナーとの協力により、

San Marcos県の復興計画や、災害対策の計画

と仕組みの策定にもつながった。また、この

危機は、コミュニティや政府の間で気候変動

に対する意識を高め、暴風雨や洪水に対する

脆弱性を軽減するための能力開発や適応策へ

の投資につながった（IUCN, 2012）。 
 

啓発キャンペーンや教育の取り組みにより、

災害リスク軽減やコミュニティ開発における水

源の保護と回復の重要性が認識されるように

なった。 
 
また、パイロットプロジェクトの実施により、

統合的水資源管理の付加価値が紹介され、

人々、特に農民が生態系アプローチを採用す

るようになった。研修とデモンストレーショ

ンにより、貧困層のコミュニティが生活と環

境を改善する能力が向上し、レジリエンスを 
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効果的に高め、全体的な福利を高めることが

可能になった。 
 

長所と短所 

統合的水資源管理は、その多面的なメリット

を高く評価されている。統合的水資源管理 は、

自然を保護することで、社会の発展を促進し、

土地と水に関連する災害リスクを軽減する可

能性がある。統合的水資源管理は、様々な状況

で試行錯誤されてきた順応型のアプローチであ

る（概要の「参考文献」を参照）。統合的水資

源管理は、補完性の原則に基づき、水関連の問

題に対処するために、分散化されたボトムア

ップのアプローチを重視している。 
 

官民の地元のステークホルダーとの密接な協

力関係は、統合的水資源管理の特徴であると

同時に、計画プロセスを複雑にしたり、対策

の実施を遅らせたりする弱点でもある。しか

し、協力に基づく解決策は、効率的で持続可

能であり、関係者に受け入れられることが多

い。グアテマラのタカナのスタッフによると、

統合的水資源管理の概念を詳しく説明し、水や

地域の生態系の価値及びサービスの供給を維

持するために天然資源を保護することの利点

をコミュニティや地元当局に認識してもらい、

水資源の保護に対する各人の責任を明確にす

ることで、プロジェクトを前進させることがで

きた。また、環境保護を生活向上につなげる

ことで、現地の人々との協力関係が促進され

た（IUCN-WANI, 2014）。 
 

タカナプロジェクトでは、生態系全体を考慮

した長期的なビジョンのもと、水関連機関の設

立、パートナーシップの構築、あらゆるレベ

ルの政治家の参加により、持続可能性を確保

した。WANIは、地元市民を中心とした小規

模流域協議会の設立を支援し、彼らの経営資

金調達能力を高めた。政治当局に認められた

ことで、彼らの優先するプロジェクトのために

政府から資金援助を受けることができた。 
 
CORNASAMは、San Marcosでの努力と資源を

まとめて調整し、この地域での影響力を高め、

資源の最適な利用を実現した（ IUCN-WANI, 
2014）。あらゆるレベルのパートナー間の連

携が強化されたことで、災害時の迅速な対応

が可能になり（熱帯性暴風雨「スターン」の 

後に見られたように）、努力の重複が避けら

れ、共通の利益である水を守るための行動がよ

り協調的に行われるようになった。 

 
6. 教訓と結論 

タカナ流域プロジェクトは、劣化した流域の修

復、社会的・政治的な協力関係の構築など、

統合的水資源管理の生活の改善面での付加価値

を実証している（図6、（IUCN, 2012）参照）。

WANIプロジェクトがもたらすその他の社会的

な裨益も特筆すべきものである。地元コミュニ

ティのメンバーをパイロットプロジェクトに

呼び込むことで、社会的結束の強化につなが

った（IUCN, 2012）。小規模流域協議会は、

地元の女性に力を与え、彼女たちは自分たち

のコミュニティの開発に参加する機会を得る

ことができた。教育と環境意識の向上により、

人々は生態系を活用した対策を支持するよう

になり、将来の暴風雨に対する備えができる

ようになった。全体として、コミュニティの

レジリエンスと災害リスク軽減能力の向上に

貢献している。 
 

2005年に発生した熱帯性暴風雨「スターン」

は、統合的水資源管理と水ガバナンスの改革

に向けた取り組みの拡大の契機となった。

WANIのパートナーの広大なネットワークは、

暴風の直後と復旧段階での迅速な資源の動員

に役立った。しかし、タカナプロジェクトは、

山での生活の改善、ガバナンスの能力向上に

加えて、災害準備計画を策定することで、具

体的な災害リスク軽減の要素を組み込んだ数少

ない統合的水資源管理イニシアティブの例であ

る。 
 

タカナプロジェクトは、2007年から各国のドナ

ーから資金提供を受け、WANIから学んだベス

トプラクティスに基づいて実施された、グア

テマラとメキシコでの取り組みである。2011
年にプロジェクトが終了した後は、生態系の保

全、災害リスク軽減、持続可能な生活手段の

開発を通じた水資源の賢明な利用を促進するた

めに、WANIが提唱した事業を地元のステー

クホルダーや政府に任せている。 
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図6.タカナ 流域プロジェクト終了前と終了後の状況 出典：IUCN, 2012 

 
 

7. 演習と講義ノート 

講義ノート：この演習では、統合的水資源

管理 とその Eco-DRR への貢献に焦点を当

てる。答えは、ケーススタディの中にある。

演習の所要時間の目安：30分。 

1. なぜ水資源管理に統合的なアプローチが

重要なのか？ 

2. ケーススタディを踏まえて、WANI タカ

ナプロジェクトはどのような形で災害リ

スクの軽減に貢献したのか？ 

3. プロジェクトの持続性を確保した要素は

何か？ 
 

解答 

1. なぜ水資源の管理に統合的なアプローチ

が重要なのか？ 

解答例：包括的アプローチでは、生態系

の他の構成要素への悪影響が最も少ない

対策を選択することができる。 
 

4. ケーススタディを踏まえて、WANI タカ

ナプロジェクトはどのような形で災害リ

スクの軽減に貢献したのか？ 

 
 

 森林再生プロジェクトや土地の修復活

動により、土壌の構造が改善され、

流域が水を保持し蓄える能力が向上

した。 

 水処理タンクは、病気が蔓延するリス

クを排除した。 

 貧困地域の生活向上に貢献した。 

 2005年の熱帯性暴風雨「スターン」

をきっかけに、災害対策の計画や仕

組みが作られた。 

 水関連の計画や政策がプロジェクト

期間中に採択された。 

 Tojojでは、流されてしまうことのな

い適切な配水システムが設置された。 

 水管理団体の設立を支援し、水資源

を管理する能力を高めることで、流

域管理を改善した。 

 災害前、災害中、災害後の各段階で、

機関間の垂直方向の連携が強化された。 
 

2. プロジェクトの持続性を確保した要素は

何か？ 
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ステークホルダーのプロジェクトへの参加、住民による流域協議会や委員会の設立、自治能

力の向上。 
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ケーススタディ5 
災害リスク軽減と気候変動適応の
関連性  

ブルキナファソ - ニジェール 
 

1. 概要 
 

概要 持続可能な乾燥地管理に関するこのケーススタディでは、伝統的な土壌・水の保全とアグ

ロフォレストリー技術のイノベーションを紹介している。ブルキナファソの中央高原、ニ

ジェール南部のMarandiとZinder地域で、こうしたアプローチがいかに食料生産の増

加と劣化した土地の修復に役立ったかを紹介している。 

学習目標  Sahel地域の乾燥地で劣化した土壌の修復と植生の増加に成功した技術を学ぶ。 
 どのようにして担当者がイノベーションを促進し、知識と経験を共有し、地

域から地域へとプロジェクトを拡大していったのかを知る。 
 災害リスク軽減と気候変動適応の関連性を理解する。 

ガイダンス ブルキナファソ-ニジェールのケーススタディでは、伝統的な土壌・水保全手法（zaïとコン

ターバンズ）と森林管理手法（FMNR）の改善を取り上げている。これらの対策を実施す

るための一般的なガイドラインが説明されている。また、災害リスク軽減と気候変動適

応に関するこれらの技術革新の成果についても議論している。 

参考文献 Turnbull M., Sterrett C., Hilleboe A., 2013.Toward resilience: a guide to disaster risk 
reduction and climate change adaptation.Warwickshire, Practical Action Publishing Ltd, 
pp.11-16 and 111-124. 
United Nations Convention to Combat Desertification, 2012.Desertification: a visual 
synthesis, Bonn, UNCCD Publications. 

 

2. 背景 
 

ケーススタディ地域 中央高原（ブルキナファ

ソ ） 、 Marandi 、

Zinder地域（ニジェー

ル） 

対象国 ブルキナファソ、ニジェール 

生態系 乾燥地域 

ハザード 干ばつ、砂漠化 
 

ブルキナファソの中央高原とニジェール南部

のMarandiとZinder地域（図1）は、サハラ砂漠

から南に向かって半乾燥地帯が広がるサヘル

に位置しており、北部は湿潤なサバンナ地帯、

南部は大西洋から紅海までの約300万km2の地

域である。 

 
 
この地域は、大西洋から紅海まで広がり、面

積 は 約 300 万 km2 で あ る （ Encyclopaedia 
Britannica, 2013; IRIN, 2008）。この地帯は、5月
から10月にかけての年間降水量が約100～
300mmと少ないことが特徴である（Wijkman & 
Timberlake, 1984）。サヘル乾燥地は世界で最

も貧しい地域の一つであり、現在約5,800万人

の人々が暮している。この地域に住む人々の

中には、動物の放牧で生計を立てている人々

もいるが、労働年齢人口の半分以上は農民で、

ソルガム、キビ、ササゲ、落花生、綿などの

主食や換金作物を生産している（IRIN, 2008）。 
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図1.白色がケーススタディの場所：ブルキナファソの中央高原、ニジェール南部のMaradiとZinder地域 
出典：Reij et al:Reij et al.、2009 

 

3. 課題 

干ばつや食料不安などの遅発性災害は、何世

紀にもわたってサヘル地域の乾燥地を悩ませ

てきた。サヘル地域では、水の供給量の変動

が大きいことが、穀物生産に直接的な影響を

与える。長期間にわたる降雨量の不足は、作

物の収穫量の減少、水不足、砂漠化をもたら

している。一方で、短い雨季の間に激しい降

雨があると、2007年に見られたように、土壌

や植えたばかりの種や作物、さらには村全体

が破壊されたり流されたりすることもある

（IRIN, 2008）。科学者たちは、過去40年間、

この地域の年間降水量に顕著な変動があるこ

とを観察してきた。降水量の増加が予測され

ているにもかかわらず、ほとんどの気候モデ

ルの結果では、気温の上昇による蒸発散の増

加に伴い、将来的に乾燥地の乾燥化が進むと

されている(Tacko Kandji et al., 2006; White & 
Nackoney, 2003)。 

 
 

砂漠化とは、乾燥、半乾燥、亜湿潤地域にお

ける気候変動と人間活動の影響による土地の

劣化のことである（UNCCD, 2012）。土地の

劣化による環境面での影響は、作物生産量の

低下だけではない。樹木の被度や水位の低下

も深刻な影響である。また、特定の動植物種

の損失も砂漠化に起因する。生物多様性が乏し

いということは、植物や作物が害虫の攻撃を

受けやすくなるということであり、生育が失

敗しやすくなる。さらに、サヘル地域は世界で

最も出生率の高い地域のひとつである。急激

な人口増加は、劣化した農地と相まって、食

料生産と生活のための土地への依存度を高め

ている。何百万人もの人々のニーズを満たす

ために、すでに不足している天然資源をます

ます積極的に収穫しようとしている。しかし、

過放牧、森林伐採、休耕期間の短縮、農業活動

の限界地域への拡大などが土壌の肥沃度をさら

に低下させ、悪循環に陥っている(IRIN, 2008; 
Reij et al., 2009)。土地の劣化と飢饉のリスクが

高まるにつれ、男性は自分と家族を養うために

都市部で仕事を探す傾向にある。 
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周囲の水資源や植生が不足しているため、女性

や子どもたちは、水を汲みに行ったり、調理

用の薪を集めたりするために、長距離を移動

しなければならない。 

 
記録的なサハラ砂漠の干ばつは1972年から

1984年にかけて発生し、マリ、ニジェール、

モーリタニアの75万人が食料援助に依存し、

推定 10万人の死者を出した（ Wijkman & 
Timberlake, 1984）。この干ばつにより、乾燥

地のコミュニティには、干ばつの被害が少な

い地域に移住するか、あるいは留まって砂漠化

対策のための革新的な解決策を見つけるか、

という2つの選択肢からの選択が迫られた。 
 

4. 実施した対策 

1980年代、ブルキナファソの中央高原とニジ

ェール南部では、水利用の改善、土壌肥沃度

の回復、植生の増加を目的とした農民主導の

取り組みが始まった。zaïと呼ばれる植栽用ピ

ット、コンターストーンバンズ（境界の石

垣）、アグロフォレストリーなどの伝統的な

農法の革新と経験により、作物収量の向上、

樹木被覆の再生、さらには乾燥地管理の改善

による経済的・環境的利益がもたらされた。 
 
Zaï 
地元では tassa とも呼ばれる植栽用ピットは、

zi-peeleと呼ばれる荒廃した土壌を修復するた

めに用いられる伝統的な農法である（World 
Bank, 2005）。この技術を改良するには、よ

り深く、より大きな穴を掘り、有機物や堆肥

を加えて土壌を豊かにすることが必要である。

乾季に入ると、農民は、深さ10～20cm、直径 

 20～40cmの穴を、80～120cmの間隔で掘って

いる。除去された土は半月状に各開口部の縁

に積まれ、水をピットに流し込む（図2）。ピ

ットには水と、風で飛ばされた土砂や有機物

などの栄養分が溜まる。シロアリは豊かな土

壌に惹かれて深い溝を掘り、水や栄養分の浸

透を助ける。その後、6月初旬に種を植え、

翌年も古いzaïの間に新しいzaïを掘ることを除

いて、同じプロセスを繰り返す（UNESCO, 
2003）。植栽用ピットは作物だけでなく、樹

木の生産にも有益である。zaïで使用される肥

料や堆肥の中に種子が含まれていることが多

いため、アグロフォレストリー・システムが

可能である（Reij et al.、2009）。Roose et al.,
（1993）は、年間降水量が300～800mmの地域

でZaïが最も効果的であるとしている。降水量

が少ないと作物の不作を招き、多すぎるとピ

ットが水浸しになる可能性が高くなる。 
 

農家が開催する市場や青空市では、Zaïの利

点や植穴を掘るための道具が紹介された。こ

れらの市場等では、100以上の村から集まった

農民たちが、社会的・経済的問題について話

し合う場が設けられた。1992年からは、作物の

収穫量を増やすために使用されている新しい

技術を促進・普及させるための「Zaïスクール」

も設立された。知識の伝達は、農民同士の学習

によっても行われた。主導的な農家は仲間の農

家に教え、彼らと一緒に畑で作業をした。ア

イデアを交換することで、参加した農家は自

分たちの技術を試すようになった。個人的な満

足感と社会的な評価の高さが、革新的な農家が

自分の知識や経験を他の農家に伝える強い動機

となっている（Reij et al.、2009）

 

 
図2.改良された植栽用ピット（Zaï）を備えた再生農地の例。手前はピットに入れる有機物の山 出典：Reij 
et al. 2009  
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コンターストーンバンズ 

1980年代、ブルキナファソのヤテンガ

地域では、地元のNGO技術者と農民が

協力して、伝統的な石垣建設技術を革

新した。雨水の貯留と土壌侵食の抑制

の効果を高めるためには、石をできる

だけ正確に圃場の等高線に沿って配置

する必要がある。開発の鍵となったの

は、石の正しい配置を確保するために導

入された、シンプルで低コスト（6米ド

ル）のホースパイプ式水位器であった

（Wright, 1985）。石の厚さは最大で

20cm、底面の幅は35～40cmであり（図

3）、地面に5～10cm深く設置すること

で安定性が増す。石垣は通常、15〜
30cmの間隔で配置する。石を同じ高さ

に配置すると、圃場全体に流出水が均

等に行き渡り、土壌への水の浸透が良

くなる（Reij et al.、2009）。余分な水は、

隙間を通って他の区切られたエリアに

流れ込む。傾斜地に設置する場合は、

斜面の下から順に設置していく。 

 

 
図3.コンタ―ストーンバンズ（木の左）。 
出典：Reij et al. 2009 

 

農家が管理する自然再生 

1980年代以降、ニジェール南部の農家で

は、古くからある森林管理の手法を用

いて天然林再生に成功している（WRI, 
2008）。 

 

図4.根田―ストーンバンズの垂直断面 
出典：Critchley et al. 1992 
 
 

 

1970年代から1980年代にかけて、国際NGO
「Serving in Mission」のTony Rinaudo氏が開発

した、FMNR（農家が管理する自然再生）は、

7つの段階を含んでいる（Wright, 1985）。ま

ず農民は、食料（または商業的価値のあるそ

の他の木製品）、燃料、飼料、風雨からの保

護などその種の有用性に応じて木の切り株を

探し、選択する。例えば、現地でgaoと呼ば

れるFaidherbia albidaは、土壌肥沃度と飼料生

産に役立つため非常に好まれる（Reij et al., 
2009）。その後、最も背が高くまっすぐな茎

を選んで剪定し、保護し、不要な茎や側枝は

取り除く。これは、新芽が選択した茎と資源

を奪い合うのを避けるために、定期的に行わ

れる。 
最も再生の可能性が高い樹種は、発芽した切

り株や根がすでに土地に存在するもの、種子 

がすでに土壌中に存在するもの（ある出来事

がきっかけで成長するまで休眠状態）、家畜

の糞や鳥の糞から種子が発見されるものであ

る（Reij et al.、2009）。2006 年に行われた研

究では、FMNR は「地理的に広範にわたる農

場における現象」であり、サヘルの砂質フェ

ルジナス土壌と相性が良いと評価されている

（Adam et al.、2006）。また、研究者は、

FMNR が人口の多い地域でより成功すること

を観察している（Yamba et al.）。 

個々の農場からランドスケープレベルへのス

ケールアップには、多くの場合、集団行動が

必要であった。農民グループや村の組合は、

労働力の組織化や使用権・使用責任の分配を

可能にした（Reij et al., 2009）。 
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図5.FMNRによって再生されたニジェール南部ジンダー地域の乾燥地（2006年2月撮影） 
出典：Reij et al., 2009 
人口密度の高い農村部では、FMNRの成功率が高いという研究結果がある 
(Yamba et al, 2005; Raynaut, 2002参照) 

 

 

長所と短所 

上記のような工夫には多くの利点がある。ま

ず、3つの方法はいずれも、かつて荒廃した

不毛な農地の土壌を修復し、作物を育てるの

に有効である。過去30年間で、中央高原の20
万ヘクタール以上の劣化した土地が、Zaïと
コンターストーンバンズの技術によって生ま

れ変わったと推定されている（Botoni & Reij, 
2009）。FMNRを通じて、農家は公園の土地全

体を大規模に栽培することができた。2003年
から2008年にかけて撮影されたニジェールの

Maradi地域とZinder地域の高解像度衛星画像

を分析した結果、修復された土地の面積は約

4,828,500ヘクタールで、植生密度は1 ヘクタ

ールあたり20～120本であることがわかった

（WRI, 2008）。樹木は、環境や経済の面でさ

まざまなメリットをもたらす。樹木は、風に

よる浸食を減らし、日陰を作り、蒸発散を抑

える働きがある。また、飼料を生産し、より

集中的な農場での家畜生産を可能にする（Reij 
et al., 2009）。薪、果実、葉、薬などの木製品は、

個人で消費するために収穫されるか、副収入を

得るために販売される。 

Belemviré（2003）は、再生された土地は生物

多様性に富んでいる傾向があると指摘してい 

 
 

る。中央高原で行われた彼の研究では、再生

された農場では、劣化した土壌の対照地域よ

りも多くの木の種があることが観察された。

改良された植栽用ピット技術は、水と栄養分

の保持を可能にし、作物が乾季を乗り切るのに

役立つ(Ouedrago & Sawadogo, 2001)。Zaïやコン

ターストーンバンズが持つ保水能力と、FMNR
による土地再生を通じた水位への好影響は、水

が非常に希少な資源であるアフリカのこの地域

では特に高く評価されている。FMNRを導入し

た村では、地下水の涵養量が増加したため、地

元の人々は井戸の周りに野菜畑を作ることが

できるようになった（Reij et al.、2009）。 
 

これらの技術が採用された地域では、収量の

増加が観察されている。Zaïとコンターストー

ンバンズは、それぞれ単独でも効果があるこ

と が 証 明 さ れ て い る が （ Kaboré&Reij, 
2004;World Bank, 2005）、この2つの技術を組み

合わせることで、時間の経過とともに穀物生産

量がさらに増加する。表1は、ブルキナファソ

の2つの村で、農家が農園に色採用ピットとコ

ンターストーンバンズを採用した結果を示して

いる（表1、Sawadogo, 2008からの引用）。 
 
増え続ける人口を養うためには、短期間で収

穫できる能力が非常に重要である。劣化した 
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表 1.ブルキナファソの2つの村におけるzaïとコンターストーンバンズが穀物収量に与える個別および複合的
な影響（Sawadogo, 2008より引用） 

 

村名 対策なし

(kg/ha) 
Zai 
(kg/ha) 

収穫量

の増加 
(kg/ha) 

コンタース

トーンバン

ズ(kg/ha) 

収穫量の

増加

(kg/ha) 

コンタースト

ーンバンズ＋

Zai(kg/ha) 

収穫量の増加 
(kg/ha) 

Ziga 434 772 +346 574 +130 956 +522 

Ranawa 376 804 +428 531 +155 922 +546 
 
 

土地にZaïやコンターストーンバンズを適切

に導入すると、導入後1年以内に作物が収穫

できることが知られている。また、FMNRに
よってアグロフォレストリー・システムを実

施した農場では、1年目から作物の収穫量が

40％増加したと報告されている(Reij et al., 
2009)。 

 
急速に成功したことに加えて、技術がシンプ

ルであるため、他の農家にとっても魅力的な

ものとなった。普及は急速かつ自然に行われ、

個々の農家のパイロットプロジェクトとして

始まった施策は、すぐに村全体で採用される

ようになった。知識の移転は、政府当局、農

民グループ、村協会、NGO、国際的なドナー

の支援によって促進された。個人的な満足感

と社会的な評価の高さが、「農家の革新者」

が自分の知識や経験を共有する強い動機となっ

た（Reij et al., 2009）。 
 

費用対効果の高さも、この対策の強みの一つ

である。使用する農具（例：シャベル、ピッ

ク、肥料、コンターストーンバンズのホース

パイプ水位）や建築資材（例：石）はかなり

安価で広く入手可能である。FMNRは植樹プ

ロジェクトよりも森林全体の再生に成功して

おり、その費用は樹木の苗床を維持する場合

の数分の一で済む（WRI, 2008）。また、植栽

用ピットが整備された農地では、雑草除去の

コストも低く抑えられている（Reij et al.、
2009）。 

 
これらの対策を実施するための一般的なガイ

ドラインは存在するが、農家は自分たちの能

力やニーズに応じて植栽用ピットの寸法や量

（有機物の量を含む）、石垣、木株などを自

由 に 変 更 す る こ と が で き る （ Hien & 
Ouedraogo, 2001）。 

最後に，イノベーションのプロセスが長く続

き，継続的に実践されていることが，その持

続可能性を示している(Reij et al., 2009)．この

技術は環境によく適応しており、近くにある

資源の利用可能性を考慮して改良されている。 
 

しかし、これらの方法にはいくつかの欠点が

ある。土壌の硬さや修復する農地の広さにも

よるが、これらの措置、特にZaïの実施には労

力がかかる。その結果、労働力を雇える裕福な

農家だけが広大な土地を利用できるようにな

り、貧富の差が深まっていくことになる（Reij 
et al., 2009）。集水技術としてのコンタースト

ーンバンズの建設が普及すると、近隣の石材

供給が不足する可能性がある。そのため、遅

れてこの技術を採用する農家では、石の入手や

輸送にかかるコストが高くなる。また、石垣

の後ろが沈むことで、石の再調整が必要にな

る。FMNRの場合、適切な政策や、腐敗した役

人や木の盗難に対する法的保護がないため、

農家がこの手法を採用することを躊躇する可

能性がある（Sendzimir et al. 2011） 

 
5. 生態系を活用した災害リ

スク軽減との関係 

災害リスク軽減（DRR）の実践者は、災害リス

クを軽減するための対策を選択する際に、将来

の気候変動を考慮に入れ始めており、災害リ

スク軽減と気候変動適応（CCA）の境界が重

なり合っていることを示している。このような

将来を見据えた戦略は、一時的な軽減策の適

用を回避し、長期的に対策の持続性を確保す

る。 

これまでに述べてきたように、生態系を活用

した対策はサヘル地域の気候変動に効果的に

適応しつつ、遅発性の災害リスクを軽減する

ことに貢献している。木々の被覆と土壌の肥 
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沃度の回復は、周期的な干ばつの影響を長期

的に緩和し、気温の上昇と降水量の低下にコ

ミュニティが対処することを可能にする。 
 

劣化した農地が修復されたことで、食料と生

活の安定性が向上し、植生が回復したことで

水位が上がり、樹木の種類も増えた。豊作の年

には穀物を備蓄することができたため、村は

食料不足に悩まされることが少なくなった。

ニジェールの農家では、余剰収穫物を輸出す

るまでになったほど、作物生産量が増加した。

ニジェールの中央高原、Maradi、Zinder地域で

は、農業が実行可能で安定した収入源となり、

男性が都市部に出て行くのをやめて農業に従

事するようになった。この「グリーン・ムー

ブメント」の主な恩恵を受けたのは女性たち

であった。薪や水を汲みに長い距離を移動す

る必要がなくなった。この時間を利用して、

経済活動に従事したり、家族の世話をしたり

する人もいる。地元の女性たちは、木を所有

し、その製品を市場で販売することで、経済的

な自立を果たした。この追加収入は、食料不

足の時に穀物を購入したり、食生活を多様化

したりすることに使われる。 

 
6. 教訓と結論 

このケーススタディでは、ブルキナファソと

ニジェールでほぼ同時に起こった農民主導の

緑化運動を取り上げている。この運動により、

乾燥地の生態系サービスが時間をかけて回復

し、コミュニティがサヘルの厳しい気候に対

応できるようになった。砂漠化は回復可能な

現象であり、乾燥地の生態系を適切かつ持続

的に管理することで対応できることを証明し

ている。これらの方法は、シンプルで費用対効

果が高く、リターンが早いことから、失敗や

社会的な恥を恐れて先駆的な技術を試すことが

できなかった農民にとって、非常に魅力的な

ものであった。必要性に迫られた農民とNGO
プロジェクトスタッフは、伝統的な土壌と水

の採取、樹木再生の方法を見直し、改善した。

村落組合、農民グループ、地元および国際

NGO、多国間援助機関、ブルキナファソおよ

びニジェール政府など、さまざまな関係者と

の協力により、迅速かつ広範囲での取組の拡

大が可能になったのである（Reij et al., 2009）。 

このようなランドスケープの変化は、地元の

コミュニティにとっても有益であり、繰り返

される干ばつに対するレジリエンスを高めた。

農地を改善することで、サヘル地域の気温と降

水量の将来的な変化に関する気候変動の影響に

備えることができたのである。貧困は、土地の

劣化の原因であると同時に結果でもあると考え

られており（UNCCD, 2012）、災害に対する脆

弱性の原因の一つであることが知られている。

持続可能な農業生活を促進して貧困を解消する

ことは、この例で見たように、自然資源の保護

と回復を確実にすることになる。NGOからの技

術支援、ドナーや政府からの資金提供や奨励、

土地使用権の保証など、政治的・社会的環境

を整えることで、イノベーションを維持し、今

後何年にもわたって大規模な農業活動を推進す

ることができる。 
 

7. 演習と講義ノート 

1. このケーススタディで紹介されたイノベ

ーションを農家が採用するに至った前提

条件とは？ 
 

2. サヘル地域の他の農家がこの対策を採用し、

再現することができたのはなぜか？ 
 

3. 改良されたZaïの技術に関する知識を農家

間で伝えるための3つの方法とは？ 
 

4. このケーススタディでは、持続可能で生

態系に基づいた実践を通じた砂漠化対策

によって、災害リスクの軽減と気候変動

への適応が達成できることを見てきた。

この対策がどのように以下に貢献したの

か説明せよ。 
– 人々のレジシエンス向上 
– 土壌の肥沃度回復 
– 生産の多様化 
– 侵食の防止 
– 気候変動適応 

 
5. このケーススタディをもとに、「生態系を活

用した災害リスク軽減」と「生態系を活用し

た気候変動適応」の違いは何かを説明しなさ

い。 
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講義ノート：この演習では、ケーススタ

ディで紹介された改良型乾燥地農業の手法

のいくつかの特徴を確認する。また、生

態系に基づいたアプローチが災害リスク

軽減コンセプトに貢献していることを示

すことも目的としている。 
 

回答 

1. このケーススタディで紹介されたイノベ

ーションを農家が採用するに至った前提

条件とは？ 

土地の劣化と気候変動に起因する干ばつ

と食料不安。 
 

2. サヘル地域の他の農家がこの対策を採用

し、再現することができたのはなぜか？ 

 ボトムアップのアプローチ：技術は、

農民自身の経験（zaï）や、農民と

NGOの技術者との共同作業（石垣、

FMNR）から生まれたものである。 

 結果がすぐに出た：短期間で作物の生

産が始まった（不毛の地であっても）。 

 費用対効果：使用された技術やツール

は安価でシンプルなため、ブルキナ

ファソやニジェール全体に容易に普

及することができた。 

 技術的・財政的・立法的支援：村落会、農

民グループ、ドナー、政府当局の支援

により、労働力の組織化、使用権の配

分、責任、盗難からの保護、資金調

達を可能にすることで、これらの技

術革新の利用を促進した。 
 

3. 改良されたZaïの技術に関する知識を、農

家間で伝えるための3つの方法とは？ 

 市場や青空市でのZaïのデモンストレ

ーション 

 Zaïスクール 

 農民同士の学習 

 

4. このケーススタディでは、持続可能で生

態系に基づいた実践を通じた砂漠化対策

によって、災害リスクの軽減と気候変動

への適応が達成できることを見てきた。

この対策がどのように以下に貢献したの

か説明せよ。 

 
 人々のレジリエンス向上 

より高く、より質の高い作物の生産

を通して。1年程度の短期間で結果を

出すことができるため、この対策は

飢饉対策や水位の上昇にも役立った。

食料安全保障とともに、土地の再生

は地域社会に収入源をもたらした。

農業や木製品の販売を通じて生計を

立てることで、食料やその他の基本

的な必需品を購入できるようになり、

農民や参加した市民のレジシエンス

が高まった。 
 

 土壌の肥沃度回復 

FMNRでは、ガオの木（Faidherbia 
albida）が地中の硝酸塩を固定化し、

土壌を豊かにしている。また、Zaïに
入れた堆肥や有機物も天然の肥料と

なる。また、森林再生やアグロフォ

レストリーは、3つのケースで可能で

ある。また、荒廃した土地を回復さ

せる方法としても有効である。 
 

 生産の多様化 

水位が上がったことで、農家は作物の

多様化を試みた。また、農場内の樹

木は飼料を生産するため、家畜の飼

育を強化することができる。 
 

 侵食の防止 

限られた面積の中で、できるだけ多

くの土砂を保持するのがコンタース

トーンバンズである。Zaïは、風で飛

ばされた土砂や水で流された土砂を

捕捉する。植生の強化も侵食を抑制

する。樹木、低木、作物は土壌を安定

させ、風や水による浸食を防ぐ。 
 

 気候変動適応 

樹木の密度を高めることで、気温を

下げることができる。 
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蒸発散して土壌を乾燥させる。植生に覆

われていると、地中の水分が維持され、

干ばつ時にも十分な地下水位を維持でき

る可能性がある。 
 

5. この事例をもとに、「生態系を活用した災害

リスク軽減」と「生態系を活用した気候変動

対策」の違いは何かを説明しなさい。 

DRRとCCAは異なる政策の場で議論されることが

多く、DRRとCCAの両方に対応するプロジェク

トを開発しているNGOはほとんどないが、この2
つの間には相違点よりも類似点が多くある。ブ

ルキナファソのようにゆっくりと災害が発生す

る場合は、両者はほとんど同じである。 
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ケーススタディ6 
費用便益分析 
アメリカ・コネチカット州スタンフォード市 

 
1. 概要 

 

概要 このケーススタディでは、ソフトエンジニアリングによる洪水・高潮対策である、ジオテキ

スタイルチューブで強化された植生砂丘を取り上げ、海岸ハザードに対する砂浜のレジリエ

ンスを高めるために最も適した持続可能な短期的対策を特定するための手法を紹介す

る。このケーススタディは、米国北東部沿岸のコネチカット州スタンフォード市のものであ

る。 

学習目標  様々な洪水・高潮軽減技術の中から最良の選択肢を選択するための、多基準費用便

益分析の実施方法を学ぶ。 

 砂丘、塩湿地、牡蠣の養殖場など、沿岸ハザードに対するソフトエンジニアリングの対策

について紹介する。 

ガイダンス このケーススタディは、コロンビア大学のグループがコネチカット州スタンフォード市の空間

計画当局のために行った報告書に基づいている。この報告書では、暴風雨や洪水の被害を軽減

し、ビーチパークのレクリエーションや美観を維持するために、強化された砂丘が推奨されて

いる。しかし、長期的に沿岸ハザードへのレジシエンスを高めるためには、海岸のインフラを

再配置し、海岸をより内陸に退避させることで、曝露を減らす必要がある。 

参考文献 災害リスク管理における費用対効果の特定と定量化について： 

 Mechler, R., Cost-benefit Analysis of Natural Disaster Risk Management 
in Developing Countries, 2005, Deutsche Gesellschaft für Technische 
Zusammenarbeit (GTZ). Eschborn, Germany 

生態系サービスに金銭的価値を与えることについて： 

 Department for Environment, Food and Rural Affairs (DEFRA 
UK), 2007. An introductory guide to valuing ecosystem services, 
London UK 

 

2. 背景 
 

ケーススタディ地域 スタンフォード市（コネチカッ

ト州） 

対象国 アメリカ 

生態系 都市化された沿岸地域 

ハザード 洪水、浸食、高潮 

 
コネチカット州スタンフォード市（ 41°05'48''N 
73°33'08" W）は、アメリカの大西洋岸北部に位

置している。人口密度の高いこの街には、数多

くの大企業が集まっている。 

 
同市は米国最大の金融街のひとつでもある

（The Daily Voice, 2013; State of Connecticut, 
2013）。同市はロングアイランド海峡のほと

りに位置している。この河口は、コネチカット

州の「最大かつ最も重要な自然資源」として知

られており、100種以上の魚や鳥が生息して

いる（エネルギー環境省、2013年）。スタンフ

ォードには港があり、3つのビーチパークがあ

る（City of Stamford, 2013）。そのうちの1つ、

コーブアイランドパークには、2つのビーチ、

塩湿地、潮間帯干潟、水鳥の営巣地などがあ

る（Connecticut Dept. of Energy & Environmental 
Protection (DEEP), 2013）。 
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図1．1986年にU.S. Army Corps of Engineersが撮影したスタンフォード港の高潮堤の航空写真 
出典：Navarro, 2012 

 
これらの公園は、人々がリラックスしたり、

レジャー活動を楽しんだりする場所としても

機能している。 
 

2012年10月、米国史上最大級で、ハリケーン

「カトリーナ」に次ぐ被害をもたらしたとさ

れるハリケーン「サンディ」が米国北東部を

直撃した（Blake et al., 2012）。 
強風と高潮により、広範囲にわたる洪水、停

電、風害などの影響を受けた。ハリケーンが

上陸したニュージャージー州をはじめ、近隣

のニューヨーク州、コネチカット州、ロード

アイランド州、マサチューセッツ州などが被

害を受けた。 
 

コネチカット州では、通常の潮位よりも高い

9.83フィート（約3メートル）の高潮が報告さ

れている（Blake et al.2012）。スタンフォード港に

設置された高さ17フィート（5.2メートル）、

1,450万米ドルの高潮堤は、11フィート（3.4メ
ートル）の波を何とか阻止し、同市の主要な

商業地区、住宅地、製造工場を守った（U.S. 
Army Corps of Engineers, 2013; Navarro, 2012）。

U.S. Army Corps of Engineersは、補強された構

造により、約2,500万米ドルの損害を防ぐこと

ができたと推定している（Navarro, 2012）。1  
 

 
高台に建てられたウォーターフロント住宅や防

潮堤の背後にあった住宅もほとんど被害を受

けず（Kirkham, 2012）、洪水被害を受けた土

地所有者は、連邦政府および国家洪水保険プ

ログラムから補償を受けた（Walsh, 2012）。

しかし、スタンフォードで最も被害を受けた

のは、市内の海岸と沿岸の公園であった。公

園 の 設 備 や 防 潮 堤 が 損 傷 し （ AFB 
Management, 2012）、数フィートの砂が駐車

場や遊び場を覆った。海岸浸食と洪水の被害

により、清掃と修理に約250万米ドルの費用

がかかった（Dawson et al.、2013）。 
 

3. 課題 

海岸は、沿岸の暴風雨による洪水などの被害

を受けやすい（Beck et al., 2013）。強風と豪

雨が重なると、高潮が発生する。これらの波

は深刻で大きな影響を与える洪水を引き起こ

し、インフラを破壊し、砂を撒き散らしてし

まう。清掃や修復にかかる費用はあまりにも

高額で、長期的には維持できないと考えられ

ている。 
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気候変動の影響は、スタンフォードのような沿

岸地域が直面している災害リスクの増加に反

つながる。科学者たちは、冬の暴風雨と非常

に強いハリケーンが将来的に50％以上の確率

で増加すると予測している（Bender et al.、2010; 
Kunkel et al.、2008）。Bender et al., （2010）は、

2100年までにカテゴリー4と5のハリケーンの

頻度が2倍になると計算している。 
 

気温と海水温の上昇は、ハリケーンの発生を

強めるだけでなく、海面上昇（SLR）にも関係

している。研究によると、米国北東部沿岸で

は特にSLRが大きくなっている。この現象は、

氷が融解した極地に近いこと、大西洋の海流

が減速していること、土地が沈下しているこ

となど、多くの要因に起因している（Ezer et 
al., 2012; Horton et al., 2011)。 

研究者らは、現在の陸地の氷の融解速度に基

づいて、2010年から2039年の間に海面が5～
10インチ（12.7～25.4cm）、2040年から2069 の
間に、19～55インチ（48.3～139.7cm）上昇す

ると予測している(Rosenzweig et al., 2009)。 
 

海面上昇とより頻繁な強風の組み合わせは、沿

岸の洪水の増加をもたらす可能性が高い。表1
（下）に示した現在（2010年～2039年）の100年
に一度の洪水予測では、最大標高が6～8フィー

トのスタンフォードの海岸を容易に浸水させるこ

とができる。また、洪水の水位が高くなると、

国内で最も高価な不動産がある海岸沿いの高額

物件にも影響を与える可能性がある。そのた

め、海岸が将来の気象システムに耐えられる

ようにすることが緊急の課題となっている。 

表1.洪水タイプ別に予測される洪水の頻度と高さ（最小-最大高さ、単位：メートル） 
(Rosenzweig et al., 2009より引用) 

 

洪水タイプ 洪水の頻度 洪水の高さ（m） 期間 
10年に1度の洪水 8～10年に一度 1.98 - 2.07 2010 - 2039 

3～6年に1回 2.13 - 2.22 2040 - 2069 
1～3年に1回 2.26 - 2.50 2070 - 2099 

100年に1度の洪水 65～80年に一度 2.68 - 2.74 2010 - 2039 
35～55年に一度 2.80 - 2.93 2040 - 2069 
15～35年に一度 2.93 - 3.20 2070 - 2099 

500年に1度の洪水 380～450年に一度 3.22 - 3.41 2010 - 2039 
250～330年に一度 3.47 - 3.57 2040 - 2069 
120～150年に一度 3.60 - 3.84 2070 - 2099 

 
 

図2. ウェストビーチパーク、カミングスビーチパーク、コーブアイランドパークが実質的に浸水していることが
わかる連邦緊急事態管理庁（FEMA）が作成した100年前のシミュレーション洪水地図 
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4. 提案された対策：適切なハザー
ド軽減技術の選択 

理論的根拠 

ハリケーン「サンディ」の後、スタンフォー

ド市は、海岸沿いの洪水や砂浜の浸食に対す

るビーチパークのレジリエンスを高める可能

性を模索してきた（Cassidy, 2013）。そのた

めには、ビーチの閉鎖期間を短縮し、清掃費

用や猛烈な暴風雨の後に持続する損害を軽減

することが必要である。 

また、海岸線の美観やレクリエーションの価

値を維持することも重要な課題である。さら

に、気候変動の影響に関連する不確実性も考

慮する必要があり、海岸の変動や沿岸リスク

の増加に適応した洪水防御対策が求められて

いる。 
 

2013年5月、コロンビア大学Earth Instituteの研

究グループは、市の代表委員会に研究結果を提

出した（Dawson, 2014）。報告書の中で、彼らは

スタンフォードのビーチパークにおける暴風

雨の被害を軽減するための様々な解決策を提案

した（Box1参照）。 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(Buonaiuto et al., 2011; Rosenzweig et al., 2011a; Rosenzweig et al., 2011b) 
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Dawson et al.,（2013）は、短期的には、ジオテ

キスタイルチューブで補強した植生のある砂

丘を建設し、ビーチパークのインフラの露出

を減らすことが、沿岸ハザードに対するレジ

リエンスを高めるために最も適した災害軽減

技術であるとしている。長期的には、Dawson 
et al.,（2013）は、海面上昇によって海岸が陸

側に後退することが唯一の長期的解決策であ

ると結論づけている。このグループの提案に

基づいて、スタンフォードの都市計画者は、

コーブアイランドパーク2のマスター再植計

画に、植生を強化した砂丘を組み込んだ

（Cassidy, 2013）。 
 

提案された施策の主な内容 

ジオテキスタイルチューブで強化された植生

砂丘は、強い波や風に対する自然の障壁のよ

うな役割を果たすソフトエンジニアリング対

策の一種である。その中心となるのは、高強

度で透水性のあるジオテキスタイルを織った

筒状の容器に砂を詰めたものである（Ginter, 
2013）。 

チューブの長さは15～60フィート（4.6～18.3
メートル）で、最長では200フィート（61メ
ートル）にもなる。砂丘の高さに応じて、チ

ューブを個別に配置したり、ピラミッド状に

積み重ねたりすることができる。(Industrial 
Fabrics社、2008年）。ジオテキスタイルチュ

ーブは、海岸線に沿って設置され、砂や植生

で覆われて浸食を軽減する。このチューブは、

背後のインフラを保護する緩衝帯として機能

し、洪水や高潮によるダメージのほとんどを

吸収する（City of Stamford, 2013）（Dawson et 
al.,2013） 

 
方法論：選択プロトコルに使用される多基準
分析 

Dawson et al.,（2013）は、その報告書の中で、

スタンフォード沿岸地域に最も適した災害リ

スク軽減技術を特定するために、複数のステ

ップを踏んでいる。彼らの多基準分析では、各

技術の定量化可能な側面と定量化不可能な側

面の両方を考慮することができる。彼らの選

定プロトコルの重要なステップは、費用便益

分析の実施であり、これにより定量化可能な

金銭的費用と便益を見積もることができる

（Box2参照）。 
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Box 2.費用便益分析 

費用便益分析（CBA）とは、プロジェクトやプログラム、政策を実施した際の費用と便益を比較することで、その価

値を金銭的に評価する手法である（Donga & Mechler, 2005; New Zealand Treasury, 2005）。CBAは、異なる提案を比較

するための一貫した評価基準を提供し、意思決定者が割り当てられた資源を最大限に活用するための適切な行動を選

択するのに役立つ(New Zealand Treasury, 2005)。 

計算する前に、プロジェクトの目的と制約条件を決定しなければならない。また、プロジェクトの前後の状況を比較

するために、基準となる状況を定義する必要がある。この基準となるシナリオは、無対策の状態、最小限の対策、ま

たは現在の対策レベルのいずれかである。 

CBA を成功させるためには、プロジェクトの負と正の要素をすべて定量化することが重要である。費用は多くの場

合、支出に関連しているが、便益は運営費や維持費の節約として考えられる。また、災害リスク管理においては、被

害の回避や軽減が便益として考 えられる(Donga & Mechler, 2005)。定量化できない費用や便益は、通常、定量的分析

から除外されるが、最終的な意思決定に大きな影響を与える場合には、それを強調する必要がある（New Zealand 
Treasury, 2005）。 

将来の費用や便益の現在価値を見積もるには、予測される金額を次の式で現在価値（PV）に割り引くこと

で可能となる。 
 
 
 

ここで、nは期間（0年目、1年目、2年目、3年目、...、nなど）を示し、割引率は「投資家がリスクの等しい他の典型

的な提案に対して受け取ることが期待される望ましいリターン」である（New Zealand Treasury, 2005）。 

プロジェクトの全体的な純便益を決定するためには、各時間区間の割引後の純キャッシュフロー（純便益）の合計

を、考慮される全期間にわたって計算する必要がある。結果として得られる値は、正味現在価値（NPVまたは

PVNB）として知られている。1年ごとの時間間隔で、現在の年（0年目）が建設開始の年でもあると仮定すると、

NPVの式は次のようになる。 
 
 
 
 

ここで、NCFn は正味のキャッシュフロー（期間 n の便益から費用を引いたもの）である。NCF0は、プロジェクトの開

始と同じ年内に発生した場合は割引されない(New Zealand Treasury, 2005)。 

適切な割引率は？ 
米国行政管理予算局（OMB）は、Circular A-4（2003年9月）で割引率と費用便益分析に関するガイダンスを発表してお

り[54]、規制分析のベースケースとして実質割引率7％を使用することを提案している。7%の割引率は、民間資本に対

する税引前の平均収益率の推定値である。 
米国経済における平均収益率は、企業の資本だけでなく、不動産や中小企業の資本に対するリターンも考慮したもの

である。これは、資本の機会費用に近似している。つまり、規制の主な効果が民間部門の資本利用を代替・変更する

ものである場合には、7%が適切な割引率となる。NPVの値（すなわちPVNB）が正であれば、そのプロジェクトは市

場金利よりも高いリターンを得ることができる。 

しかし、規制は常に資本の配分のみに影響を与えるわけではない。規制が主に民間消費に直接影響を与える場合（例

えば、財やサービスの消費者価格の上昇を通じて）、例えば長期国債の実質利回り（3％）のような低い割引率が適切

である。 

これは、社会が現在の消費を将来の消費に置き換える準備ができている率、つまり、社会が将来の消費フローをその

現在価値に割り引く率を意味する。割引率が高いと、将来の消費をより割り引く（重視しない）ことになる。一般的

には、連邦政府の資本の機会費用（国債の金利）が代用として用いられる。 
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Box 2.費用便益分析（続き） なぜ割引率の選択が重要なのか？ 

以上のことから、割引率の選択には以下の点が考慮されていることがわかる。世代間の衡平性の低い割引率は、将来に起こる

ことをより重要視する。例えば、費用が前もって発生し、便益が将来発生する場合、低い割引率を使用すると、高い割引率を

使用するよりも便益に対するNPVが高くなる。 

不確実性の要因 
CBAはバラバラな情報を一貫して整理するのに有効なフレームワークであるが、それはしばしば、賢明な公共政策を立案する

ためには不十分である。費用便益分析を行う際の不確実性の原因は、計算式の分母と分子にあり、それぞれ選択された割引率

（すでに説明したように）と、費用と便益の見積もりにある。実際、生態系の存在価値から得られる便益など、測定不可能な

便益や費用が存在する場合もある。 

意思決定の透明性を高めるため、通常、感度分析を行い、CBAの結果が主要な仮定や数値入力のもっともらしい変更に対して

影響を受けやすいかどうか、またどの程度影響を受けるかを明らかにすることが必要である（Arrow et al., 1996; Goulder and 
Stavins, 2002; Kelman, 1981; Graham, 2008）。 

割引率の不確実性を考慮すると、様々な割引率を使用することが適切である。NPVの符号が、割引率や、予測される将来の便

益や費用のわずかな変化に大きく影響されるようなプロジェクトには、あまり自信を持ってはいけない(Arrow et al., 1996; 
Goulder and Stavins, 2002; Kelman, 1981; Graham, 2008)。 

費用と便益の最善の見積りは、常に不確実性の記述とともに提示されるべきである（Arrow et al.1996; Goulder and Stavins, 2002; 
Kelman, 1981; Graham, 2008）。また、災害リスク軽減の場合、被害回避に伴う便益が確率曲線に対応していることがある。確

率の値を1つだけ選ぶと、不確実性のレベルが高くなる。このような理由から、CBA を策定する際には、条件が変化した場合

の指標の頑健性を確認するために、感度テストも実施する必要がある。これは、不確実性を予測し、予測されるリスクを評価

するために使用することができる。一般的なアプローチは、悲観的、最も可能性が高い、楽観的という3つのシナリオに応じ

て変数を修正することである (New Zealand Treasury, 2005) 。 

費用便益分析の結果は、政策決定に十分なものか？ 
CBAは、政策の有利な効果と不利な効果を比較するのに有効である。しかし、結果の不確実性が高ければ、CBAの結果は決定

的なものではない。経済効率は、規制の選択肢を評価するための基準の1つとなりうる。しかし、効率性だけでは、世代間の

衡平性や分配の問題を規制当局に伝えることはできない。最も適した選択肢を特定するためには、すべての関連情報を考慮し

なければならない。そのためには、選択肢を金銭的価値やNPVでランク付けするだけでなく、定性的だが適切な費用と便

益を考慮する必要がある。 
 
 

Dawson et al.,（2013）が作成した5段階のプロ

トコルは、スタンフォードの目標と気候変動

による不確実性を考慮し、以下の基準を含ん

でいる（図4参照）。 
1. 実現可能性 
2. 効果 
3. 費用便益分析を用いて評価される経時的な純

便益 
4. 柔軟性 
5. 正の外部性 

 
実現可能性とは、技術的、予算的な制約に関

連して、その措置が実際に実施可能なレベル

かどうかを意味する。 

例えば、この報告書の著者は、マクロレベル

の対策は、経済的・環境的コストが多大であ

り、得られる便益を上回るため、実現不可能

であるとしている。 
 

暴風雨による被害からのレジリエンスを高め、

「ビーチパークの美観とレクリエーションの

価値を維持する」という市の2つの目標を達

成できる技術であれば、効果的であるといえ

る（Dawson et al., 2013）。暴風雨の被害を軽減

する効果は、8.6フィート（2.6メートル）の高

さに相当する洪水レベルになりえる100年に

一度の暴風雨に対処する技術の能力によって

評価される。 
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図5.評価基準の決定木分析。緑のボックスの技術は基準を満たし、赤のボックスの技術は基準を満たさない。
斜体で書かれた「緑」の解決策（牡蠣殻床、塩沼、植栽）は、それ自体では 100 年に 1 度の洪水レベルに対抗
する効果はないが、他の「灰色」の技術と組み合わせることでレジリエンスを高めることができる。消去法で
考えた結果、砂丘がスタンフォードに最も適した解決策であることがわかった（Dawson et al.2013より引
用）。 

 
 

Dawson et al.,（2013）の試算によると、周囲

45フィート（13.8メートル）、高さ6.5フィー

ト（約2メートル）のジオテキスタイルユニ

ットを2～4フィート（0.6～1.2メートル）の砂

で覆うことで、このレベルの洪水に効果的に

耐えることができるという。 
 

技術選択プロセスの次のステップは、最も純

便益の高い対策を特定するための定量的な評

価である。費用効率性は、便益から費用を差

し引いた純便益に基づくパフォーマンス指標

である。効率的な政策は、社会にもたらされ

る正味の便益の現在価値を最大化するもので

ある。経時的な設定で動的な費用効率性を評

価するには、割引を行う必要がある。つまり、

費用と便益の流れを1ドルの金額、すなわち

正味の便益の現在価値（NPVまたはPVNB）に

減らすのである。このプロセスは、「費用便益

分析」と呼ばれる手法で、詳細はBox2を参照。 
 

防潮堤と砂丘の費用便益分析を図として提示

するために、 

 
Dawson et al.,（2013）は、各技術の建設にか

かる初期費用と、予測される純便益の現在価

値（PV）の合計を比較している（図6）。各

年の予測純便益は、ハリケーン「サンディ」

の被害額（945,000米ドル）を基に、2010年か

ら2039年の間に100年レベルの洪水が発生す

る確率を考慮して推定した、将来の被害回避

額に相当する（表1参照）。悲観的なシナリオ

では、年間確率0.0154（1/65）に対応し、楽

観的なシナリオでは、年間確率0.01（1/100）
の確率で発生する3.30年間の給付金のPVを計

算するための割引率として5%を選択4してい

る。式は以下のように記述できる。 

 
回避できた損害額は、楽観的なシナリオで

145,269米ドル、悲観的なシナリオで223,491
米ドルとなった。図6は，残りの2つのレジリ

エンス技術の建設費を示している。
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図6. 各技術の建設費用とその効果との比較 被害回避（100％被害防止と仮定）。純便益が最大化しないにもか
かわらずスタンフォードが防潮堤に興味を示したため、防潮堤も選択肢の1つとして検討された技術である。各
対策の費用の内訳は、Annex1のとおりである。 

 
 

技術の柔軟性とは、変化する気候条件に合わ

せて後から変更できるかどうかということであ

る。例えば、砂丘は、海岸の動きや暴風雨の

状況に応じて移動できるため、防潮堤よりも

柔軟性がある。最後に、正の外部性、つまり当

初の目的以外の付加的な便益や用途（ここでは、

暴風雨の被害軽減）も、技術の価値を高める。

砂丘の付加価値の例としては、水質の改善、

ランドスケープの美しさへの貢献、野生生物

の生息域の保護などが挙げられる。 
 

4種類の砂丘のうち、ジオテキスタイルチュー

ブで強化した植生砂丘の案が選ばれたのは、

植生砂丘の案と同じ利点を持ちながら、より

安定しているという利点があるからである。

この案は、メッシュコアログを用いた砂丘や、

メッシュコアログとジオテキスタイルチュー

ブを組み合わせて補強した砂丘など、他の2
つの強化型植生砂丘案よりも費用が低く抑え

られている（図6参照）（Dawson et al., 2013） 
 

ハザード移行技術の実施ガイドライ
ン 

2013年夏、スタンフォードの市政府はコーブア

イランドパークの基本的な再植プログラムに、

ジオテキスタイルチューブで強化された植生

のある砂丘を作ることを報告書の提言に含め

ていた。ランドスケープ増援事業者は、市当局

に砂丘の建設方法を提案した（McKenna, 2013）。 

 
この研究でも述べられているように、このよう

な構造物を設置する際にはいくつかの要素を

考慮する必要がある。海岸の形状、波の方向

と高さ、砂の量、現在と将来の潮位などの要

素が、砂丘の効果に影響を与えるため、サイ

トの位置を徹底的に評価しなければならない。

特に、コネチカット州のビーチは小さく、岩

の突出部があるため、このような問題が発生す

る（AP通信、2013年）。 

適切な幅と高さは、最悪のシナリオ（例：満

潮時の強い暴風雨）に基づいて定義されるべ

きである。請負業者が提示した案では、砂丘

の幅は25フィート（7.6メートル）、高さは約7
フィート（2.1メートル）となる。ジオテキス

タイルチューブは水面から少なくとも50フィ

ート（15メートル）のところに設置し、布製

のシュラウドと15,000立方ヤード（11,468.3m3）

の地元で浚渫された砂と在来種の植物で覆う

こ と にな っ て い る （ Dawson et al., 2013 ；

Hettiarachchi et al., 2013）。 

また、この報告書では、砂丘を海岸線に沿っ

て連続的に建設することを提案している。そ

うでなければ、水がシステムの切れ目を通っ

て砂丘の後ろに溜まってしまい、水が後退す

るにつれて砂丘にダメージを与え、不安定化

する可能性がある。砂丘にアクセスするため

の高架の通路は、より望ましい代替案になる

だろう（Dawson et al., 2013）。 
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図7.造園会社が提案したコーブアイランドパークのジオテキスタイルチューブで強化された植生砂丘のグラフ
ィック表現（Larry Weaner Landscape Associates、2013年 

 
 

定量的な例 

純便益の現在価値の計算 
 

年 費用 便益 純利益 
純便益の現在価値 

 

y C B = DA * p NCF＝B-C PVNB=NCF/[(1+r)^y] 

0 700,000 0 -700,000 -700,000 
1 10,000 118,750 108,750 101,636 
2 10,000 118,750 108,750 94,986 
3 10,000 118,750 108,750 88,772 
4 10,000 118,750 108,750 82,965 
5 10,000 118,750 108,750 77,537 
6 10,000 118,750 108,750 72,465 
7 10,000 118,750 108,750 67,724 
8 10,000 118,750 108,750 63,293 
9 10,000 118,750 108,750 59,153 
10 10,000 118,750 108,750 55,283 

     

   NPV 63,814 

 
設計年数が 10 年の洪水緩和対策の正味現在価

値を推定する（図 8 を参照）。 

下の表は、PVNCF(純便益の現在価値）を算定

するための年ごとの値を示している。 
 

年 費用 便益 純利益 
純便益の現在価値 

 

y C B = DA * p NCF＝B-C PVNB=NCF/[(1+r)^y]  

0 700,000 0 -700,000 -700,000 
1 10,000 118,750 108,750 98,864 
2 10,000 118,750 108,750 89,876 
3 10,000 118,750 108,750 81,705 
4 10,000 118,750 108,750 74,278 
5 10,000 118,750 108,750 67,525 
6 10,000 118,750 108,750 61,387 
7 10,000 118,750 108,750 55,806 
8 10,000 118,750 108,750 50,733 
9 10,000 118,750 108,750 46,121 

10 10,000 118,750 108,750 41,928 
     

   NPV -31,778 

 

より高い割引率（r=10%）を選択すると、将

来の便益はより多く割り引かれ、その結果、

NPVは小さくなると予想される。そして実際、

この場合はマイナスになる。 
 図8.10年の設計寿命を持つ洪水緩和策の正味現在価

値 
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この演習では、NPVを評価する際の割引率の

重要性を示している。 

 
5. 生態系を活用した災害リ

スク軽減との関係 

植生のある砂丘をジオテックスタイルで補強

することは、環境プロセスに適応し、自然の

ランドスケープを維持しながら、沿岸のハザ

ードのレジシエンスを向上させる革新的な方

法である。この技術により、潮位の上昇や高

潮に対応できる、より急峻で安定した砂丘を

作ることができる。砂丘は、波や風の力を吸

収し、洪水が内陸部へ進むのを防ぐことで、

防御線として機能する。また、砂の堆積や自

然補充により、砂の貯蔵庫としても機能し、砂

丘 の 浸 食 を 軽 減 す る こ と が で き る 。 
(Hettiarachchi et al., 2013; Rogers & Nash, 2003)。 

 
ジオテキスタイルチューブを用いて植生を強

化した砂丘は、他の硬質な工学構造物に比べ

て、海岸のランドスケープに溶け込みやすい。

しかし、沿岸のハザードを軽減するために砂

丘を建設することは、しばしば反対の声にさ

らされる。スタンフォードの住民は、コーブ

アイランドパークの砂丘プロジェクトに反対

の声を上げていないが（Dawson, 2014）、コ

ネチカット州の同じような海岸沿いの町の住

宅所有者の中には、砂丘によって海辺の景色

が妨げられ、財産の価値が下がる可能性がある

と感じている人もいる。これは、米国で最も価

値のある不動産を有する地域では、特にデリケ

ートな問題である（Associated Press, 2013）。さら

に、移動した砂が公有地や私有地に堆積するこ

とも多く、ハリケーン「サンディ」の後に見ら

れたように、高額な清掃費用が大きな障壁とな

っている。 
 
コロンビア大学の報告書では、生態系サービス

を促進することでハザードを軽減する代替方

法も議論された。それだけでは100年に一度の

洪水に耐えることはできないが、スタンフォー

ドのビーチパークにすでに存在する牡蠣の養

殖場と塩湿地は、補完的なリスク軽減策とし

て支持された（Dawson et al.、2013）。どちら

も波のエネルギーを減衰させ、野生生物を引

き寄せ、汚染物質を捕捉して水質を改善する。 

また、塩湿地はその広範な根系により、散発

的な高潮に耐え、洪水を吸収することができ

る。一方、牡蠣の養殖場は、周囲の海洋生態

系の生物指標として機能している（Oyster 
Reef Restoration, 2013）。また、これらの生態

系活用した取組は、他の技術に比べて安価で

ある。塩湿地の1エーカーの費用は24,000〜
33,000米ドル、カキ養殖場の1エーカーの費用

は2,000〜100,000米ドルである（Dawson et al., 
2013年）。スタンフォード市は、強化された

砂丘の建設に加えて、コーブアイランドパー

クの計画に既存の海岸線を追加するために、

国立魚類野生生物補助金を申請した（McKenna, 
2014）。このプロジェクトでは、植物、砂、岩

を使って海岸を安定させ、水生および陸生の

野生生物を呼び戻して保護し、水質を改善する

というものである（NOAA, 2013）。 

 
長所と短所: 
ジオテキスタイルチューブで強化された植
生のある砂丘 

砂丘は、沿岸生態系の一部であり、重要な役

割を果たしている。生態学的な機能としては、

鳥類やカメの生息域や繁殖地を提供したり、

在来種の植物を生育させたりすることで、生

物多様性を豊かにすることである。水のろ過

は、砂丘がもたらす多くの利点の一つである。

砂丘は時間をかけて段階的に建設することが

でき、沿岸のハザードを軽減するための長期

的な解決策として適している（ Cassidy, 
2013）。砂丘は、風、波、潮の流れに応じて変

化する柔軟な構造物である。さらに、都市構

造物のランドスケープを遮り、より落ち着い

た海岸環境を作り出すことで、ランドスケー

プの美しさにも貢献している。 

 
ジオテキスタイルチューブを使用した植生砂

丘は、自然界に存在する砂丘を改良したもの

である。まず、このタイプの砂丘には、二重

の保護構造が備わっている。植物の根が砂丘

の 表 面 の 砂 を 束 ね て 越 流 を 防 ぐ一 方

（Hettiarachchi et al.,2013）、ジオテキスタイ

ルチューブがコアの安定性を強化している。

第二に、このチューブは費用便益に優れてい

る。より少ない砂で高い砂丘を建設すること

ができ、メッシュコアログ（砂丘装甲のもう

一つの選択肢）と同等の侵食耐性を持ちな
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ら、約 21 ％のコスト軽減を実現している

（Dawson et al., 2013）。メンテナンス費用は、

砂が暴風雨で浸食して、カバーかチューブが

露出しないかぎり、最小限で済む。長期間の

使用に耐えるように設計されたチューブは、

風化や腐食性液体、生分解に影響されない耐

久性のある織布ポリマーでできている

（GEOfabrics, 2011）。最後に、強化された植

生の砂丘を除去するには、布をはがし、砂充

填剤を排出し、チューブをその場所から移動

させる必要がある（Dawson et al.、2013）。 
この技術にも他の技術と同様にいくつかの欠点

がある。一般的に、オーバーウォッシュ5は砂

丘の背後に砂を拡散させるため、近隣の都市

部や住宅地に迷惑をかける可能性がある。改

良型砂丘は、自然の砂丘のように海岸の動き

に順応できず、簡単には移動できない。さら

に、消波管は硬い構造物として機能し、その

前にあるビーチの波動による侵食を助長する

（Dawson et al., 2013） 。メンテナンスのために

は定期的な養浜が必要だが、予測される海面

レベルのさらなる上昇と沿岸の暴風雨の強さ

を考慮すると、長期的にはコストがかかる可

能性がある。また、砂丘システムの崩壊を避

けるためには、できるだけ早期に、かつ迅速

に補修を行う必要がある。 
 

方法論：多基準選択プロセス 

Dawson et al.（2013）のアプローチでは、費用便

益分析の要素を含む多基準分析を行うことで、

沿岸ハザード軽減戦略の様々な側面を総合的

に検討することができた。彼らの手法は理解

しやすく、適用しやすく、重要な質的・量的

影響を持つ選択肢を比較する際に柔軟性をも

つ (New Zealand Treasury, 2005)。 
しかし、人件費や保守・修理費などの材料費以

外の金銭的な費用や、測定結果から得られる無

形の便益は、費用対効果の計算に含まれてい

なかった。これを怠ると、費用と便益の一部

が過大評価または過小評価される可能性があ

った。このため、正負の要因が議論され、多

基準分析と保持された対策の最終評価におい

て考慮された。防災の文脈で 費用便益分析を

適用する際のもう一つの問題は、ハザードイ

ベント自体がランダムに生じるため、便益が

確率的であることである。この問題に対処す

る方法は、Dawson et al.,（2013）が報告した 

ように、正味現在価値（NPV）の計算に期待

便益の考え方を含めることである。また、地

方自治体との緊密なパートナーシップも、こ

の研究の重要な要素となっている。このパー

トナーシップは、研究の指針となっただけで

なく、公園やビーチのレジリエンスを向上さ

せるための市の計画に、彼らの提言を組み込

むことにも貢献した。徹底した科学的調査に

加えて、スタンフォード市の関心と期待を考

慮することで、彼らの調査結果が地元の都市

計画者に受け入れられる可能性が高くなった

のである。 

 
6. 教訓と結論 

スタンフォード市の事例は、政府当局と学界

のメンバーが協力して、より多くの情報に基

づいた意思決定を行った成功例の一つである。

多基準分析および費用便益分析は、他の選択

肢と比較してプラス面とマイナス面を評価す

ることにより、最も適切な解決策を決定する

のに役立つことが分かった。これらの変数を

適切に特定し、定量化することは、費用便益

分析の重要なステップである。環境破壊の影

響や生物多様性の豊かさなど、無形の費用・便

益をより適切に評価することが、より包括的

で成功する分析につながる。 
ジオテキスタイルチューブを用いて植生を強

化した砂丘は、安定したコスト効率の高い構

造物であり、海岸の力学や環境の変化に対応

することができる。コネチカット州の海岸沿

いに住む多くの個人住宅所有者は、洪水軽減

のための砂丘の建設や拡張を支持しているが、

海辺のランドスケープが損なわれたり、敷地内

に移動した砂を除去するために多額の費用が

発生したりすることを懸念して、未だに納得

していない人もいる（AP通信 , 2013, Mayko, 
2013）。今のところ、洪水や高潮から身を守る

ためには、硬い構造物が依然として主流となっ

ている。スタンフォード市は、多額の財政投資

が必要となるにもかかわらず、防潮堤に関心を

示している。ニューヨーク市も、ハリケーン

「サンディ」の際に効果を発揮したスタンフォ

ード港のようなハリケーンバリアーの建設を

検討している(Navarro, 2012)。 
いずれにしても、潮の満ち引きに屈して危険

性の低い地域に移住するという長期的な解決 
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策を考えた住民はほとんどいない。政府の支

援を受けた取り組みとしては、国の洪水保険

プログラムや、最近可決された暴風雨に対す

る住宅改修の制限を緩和する州法案は、人々

が洪水の発生しやすい地域に留まることを助

長するという逆効果をもたらした（Walsh, 
2012; Mayko, 2013）。このような地域での再

建を認めると、長期的には費用がかかりすぎ

るだけでなく、暴風雨の被害を拡大させてい

る根本的な原因である人や財産の曝露に対処

することができなくなる。ハザードへの曝露

を減らすことによってのみ、効果的かつ持続

的にレジリエンスを高めることができるので

ある。 

 

7. 演習と講義ノート6
 

1. スタンフォードの高潮や沿岸の洪水を防ぐ

ために、植生のある砂丘やハリケーンバリ

アーを建設することのメリットとデメリ

ットを列挙せよ（下表参照）。注：回答

は青で示している。ハリケーンバリアー

についての情報は、オンラインで見つけ

ることができる。 

2. Net Present Valueの計算 

2.1 設計年数10年の洪水緩和策（A）の正

味現在価値を推定する。情報を提供す

る。 

費用： 

– 0年目：0年目の材料費と設置費C0＝

USD 400'000。 

– 次年度以降：保守費用0米ドル（1～
10年目は毎年 

便益 

– 100%のダメージ回避（DA）に伴う金

銭的な利益は、以下の通り。 

 
y C B = DA * p NCF＝B-C PVNB=NCF/[(1+r)^y] 

0 400,000 0 -400,000 -400,000 
1 0 70,000 70,000 65,421 
2 0 70,000 70,000 61,141 
3 0 70,000 70,000 57,141 
4 0 70,000 70,000 53,403 
5 0 70,000 70,000 49,909 
6 0 70,000 70,000 46,644 
7 0 70,000 70,000 43,592 
8 0 70,000 70,000 40,741 
9 0 70,000 70,000 38,075 

10 0 70,000 70,000 35,584 
     

   NPV 91,651 

 

植生した砂丘（VSD） ハリケーンバリアー（HB） 
長所 短所 長所 短所 
費用対効果：1,860,000米ド
ル 

時間経過による侵食 高潮や洪水に対する効果
が実証されている（例：
ハリケーン「サンディ」
時のスタンフォード）。 

費用：スタンフォード HBの費用
は14.5百万米ドル、一般的には数
百万から数十億の費用がかかる
可能性がある。 

高潮、洪水、風を防ぎ、そ
の背後にあるインフラを
守る。 

砂の堆積があっては
ならない公有地や私
有地での砂の堆積の
残留 

 環境への影響（例：閉鎖時に汚
染物質が障壁の後ろに閉じ込め
られる、潮の流れや水の塩分濃
度が変化する、湿地帯が減少し
て地域の海洋生態系や鳥類の生
息域に影響を与えるなど） 

野生生物の生息域となる 効果の程度はまだ評価
されていない 

侵食された場合には、サ
ンドバンクとして機能す
る。 

 

植生した砂丘を補強する
ジオテキスタイル・チュ
ーブ 

ランドスケープを乱す 

一旦設置してしまうと柔軟
性のない構造 

ランドスケープの美化に貢
献する 

バリアによって保護されてい
ない周辺地域に洪水を引き起こ
したり、悪化させたりする可能
性がある。 環境の変化に適応できる 
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DA＝700,000米ドル（1年目から10年
目まで毎年）。 

– 被害を 100％回避できる確率は、

P=0.1（1/10）に相当する。この値は、

10年に1度の頻度で洪水が発生した

場合の確率である（10年に1度の洪

水レベル、期間2010-2039、表1参照）。 
– したがって、年間の利益はB = DA* P 

割引率： r = 7% (0.07) 
 

2.2 設計年数 10 年の別の洪水緩和策（B）
の正味現在価値を推定する。情報を

提供する。 

費用： 

– 0年目：材料費と設置費 C0 = USD 
200'000 （初期費用） 

– 次年度以降：保守費用 25,000米ドル

（1年目から10年目まで毎年） 

便益 

– 100%に付随する金銭的利益 

ダ メ ー ジ 回 避 （ DA ） は 、 DA = 
USD700'000（1年目から10年目まで毎

年）に相当する。 

– 被害を100％回避できる確率は、

P=0.1（1/10）に相当する。この値は、

10年に1度の頻度で洪水が発生した場

合の確率である（10年に1度の洪水レ

ベル、期間2010-2039、表1参照）。 

– したがって、年間の利益はB = DA* P 割

引率: r = 7% (0.07) 

2.3 あなたの計算によると、どの対策が

最も効率的か？ 

7%の割引率を使用すると、NPVが最

大となるため、対策Bが最も効率的で

ある。 
 

2.4 割引率を2%として、2.1および2.2で
行ったすべての計算を繰り返す。 

解決策 

表の付録：3つのビーチパークすべてにおける各施策の推定費用の内訳（Dawson et al., 2013） 
 

 技術 単位費用  
コーブアイランド 

パーク 

カミングスビーチ 

パーク 

ウエストビーチ 

パーク 

総費用  
 

植生した砂丘 
1リニアフィートあたり

370ドル 
長さ1300フィート、高さ
10フィート。 

30フィート幅=$480,000 

長さ1000フィート、高さ
10フィート。 

30フィート幅＝370,000
ドル 

長さ800フィート、高さ10
フィート。 

30フィート幅=$296,000 

$1'550'000 

メッシュコアログで植生を強化し

た砂丘センター 
直径18インチのSoxxを

15個使用した高さ5=10

フィートの砂丘の場

合、1リニアフィート

あたり760ドル。 

 

長さ1300フィー

ト、高さ10フィー

ト＝987,000ドル 

 

長さ1000フィー

ト、高さ10フィー

ト＝76万ドル 

 

長さ800フィート、

高さ10フィート＝

606,000ドル 

 
$2'353'000 

メッシュコアログとジオテキスタ

イルチューブで植生を強化した砂

丘コンビネーションセンター 

Soxxと直径の異なるジオ
テキスタイルチューブを
使用し、高さ10フィート
の砂丘の場合、1リニアフ
ィートあたりう900ドル。 

 

長さ1300フィー

ト、高さ10フィー

ト＝117万ドル 

 

長さ1000フィー

ト、高さ10フィー

ト＝900,000ドル 

 

長さ800フィート、

高さ10フィート＝72

万ドル 

 
 

$2'800'000 

強化された植生の砂 

ジオテキスタイルチューブを中

心とした砂丘 

 

1リニアリニアフィー

トあたり250ドルのチ

ューブと1トンあたり

50ドルの砂 

 

長さ1300フィート、高

さ10フィート、幅30フ

ィート＝780,000ドル 

 

長さ1000フィート、高

さ10フィート、幅30フ

ィート＝60万ドル 

 

長さ800ft、高さ10ft、幅

30ft=$480,000 

 
$1'860'000 

階段状の護岸 11,600ドル/リニアフィー

ト 
1300ft=$15,080,000 1000フィート＝

11,600,000ドル 
800フィート＝9,280,000
ドル 

$35'960'000 

伝統的な縦型 

防波堤 

 
2600ドル／リニアフィー

ト 

 
1300ft＝338万ドル 

 
1000フィート＝260万
ドル 

 
800ft=$2,080,000 $8'060'000 

塩性湿地 
24,200～33,000ドル/ac 2 ac=$48,400-。 

$66,000 

 
0 ac=$0 

 
0 ac=$0 $48,400-66,000 

牡蠣の養殖場 
 
2,000～100,000ドル/ac 

2ac=$4,000-。 

$200,000 

 
0 ac=$0 

 
0 ac=$0 $4,000-200,000 
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対策A（割引率r＝2％）  

解決策 
対策B（割引率r=2%) 

 
2.5 費用便益分析の結果（2.4）のみに基づくと、規制当局はどの対策を選択するのか？ 

ここで、より低い割引率を使用した場合、政策立案者は、NPVが最も高い（226,209米ド

ル）プロジェクトBを選択する可能性が高くなる。 
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注釈 

1 これは、スタンフォード市がハリケーン「サンディ」の被害を比較的受けなかった理由の一部に
過ぎない。スタンフォード市が満潮前に到着し、風向きが変わったことで、ハリケーンの影響が
軽減されたのである（Applebome & Rivera, 2012)。 

2 2014-2015年に砂丘を設置するための予算は、本書の発行時点ではまだ承認待ちだった
（McKenna, 2014）。 

3 表1では、科学者たちが、それぞれの洪水の種類と期間に応じて、洪水の頻度の上限と下限を示し
ている。洪水の発生頻度が高ければ高いほど、シナリオは悲観的なものになる。例えば、2010年か
ら2039年までの期間に発生する100年に1度の洪水は、平均的な発生頻度が65年に1度（悲観的な
シナリオ）または80年に1度（楽観的なシナリオ）となっている。シナリオの確率は、1を年数で割っ
て算出され、例えば1/65＝0.0154となる。 

4 Dawson et al.,（2013）は、科学者の間では30年単位で気候予測を行う慣習があるため、30年で
計算した[19]。 

5 波によって砂丘が倒され、砂が内陸部に堆積する過程（U.S. Geological Society（USGS）, 2013）。 
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ケーススタディ7 
山岳の生態系：スイスとその
他のアルプス諸国の保護林 

 
1. 概要 

 

概要 高山地域では、山のハザードを軽減するための保護林の役割が1870年代から知られてい

た。このケーススタディでは、森林がどのようにして高山道路の維持に貢献しているかを

説明し、また、山の生態系を効果的に管理・保護するために、高山地帯の国や地方自治

体が使用しているツールや戦略の概要を説明する。演習では、森林の保護的役割や、森林

管理を最適化するために当局がとっているアプローチについて理解を深めることがで

きる。 

学習目標  山岳地帯の生命と財産を守る森林の仕組みを紹介する。 
 自然ハザードを軽減するための森林の有効性に影響を与える要素を見つける。 
 アルプス諸国が保護林を管理するために実施している政治的・経済的な対策を知

る。 

ガイダンス このケーススタディでは、保護林がもたらす複数のメリット、すなわちヨーロッパの主要交通

網における山岳ハザードリスクの軽減に焦点を当てることを目的としている。また、保護林

を効果的に管理するために政府が策定した対策やガイドラインについても紹介している。 

参考文献 Wehrli, A. and Dorren L., 2013. Protection forests: A key factor in integrated 
risk management in the Alps. In: The Role of Ecosystems in Disaster Risk 
Reduction. Renaud, Sudmeier-Rieux, and Estrella (eds.). Tokyo: United 
Nations University Press. pp. 321-342 
Dorren et al., 2004. Integrity, stability and management of protection forests 
in the European Alps. Forest Ecology and Management 195, pp. 165-176 
Frehner et al., 2005. Gestion durable des forêts de protection. Soins 
sylvicoles et contrôle des résultats : instructions pratiques. Bern. Office 
Federal of the Environment. [Online] 
Available 
at:file:///C:/Users/tst/Downloads/Gestion+durable+des+for%C3%AAts+de+pr
otection+2005.pdf 

 
 

2. 背景 
 

 
 

アルプス山脈は、スイス、フランス、オース

トリア、イタリア、リヒテンシュタイン、

ドイツ、スロベニア、モナコの8カ国にまた

がる約1,200kmのヨーロッパで最も重要な山

脈であり、最初の4カ国はアルプスの大部分

の領域を国境内に有している。 

ケーススタディ地域 アルプス 

対象国 スイス、ドイツ、オーストリア

を中心としたアルプス諸国 

生態系 山岳 

ハザード マス・ムーブメント（落石、雪

崩、浸食、地滑り、土石流）、

洪水 
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アルプスは、ヨーロッパの低地に飲用水、灌

漑用水、水力発電などを供給している。面積

はヨーロッパの表面積の約11％に過ぎないが、

アルプスはヨーロッパ低地に最大90％の水を

供給しており、特に乾燥地域や夏の間は水を

供給している。アルプス地方には強い文化的

アイデンティティがある。アルプスの村々に

は、農業、チーズ作り、木工などの伝統的な文

化が今も残っているが、観光産業は大きく拡

大し、主要な産業となっている。現在、この

地域には1,400万人の人々が住み、年間1億
2,000万人の観光客が訪れている。 

 
アルプスの地形は、非常に多様な標高を特徴

としており、それが気候の極端な違いにつな

がっている。アルプスで見られるいくつかの

植生帯は、主に標高と気候の違いに影響を受

けている。渓谷では、様々な落葉樹種（オー

ク、ブナ、ポプラ、ニレ、バーチ、クリなど）

が生育している。標高の高いところでは、針葉

樹（トウヒ、カラマツ、マツ）の森が最も多く

なっている。樹林帯の上や永久雪線の下には高

山草原が広がっており、短い夏の間、羊や牛

が草を食べている。 
 

アルプス地方の災害リスク管理において、森林

は重要な役割を果たしている。森林は「保護林

（protection forest）」と呼ばれ、落石、雪崩、

地滑り、土石流、洪水など、アルプスでは比

較的頻繁に起こる危険な現象から人々や資産

を守るために管理されている。オーストリア

では、1870年以来、保護林の役割が認識され

ており、各連邦州の「保護林プラットフォーム」

によって管理が調整されている。スイスでは、

1980年代初頭から保護林の管理方法が確立され

ている。今日では、スイスの統合的なリスク管

理戦略において森林は重要な役割を果たしてお

り、人工的な対策と並んで考慮されている。 
 

保護林の範囲は国によって異なる。オーストリ

アでは、全森林面積の31％が保護林としての

機能を持っており、第3回スイス国有林インベ

ントリーによると、スイスの森林の43～50％
が自然ハザードからの保護機能を果たしてい

る。ドイツ南東部のバイエルン・アルプスで

は、保護林が全森林の約60％を占めている。 

オーストリアとイタリアの間のチロル地方では、

保護林の割合が約66％とさらに大きくなって

いる。 
 

3. 課題 

アルプスのランドスケープは、インフラや経

済の発展、気温の上昇などにより、過去100
年間で大きく変化し、主に農耕地から観光地

への依存度が高まっている。それと並行して、

森林は整備されていないために危険な状態に

なっており、国民は可能な限り人工的な解決

策よりも保護林や自然保護策を支持していた

（Metral, pers communication, 2013）。雪崩、

地滑り、落石など、アルプスで発生する危険

な現象の確率が高まり、さらに山道を通る人

が増えたことから、スイス政府は山岳ハザー

ドを軽減するためにアルプスの森林を管理す

る森林管理政策を策定した。 
 

4. 実施した対策 

論理的根拠 

過去50年の間に、アルプスの保護林の重要性

が高まっている。また、人口の増加に伴い、

以前は安全でないとされていた地域に高密度の

居住地が形成された。また、アルプスを横断

する交通インフラも整備され、この地域はヨ

ーロッパの主要な幹線道路の一つとなってい

る。アルプス観光も盛んになり、これまで冬

期には避けられていた遠隔地の山岳地帯も、

恒常的に観光できるようになることが期待さ

れている。チロル地方では、800万人の観光

客が夏休みや冬休みを過ごし、ピークシーズ

ンには人口密度が1km2あたり800人に達する。

山岳地帯で危険にさらされる総資産は着実に

増加しており、保護対策への投資を拡大する

必要がある。 
 

施策の主な内容 

保護林の主な機能は、自然ハザードから人々

やその資産、インフラを保護することである。 
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図1.保護林システム：森林（3）は、曝露した資産
（2）をハザード（1）から保護する。ハザードは、
山間部では、地滑り、落石、土石流、雪崩、浸食、
洪水などが考えられる。出典Brang et al., 2001 

 

保護林システムは3つの主要な要素から構成

されている。(1)潜在的なハザード、(2)さら

されている資産、(3)その間にある森林である。

3番目の要素は、特定の場所における自然ハザ

ードの影響を軽減または防止することができ

る場合、保護林とみなされる（以下の図1を
参照）。 

 
費用対効果が高いだけでなく、保護林は直接

的な保護効果、間接的な保護効果、またはそ

の両方を兼ね備えている。保護林は、その保

護機能が特定の場所（通常は曝露した資産の

真上）に直結している場合、直接的な保護効

果を持つ。例えば、雪崩保護林は通常、村や

道路の上に位置する。一方、間接的な保護効

果は、森林の特定の場所ではなく、ランドス

ケープ全体における森林の存在に関連してい

る。例えば、河川の集水域に位置する森林は、

侵食プロセスや洪水を防ぐか、少なくともそ

の軽減に貢献することができる。さらに、森

は、雪崩の脅威を思い起こさせる雪崩防止柵

よりも、保護の観点からはより安心できると

考えられる（Metral, pers communication, 2013）。

森林の保護効果は、次のような基準によって

決定される。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ハザードの種類（その確率と強度を含む） 
 森林自体の状態（樹木の種類、幹の構

造、樹齢、密度、樹木の再生の程度、

害虫の侵入のしやすさ）。 

 森の位置、場所 

 斜面の特性 

 
実装とガイドライン 
高山地域の森林はそれぞれ異なるため、国境

を越えた一貫した保護林管理戦略やアプロー

チには大きな課題がある。 
 

スイスでは、カントン（訳者注：スイスの地

方行政区画）（もしくは州政府）が保護林を

設定し、森林管理計画を立てることが義務づ

けられており、カントンの独立性は高いとさ

れている。 
 

 

自然災害 森林の直接的な保護効果/木 

雪崩 樹木（針葉樹など）が均質な雪層

の形成を妨げることで、そのよう

な圧縮層の発生を防ぎ、雪崩の

発生を防ぐことができる。 

落石 森林は主に、最大5m3までの落石

を軽減するために使用される。樹

木は、地面に倒れている幹や根の

部分が障壁となり、落石のエネル

ギーを減少させる。 

落石を防ぎ、岩石が斜面の最下

部に到達するのを防ぐことがで

きる。 

浅い地滑り 樹木の根は、機械的に浅い地滑りを防

止または軽減することができる。 

樹木や植生は表面的な効果だけで

なく、土壌の補強にもなる。 

リターを恒久的に設置し、降水を

遮断することで、侵食を防止する

とともに、蒸発散のバランスにプラ

スの影響を与えることができ、土

壌の水分バランスの改善につなが

る。 
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スイスのカントンは、連邦森林法をカントンの

規制によって具体化している。連邦政府は、

国の指針と戦略的リーダーシップを提供し、

保護林管理のためにカントンに補助金を支給

している。補助金は、カントンの実績とサー

ビスに基づいて支給されるが、全体の費用は

連邦政府とカントンおよび地方自治体が分担

することになっている。 

スイスの森林管理システムは、個人の森林所

有者（および、その森林管理者）が保護林の利

用を促進し、森林管理ガイドラインに従うこ

とに大きく依存している。スイスの保護林の

67%が個人所有で、33%が公共のものである

と言われている。森林所有者は、保護林を適

切に管理することで、現金による奨励金を受

け取ることができる。ダボスのようないくつ

かの地域では、私有地の所有者は、自分の土

地を使用し、森林を維持する見返りとして、ス

キー事業から得られる利益の一定割合を受け

取っている。そのため、戦略的な森林計画は、

カントンレベルで行われ、運営計画は、森林

所有者のレベルで行われている。近年、国内

の保護林プロジェクトの資金配分を決定するた

めに、より合理的なリスクベースの評価と費用

便益分析が強く求められるようになった。保護

林の管理を支援するために民間の森林所有者

に補助金やその他の財政的なインセンティブ

を割り当てることは、他の高山地帯の国々で

もよく行われている。 
 

森林は動的なシステムであるため、その保護効

果は時間とともに変化する。そのため、持続

可能で長期的なハザード防止効果の最大化に

焦点を当てた森林管理システムを構築する必

要がある。そのためには、間伐や伐採などの

森林施業を行い、樹木の再生を促すことが必

要である。これらの方法は、あらゆる年齢や

成長段階の樹木の小規模なパッチワークを確

立することを目的としている。 
 

高山地帯の保護林の管理は、2005年にスイス

で 出 版 され た 「 Sustainability and Success 
Monitoring in Protection Forests（保護林の持続可

能性と成功のモニタリング）」など、特定の

ガイドラインを作成して実施することで最適

化されている。このハンドブックは「NaiSガ
イドライン」として知られており、森林の現 

在の状態と、保護されている状態を比較する

ことができる。危険なプロセスの影響を許容

範囲内に抑えるためには、関係する自然ハザ

ードや土地の種類に応じて、最低限の森林プ

ロファイルと理想的な森林プロファイルを設

定する必要がある。これらの「目標プロファ

イル」は、主に幹の数、伐採地の大きさ、樹

冠密度などの構造物要素を指す。これらのガ

イドラインによると、森林の構造は多様で、

単木または群生が撹乱に耐えること、木の再

生は継続的であることが望ましいとされてい

る。森林内の樹木の成長のバリエーションの

程度は、森林の長期的な保護効果を決定する。

不均質な森林は、自然ハザードに対する長期

的な保護効果が最も高く、自然の撹乱に対す

るレジリエンスが高いと考えられているため、

均質な森林よりも好ましい。しかし、スイス

の保護林のような場合、ノルウェイトウヒ

（Picea abies）に支配された均質な森林が多

く、木の再生がうまくいかないことがある。

以下の表1は、NaiSガイドラインのターゲッ

トプロファイルの一例である。 
 

NaiSガイドラインは、保護林の開発と改善の

鍵となる、標準化された意思決定プロセスを

確立している。保護林のモニタリングの目的

は、できるだけ効率的に高い保護効果を得る

ことである。NaiSのガイドラインでは、伐採

方法に優先順位をつけることができ、費用対

効果が高いと判断された場合にのみ伐採を実

施できる。 
 

5. 生態系を活用した災害
リスク軽減との関係 

保護林は、アルプスの災害リスク管理におい

て重要な役割を果たしている。アルプスの森林

は、落石、雪崩、浸食、地滑り、土石流、洪

水など、アルプスでは比較的頻繁に発生する

危険な現象から、危険の強さ（緩和効果）と

可能性（予防効果）を軽減することで、人々

とその資産を守っている。 
 

しかし、保護林は完全な保護を提供するもので

はなく、落石防止ネットや雪崩防止柵などの

追加的な人工的対策によって、残存リスクを

さらに低減することができる。 
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スイス政府は、過去10年間、森林の保護対策

に年間1億2,000万～1億5,000万スイスフラン

を投じてきたが、これには人工的な対策（雪

崩防止柵、柔軟な落石防止ネットなど）も含

まれている。ドイツのバイエルン州では、

1986年に保護林再生プログラムが開始されて

以来、約6,000万ユーロが投資されており、過

去20年間で1ヘクタールあたり250ユーロに相当

する。 
 

保護林の費用と効果を推定する技術が開発さ

れている。森林に覆われた落石の多い斜面か

ら下り坂の道路を走行する人を対象に、既存

の森林による緩和効果がある場合とない場合

の3D落石シミュレーションを行い、落石のリ

スクを評価した。その結果、森林があること

で、この場所の道路利用者のリスクが91％軽

減されることがわかった。これは金額にして

1年あたり約1,000スイスフランに相当し、 

観光、野生動物、アグロフォレストリーなど、

森林から得られる付加的な金銭的利益は含ま

れていないが、これも相当な額になる可能性が

ある（Wehrli and Dorren, 2013）。 
 

長所と短所 

保護林は一般的に、山岳ハザードの軽減に非

常に効果的かつ効率的である。例えば、保護

林は、斜面全体などの広い範囲に保護効果を

与えることができ、雪崩や落石などの異なる

種類の自然ハザードに対しても同時に効果を

発揮することができるのである。そのため、

空間的に制限され、通常は1種類のハザード

に対してしか保護できない技術的手段と比較

して、明らかな利点がある。また、保護林の

管理にかかる費用は、技術的・工学的対策の

建設や維持管理に比べて5～10倍も安いと言

われている(Wehrli and Dorren, 2013)。

表1.サイトタイプと自然ハザードに対する最小および理想の森林プロファイル 
出典：Frehner et al, 2005から改変 
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落石、土石流、雪崩などのマス・ムーブメン

トの影響を和らげる効果はあるものの、森林

が山のハザードを完全に防ぐわけではない。

重要な交通インフラを保護するために、政府

はこの「環境対策」と落石防止ネットや雪崩

防止バリアなどの構造物対策を組み合わせて

いる（図3）。 
 

さらに、森林を最適に保護するには、多様性の

確保や害虫の侵入に対する抵抗力の維持など、

7つの要素が必要である。これらの特徴を持たな

い森林は、ハザードを軽減する効果が低い。 

 
6. 教訓と結論 

保護林は、自然ハザードに対する非常に効果

的かつ効率的な対策であると考えられている。 

現代の保護林管理は、主に自然の生態系（構

造とプロセス）の保護能力を利用することに

基づいており、効果と効率の両方を最大化す

ることを目指している。 
 

保護林の管理を成功させるためには、質の高

いガイドラインの作成や、推奨された対策を

適切に実施するための林業家や森林所有者へ

の研修など、いくつかの要素が重要となる。

また、森林保護システム全体に関する知識の

不足にも対処する必要がある。例えば、自然

ハザードと保護林のシミュレーションモデル

を改良することで、森林保護システムに関す

るより良い洞察を得て、既存のガイドライン

を改善することができる。学際的なアプロー

チを採用することで、生物学的、育林学的、

技術的、経済的な課題に幅広く対応すること

ができる。これらの対策は、持続可能な森林

管理のための継続的な政治的・財政的支援に

よって支えられている。 
 
 

 
図2.保護林（スイス、ダボス） 
Credit: UNEP 
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図3.落石の危険性があるオーストリアの山道に、アルプスで一般的に使用されている3つの異なる保護対策
（落石防止ネット、落石防止ダム、保護林）を施したもの （Credit: L. Dorren, 2004） 

 

7. 演習と講義ノート 

1. 保護林には、直接保護と間接保護の両方

の機能がある。この2つの機能の関連性

を説明しなさい。 
 

2. 保護林の効果に影響を与える4つの要因

を列挙し、それらが森林の保護機能にど

のような影響を与えるかを説明しなさい。 

I. ハザードの種類 

II. 森の状態 

III. 森の位置、場所 

IV. 斜面の特性 
 

3. スイスでは、どのような政治レベルで森林

管理が行われているのか？連邦政府はど

のような役割を果たしているか。森林管

理の地方分権化の利点は何か。 
 

4. 自分が高山のコミュニティの市長である

と想像してください。2つの国の国境に 

 
位置するこのコミュニティは、列車、ト

ラック、自家用車による人や商品の輸送

に使われる交通量の多いルートに沿って

いる。しかし、この重要なルートでは、

冬には雪崩が、夏には落石がしばしば発

生する。これらのリスクを軽減するため

に、あなたならどのような対策を選択する

か、またその理由は？ 
 

回答 

1. 保護林には、直接保護と間接保護の両方

の機能がある。この2つの機能の関連性

を説明しなさい。 

直接保護とは、サイトに関連するもので、

森林がハザードと、それにさらされる

人々やインフラの間に位置することで保

護することを意味する。 

間接保護機能は、洪水や過度の土壌浸食

などのプロセスから森林を保護するため

に重要である。例えば、森林はその根を

通じて土壌構造を安定させ、浸食プロセス

のリスクを低減させることができる。 
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間接的保護機能は、森林が生存し、資産

を保護するという役割を果たすための環

境を整えることで、直接的保護機能を支

えている。間接的機能が損なわれると、

森林が侵食され、山の生態系の一部また

は全部が破壊されることになる。 
 

2. 保護林の効果に影響を与える4つの要因

を列挙し、それらが森林の保護機能にど

のような影響を与えるかを説明しなさい。 
 

I. ハザードの種類：森林が提供する保

護は、対象となるハザードによって

異なる。一方、保護林は岩石の落下

を遅らせ、斜面を下る際のエネルギ

ーを軽減する。 

II. 森林の状態：様々な成長段階にある

様々な樹種からなる多様な森林は、

ハザードの軽減に効果的であり、ハ

ザードへのレジシエンスも高い。急速

な木の再生により、森林内の木の供給

が継続される。 

III. 森の位置、場所。明らかに、健全な

山林は、ハザードと保護すべき資産

の間に直接位置していれば、よりよ

く保護することができる。 

IV. 斜面の特徴：斜面の勾配が大きいと、

落石、雪崩、土石流、洪水などの山岳

ハザードのエネルギーが大きくなり、

その影響も大きくなると考えられる。 
 

3. スイスでは、どのような政治レベルで森林

管理が行われているか？連邦政府はどの

ような役割を果たしているか。森林管理

の地方分権化の利点は何か。 

森林管理計画の実施は、州または州レベ

ルの政府が担当している。連邦政府は補助

金を出し、森林管理に関する法律を制定

し、戦略的ガイドラインを作成し、州が

それを実行する。地方分権により、州政

府は保護林の管理を促進している。 

管轄内の森林政策に直接影響を与えるこ

とができ、選択戦略の自由度が高まる。 
 

4. 自分が高山のコミュニティの市長である

と想像してみなさい。2つの国の国境に

位置するこのコミュニティは、列車、ト

ラック、自家用車による人や商品の輸送

に使われる交通量の多いルートに沿って

いる。しかし、この重要なルートでは、

冬には雪崩が、夏には落石がしばしば発

生する。これらのリスクを軽減するため

に、あなたならどのような対策を選択する

か、またその理由は？ 

このルートの重要性を考えると、この場

合はハイブリッドなアプローチが最適で

あると考えられる。保護林に鉄製の金網、

アンカー、ボット、擁壁などを組み合わ

せ、不安定な岩塊や雪の障壁を雪崩に対

して補強することで、落石や雪崩のリス

クを軽減することができる。 
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